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１ 法令の略称

この章における法令の略称は、次による。

⑴ 「省令 40 号」とは、特定共同住宅等における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供

する設備等に関する省令（平成 17 年総務省令第 40 号）をいう。

⑵ 「位置・構造告示」とは、特定共同住宅等の位置、構造及び設備を定める件（平成 17 年消防庁

告示第２号）をいう。

⑶ 「構造類型告示」とは、特定共同住宅等の構造類型を定める件（平成 17 年消防庁告示第３号）

をいう。

⑷ 「区画貫通告示」とは、特定共同住宅等の住戸等の床又は壁並びに当該住戸等の床又は壁を貫通

する配管等及びそれらの貫通部が一体として有すべき耐火性能を定める件（平成 17 年消防庁告

示第４号）をいう。

⑸ 「17 号告示」とは、共同住宅用スプリンクラー設備の設置及び維持に関する技術上の基準（平

成 18 年消防庁告示第 17 号）をいう。

⑹ 「18 号告示」とは、共同住宅用自動火災報知設備の設置及び維持に関する技術上の基準（平成

18 年消防庁告示第 18 号）をいう。

⑺ 「19 号告示」とは、住戸用自動火災報知設備及び共同住宅用非常警報設備の設置及び維持に関

する技術上の基準（平成 18 年消防庁告示第 19 号）をいう。

⑻ 「20 号告示」とは、戸外表示器の基準（平成 18 年消防庁告示第 20 号）をいう。

２ 用語の意義

この章において用いる用語の意義は、次による。

⑴ 「住戸利用施設」とは、特定共同住宅等の部分であって、政令別表第１⑸項イに掲げる防火対象

物並びに⑹項ロ及びハに掲げる防火対象物のうち、有料老人ホーム、福祉ホーム、老人福祉法

（昭和 38 年法律第 133 号）第５条の２第６項に規定する認知症対応型老人共同生活援助事業を

行う施設又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第

123 号）第５条第 17 項に規定する共同生活援助を行う施設に限るものをいい、かつ、各独立部

分（構造上区分された数個の部分の各部分で独立して住居その他の用途に供されることができる

ものをいう。以下この章において同じ。）の床面積がいずれも 100 ㎡以下であるものをいう。

⑵ 「特定共同住宅等」とは、次のア又はイに掲げる防火対象物であって、火災の発生又は延焼のお

それが少ないものとして、その位置、構造及び設備について位置・構造告示の基準に適合するも

のをいう。（第１－１図参照）

ア 政令別表第１⑸項ロに掲げる防火対象物 

イ 政令別表第１⒃項イに掲げる防火対象物（同表⑸項ロに掲げる防火対象物又は住戸利用施設

の用途以外の用途に供される部分が存せず、⑸項ロに掲げる防火対象物の用途に供される部分

の床面積の合計が、当該防火対象物の延べ面積の２分の１以上のものに限る。）
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⑸項ロ 

住戸利用施設

⑸項ロ 

住戸利用施設

一の住戸利用施設の床面積≦100 ㎡

かつ、

延べ面積の２分の１未満

（特定共同住宅等として認められない例）

⑸項ロ ⑸項ロ 

⑷項 住戸利用施設

⑸項ロ＜延べ面積の 90％、又は⑷項≧300 ㎡     一の住戸利用施設の床面積＞100 ㎡ 

第１－１図

⑶ 「特定住戸利用施設」とは、住戸利用施設のうち、次に掲げる部分で、省令第 12 条の２第１項

又は第３項に規定する構造を有するもの以外のものをいう。

ア 政令別表第１⑹項ロ⑴に掲げる防火対象物の用途に供される部分 

イ 政令別表第１⑹項ロ⑸に掲げる防火対象物の用途に供される部分（省令第 12 条の３に規定す

る者を主として入所させるもの以外のものにあっては、床面積が 275 ㎡以上のものに限る。）

⑷ 「住戸等」とは、特定共同住宅等の住戸（下宿の宿泊室、寄宿舎の寝室及び各独立部分の住戸利

用施設を含む。以下この章において同じ。）、共用室、管理人室、倉庫、電気室、受水槽室、ポン

プ室、機械室その他これらに類する室をいう。

⑸ 「共用室」とは、特定共同住宅等において、居住者が集会、談話等の用に供する室、キッズルー

ム、来客用宿泊施設、カラオケルーム、シアタールームその他これらに類する室をいう。

⑹ 「共用部分」とは、特定共同住宅等の廊下、階段、エレベーターホール、エントランスホール、

駐車場（オートバイ置場を含む。）、駐輪場その他これらに類する特定共同住宅等の部分であっ

て、住戸等以外の部分をいう（通常居住者が専有するバルコニーその他これに類するもの（以下

この章において「バルコニー等」という。）を除く。）。

⑺ 「階段室等」とは、避難階又は地上に通ずる直通階段の階段室（当該階段が壁、床又は防火設備

等で区画されていない場合を含む。）をいう。
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⑻ 「開放型廊下」とは、直接外気に開放され、かつ、特定共同住宅等における火災時に生ずる煙を

有効に排出することができる廊下をいう。

⑼ 「開放型階段」とは、直接外気に開放され、かつ、特定共同住宅等における火災時に生ずる煙を

有効に排出することができる階段をいう。

⑽ 「階段室型特定共同住宅等」とは、すべての住戸、共用室及び管理人室について、その主たる出

入口が階段室等に面する特定共同住宅等をいう。（第１－２図参照）

⑾ 「廊下型特定共同住宅等」とは、すべての住戸、共用室及び管理人室について、その主たる出入

口が階段室等以外の廊下等の通路に面する特定共同住宅等をいう。（第１－３図参照）

⑿ 「二方向避難型特定共同住宅等」とは、特定共同住宅等における火災時に、すべての住戸、共用

室及び管理人室から、少なくとも１以上の避難経路を利用して安全に避難できるようにするた

め、避難階又は地上に通ずる２以上の異なった避難経路を確保している特定共同住宅等として構

造類型告示で定める構造を有するものをいう。

⒀ 「開放型特定共同住宅等」とは、すべての住戸、共用室及び管理人室について、その主たる出入

口が開放型廊下又は開放型階段に面していることにより、特定共同住宅等における火災時に生ず

る煙を有効に排出することができる特定共同住宅等として構造類型告示で定める構造を有するも

のをいう。

（階段室型特定共同住宅等の例）

第１－２図

バルコニー等

住戸等 住戸等 住戸等 住戸等

主たる出入口

階段室等

（廊下型特定共同住宅等の例）

第１－３図

階段室等

バルコニー等

廊下

住戸等 住戸等 住戸等 住戸等

主たる出入口
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⒁ 「二方向避難・開放型特定共同住宅等」とは、⑿及び⒀の双方の基準を満たしているものをい

う。

⒂ 「その他の特定共同住宅等」とは、⑿から⒁までに掲げるもの以外の特定共同住宅等をいう。 

⒃ 「光庭」とは、主として採光又は通風のために設けられる空間であって、その周囲を特定共同住

宅等の壁その他これに類するものによって囲まれ、かつ、その上部が吹抜きになっているものを

いう。（第１－４図参照）

⒄ 「避難光庭」とは、光庭のうち、火災時に避難経路として使用することができる廊下又は階段室

等が、当該光庭に面して設けられるものをいう。（第１－５図参照）

⒅ 「特定光庭」とは、光庭のうち第６特定光庭の取り扱いで定めるところにより、当該光庭を介し

て他の住戸等へ延焼する危険性が高いもの及び避難光庭を経由して避難する者が火災の影響を受

ける危険性が高いものであることについて確かめられたものをいう。

⒆ 「共住区画」とは、特定共同住宅等の住戸等を開口部のない耐火構造の床又は壁で区画するもの

で、第３位置、構造及び設備の要件２に適合するものをいう。

（光庭の例）

第１－４図

バルコニー等

廊下

住戸等 住戸等 住戸等 住戸等光庭 光庭

（避難光庭の例）

第１－５図

光庭（避難光庭）

バルコニー等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等 住戸等 住戸等

廊下

ＥＶ ＥＶ
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⒇ 「初期拡大支援性能を主として有する消防の用に供する設備等」とは、特定共同住宅等におい

て、火災の拡大を初期に抑制する性能を主として有する通常用いられる消防用設備等に代えて用

いることができる必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等で、次に掲げるも

のをいう。

ア 住宅用消火器及び消火器具

イ 共同住宅用スプリンクラー設備

「共同住宅用スプリンクラー設備」とは、特定共同住宅等における火災時に火災の拡大を初期

に抑制するための設備であって、スプリンクラーヘッド（小区画型ヘッドに限る。以下この章に

おいて同じ。）、制御弁、自動警報装置、加圧送水装置、送水口等で構成され、かつ、住戸、共用

室又は管理人室ごとに自動警報装置の発信部が設けられているものをいう。

ウ 共同住宅用自動火災報知設備

「共同住宅用自動火災報知設備」とは、特定共同住宅等における火災時に火災の拡大を初期に

抑制し、かつ、安全に避難することを支援するために、特定共同住宅等における火災の発生を感

知し、及び当該特定共同住宅等に火災の発生を報知する設備であって、受信機、感知器、戸外表

示器（住戸等の外部において、受信機から火災が発生した旨の信号を受信し、火災の発生を報知

するものをいう。以下この章において同じ。）等で構成され、かつ、自動試験機能又は遠隔試験

機能を有することにより、住戸の自動試験機能等対応型感知器の機能の異常が当該住戸の外部か

ら容易に確認できるものをいう。

エ 住戸用自動火災報知設備及び共同住宅用非常警報設備

(ｱ) 「住戸用自動火災報知設備」とは、特定共同住宅等における火災時に火災の拡大を初期に抑

制し、かつ、安全に避難することを支援するために、住戸等における火災の発生を感知し、及

び当該住戸等に火災の発生を報知する設備であって、受信機、感知器、戸外表示器等で構成さ

れ、かつ、遠隔試験機能を有することにより、住戸の自動試験機能等対応型感知器の機能の異

常が当該住戸の外部から容易に確認できるものをいう。

(ｲ) 「共同住宅用非常警報設備」とは、特定共同住宅等における火災時に安全に避難することを

支援するための設備であって、起動装置、音響装置、操作部等で構成されるものをいう。

(21) 「避難安全性能を主として有する消防の用に供する設備等」とは、特定共同住宅等において、火

災時に安全に避難することを支援する性能を主として有する通常用いられる消防用設備等に代えて

用いることができる必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等で、次に掲げるも

のをいう。

ア 共同住宅用自動火災報知設備

イ 住戸用自動火災報知設備及び共同住宅用非常警報設備

(22) 「消防活動支援性能を主として有する消防の用に供する設備等」とは、階段室型特定共同住宅等

において、消防隊による活動を支援する性能を主として有する通常用いられる消防用設備等に代え

て用いることができる必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等で、次に掲げる

ものをいう。

ア 共同住宅用連結送水管

「共同住宅用連結送水管」とは、階段室型特定共同住宅等における消防隊による活動を支援す

るための設備であって、放水口、配管、送水口等で構成されるものをいう。

イ 共同住宅用非常コンセント設備

「共同住宅用非常コンセント設備」とは、階段室型特定共同住宅等における消防隊による活動

を支援する設備であって、非常コンセント、配線等で構成されるものをいう。
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３ 適用範囲

省令40号の規定を適用できる防火対象物の範囲は、省令40号第２条第１号の規定によるほか、次の

⑴から⑷までのいずれかに適合する場合、適用できるものであること。 

⑴ 第２章第１政令別表第１に掲げる防火対象物の取り扱い５⑴機能従属により、政令別表第１⑸項ロ

に掲げる防火対象物又は住戸利用施設に機能的に従属している部分として認められる場合（例 居住

者専用の売店、フィットネススペースは、共用室とみなして省令40号を適用しても差し支えない。

第１－６図参照）

⑸項ロ又は住戸利用施設 

売店 ：⑸項ロ又は住戸利用施設 

：従属的な部分

 ○従属的な部分の管理権原者が、⑸項ロ又は住戸利用施設の管理権原者と同一 

○従属的な部分の利用者が、⑸項ロ又は住戸利用施設の利用者と同一又は密接な関係 

○従属的な部分の利用時間が、⑸項ロ又は住戸利用施設の利用時間とほぼ同一 

第１－６図

⑵第２章第１政令別表第１に掲げる防火対象物の取り扱い５⑵みなし従属により、政令別表第１⑸項ロ

に掲げる防火対象物又は住戸利用施設以外の独立した用途に供される部分が、省令40号第２条第

１号に規定にする防火対象物とみなされる場合（第１－７図参照）

床面積の合計 延べ面積に対する割合

⑸ 項 ロ 又 は ⒃ 項 イ 3,200 ㎡ 3,200 ㎡ ÷3,350 ㎡≒ 96％ 

独立した用途(注)（⑶項ロ） 150 ㎡ 150 ㎡ ÷3,350 ㎡≒  4％ 

○防火対象物の延べ面積のうち、⑸項ロ又は住戸利用施設の床面積の合計が90％以上 

かつ、

○主たる用途以外の独立した用途(注)に供される床面積の合計が300㎡未満

(注)政令別表第１⑵項ニ、⑸項イ若しくは⑹項イ⑴から⑶まで若しくはロに掲げる防火対象物又は 

 同表⑹項ハに掲げる防火対象物（利用者を入居させ、又は宿泊させるものに限る。）の用途に 

供される部分を除く。

第１－７図

⑶項ロ 150 ㎡ 

特定共同住宅等

特定共同住宅等

⑸項ロ 

又は 3,200㎡

⒃項イ 

（⑸項ロ及び住戸利用施設） 
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⑶ 第３章第２政令第８条に規定する区画等の取り扱いにより、令８区画された部分が、省令 40号第

２条第１号に規定する防火対象物となる場合（第１－８図参照）

⑷ 第３章第４渡り廊下で接続されている場合の取扱い、第５地下連絡路で接続されている場合の取

扱い又は第６洞道で接続されている場合の取扱いにより、別棟として取扱う部分が、省令 40号第２

条第１号に規定する防火対象物となる場合（第１－９図参照）

第１－８図

⑷項

令８区画

第１－９図

⑷項

渡り廊下

特定共同住宅等

⑸項ロ 

又は

⒃項イ 

（⑸項ロ及び住戸利用施設） 

特定共同住宅等

⑸項ロ 

又は

⒃項イ 

（⑸項ロ及び住戸利用施設） 
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第２ 必要とされる防火安全性能を有する

消防の用に供する設備等の設置区分



岳南広域消防本部消防用設備等に関する審査･指導マニュアル

7-1230 第５章 特定共同住宅等

特定共同住宅等において、必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等の設置区分

は、次によること。

１ 特定共同住宅等（住戸利用施設を除く。）において、火災の拡大を初期に抑制する性能（以下この章

において「初期拡大抑制性能」という。）及び火災時に安全に避難することを支援する性能（以下こ

の章において「避難安全支援性能」という。）を主として有する通常用いられる消防用設備等に代え

て用いることができる必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等は、次によるこ

と。

⑴ 二方向避難型特定共同住宅等

ア 地階を除く階数が５以下のもの（第２－１図参照）

イ 地階を除く階数が 10 以下のもの（第２－２図参照）

ウ 地階を除く階数が 11 以上のもの（第２－３図参照）

⑵ 開放型特定共同住宅等

ア 地階を除く階数が５以下のもの（第２－４図参照）

イ 地階を除く階数が６以上のもの（第２－５図参照）

⑶ 二方向避難・開放型特定共同住宅等

ア 地階を除く階数が 10 以下のもの（第２－６図参照）

イ 地階を除く階数が 11 以上のもの（第２－７図参照）

⑷ その他の特定共同住宅等

ア 地階を除く階数が 10 以下のもの（第２－８図参照）

イ 地階を除く階数が 11 以上のもの（第２－９図参照）



岳南広域消防本部消防用設備等に関する審査･指導マニュアル

第 2 必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等の設置区分 7-1231

○二方向避難型特定共同住宅等（住戸利用施設を除く。地階を除く階数が５以下のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

５以下の階

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等

：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等

(注)１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものである

こと。

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イ(ﾛ)及び(ﾊ)に掲げる階及び部分に限る。

３ 省令 40 号第３条第３項第２号イ(ﾛ)及び(ﾊ)に掲げる階及び部分に除く。
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消
⽕
器
具

屋
外
消
⽕
栓
設
備

屋
内
消
⽕
栓
設
備

動
⼒
消
防
ポ
ン
プ
設
備

⾃
動
⽕
災
報
知
設
備

消
防
機
関
へ
通
報
す
る
⽕
災
報
知
設
備

避
難
器
具

誘
導
灯

⾮
常
警
報
器
具
⼜
は
⾮
常
警
報
設
備

：通常用いられる消防用設備等

５以下の階

住
宅
⽤
消
⽕
器
及
び
消
⽕
器
具

屋
内
消
⽕
栓
設
備

３

消
防
機
関
へ
通
報
す
る
⽕
災
報
知
設
備

誘
導
灯

共
同
住
宅
⽤
⾃
動
⽕
災
報
知
設
備

⼜
は

住
⼾
⽤
⾃
動
⽕
災
報
知
設
備
及
び

共
同
住
宅
⽤
⾮
常
警
報
設
備

η
ϕ
Ϩ
ϱ
έ
ϧ
ổ
設
備

共
同
住
宅
⽤
η
ϕ
Ϩ
ϱ
έ
ϧ
ổ
設
備

２
(注)

(注)



岳南広域消防本部消防用設備等に関する審査･指導マニュアル

7-1232 第５章 特定共同住宅等

○二方向避難型特定共同住宅等（住戸利用施設を除く。地階を除く階数が 10 以下のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

10 以下の階

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等

：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等

(注)１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものである

こと。

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イ(ﾛ)及び(ﾊ)に掲げる階及び部分に限る。

３ 省令 40 号第３条第３項第２号イ(ﾛ)及び(ﾊ)に掲げる階及び部分に除く。

第２－２図
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第２ 必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等の設置区分 7-1233

○二方向避難型特定共同住宅等（住戸利用施設を除く。地階を除く階数が 11 以上のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等

：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等

(注)１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであ

ること。

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イ(ﾛ)及び(ﾊ)に掲げる階及び部分に限る。

３ 省令 40 号第３条第３項第２号イ(ﾛ)及び(ﾊ)に掲げる階及び部分に除く。

第２－３図
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7-1234 第５章 特定共同住宅等

○開放型特定共同住宅等（住戸利用施設を除く。地階を除く階数が５以下のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等

：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等

(注) 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであるこ

と。
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第２ 必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等の設置区分 7-1235

○開放型特定共同住宅等（住戸利用施設を除く。地階を除く階数が６以上のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等

：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等

(注) 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであるこ

と。

第２－５図
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7-1236 第５章 特定共同住宅等

○二方向避難・開放型特定共同住宅等（住戸利用施設を除く。地階を除く階数が 10 以下のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

10 以下の階

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等

：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等

(注) 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであるこ

と。
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第 2 必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等の設置区分 7-1237

○二方向避難・開放型特定共同住宅等（住戸利用施設を除く。地階を除く階数が 11 以上のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

11 以上の階

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等

：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等

(注) 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであること。

第２－７図
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7-1238 第５章 特定共同住宅等

○その他の特定共同住宅等（住戸利用施設を除く。地階を除く階数が 10 以下のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等

：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等

(注)１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものである

こと。

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イ(ﾛ)及び(ﾊ)に掲げる階及び部分に限る。

３ 省令 40 号第３条第３項第２号イ(ﾛ)及び(ﾊ)に掲げる階及び部分に除く。

第２－８図
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第 2 必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等の設置区分 7-1239

○その他の特定共同住宅等（住戸利用施設を除く。地階を除く階数が 11 以上のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

11 以上の階

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等

：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等

( 注 )１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものである
こと。
２ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に限る。
３ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に除く。
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7-1240 第５章 特定共同住宅等

（参考）通常用いられる消防用設備等及び必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等

の設置基準（住戸利用施設を除く。）

○二方向避難型特定共同住宅等及びその他の特定共同住宅等（住戸利用施設を除く。）

対象条件
通常用いられる消防用設備等及び必要とされる防火安全性能を有する

消防の用に供する設備等

延

べ

面

積

150 ㎡ 住宅用消火器及び消火器具

500 ㎡
共同住宅用自動火災報知設備又は住戸用自動火災報知設備及び共同住

宅用非常警報設備 (注)１，(注)２

1,000 ㎡ 消防機関へ通報する火災報知設備

1,400 ㎡ 屋内消火栓設備（内装制限をしたもの≧2,100 ㎡）(注)３

3,000 ㎡※
共同住宅用スプリンクラー設備（10 階以下の階の住戸利用施設の床

面積の合計≧3,000 ㎡、かつ、住戸利用施設が存する階）(注)３

5,000 ㎡
消防用水（20,000 ㎡≧敷地面積、かつ、１階及び２階の床面積の合

計、耐火建築物≧15,000 ㎡）

25,000 ㎡ 消防用水（地階に係るものを除く、かつ、高さ≳31ｍ）

50,000 ㎡ 総合操作盤

無

窓

階

全部 誘導灯

300 ㎡ 屋内消火栓設備（内装制限をしたもの≧450 ㎡）

1,000 ㎡※

共同住宅用スプリンクラー設備（10 階以下の階の住戸利用施設の床

面積の合計＜3,000 ㎡、かつ、住戸利用施設の床面積の合計が 1,000

㎡以上存する階）(注)３

階

の

規

模

地上４階 屋内消火栓設備（床面積≧300 ㎡、内装制限をしたもの≧450 ㎡）

地上４以上 10 以下の階※

共同住宅用スプリンクラー設備（10 階以下の階の住戸利用施設の床

面積の合計＜3,000 ㎡、かつ、住戸利用施設の床面積の合計が 1,500

㎡以上存する階）(注)３

地上 11 階 誘導灯

地階を除く階数が５ 連結送水管（延べ面積≧6,000 ㎡） (注)４

地階を除く階数が７ 連結送水管 (注)４

地階を除く階数が 11 共同住宅用スプリンクラー設備（11 階以上の階）(注)３

地階を除く階数が 11 非常コンセント設備 (注)４

地階を除く階数が 11 総合操作盤（延べ面積≧10,000 ㎡）

地階を除く階数が 15 総合操作盤（延べ面積≧30,000 ㎡）

(注)１ 住戸用自動火災報知設備及び共同住宅用非常警報設備を用いる場合は、二方向避難型特定共同

住宅等にあっては地階を除く階数が５以下に限る。また、その他の特定共同住宅等にあっては用

いることができない。

２ 住戸、共用室及び管理人室に共同住宅用スプリンクラー設備を設置したとき（当該設備の有効

範囲内の部分に限る。）は、共同住宅用自動火災報知設備又は住戸用自動火災報知設備を設置しな

いことができる。
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３ 共同住宅用スプリンクラー設備を省令 40 号第３条第３項第２号イロ及びハ（地階を除く階数が

10 以下）又は省令 40 号第３条第３項第２号イ（地階を除く階数が 11 以上）に掲げる階及び部分

に設置したときは、その階及び部分に屋内消火栓設備を設置しないことができる。

４ 階段室型特定共同住宅においては、連結送水管及び非常コンセント設備に代えて、共同住宅用

連結送水管及び共同住宅用非常コンセント設備を用いることができる。

※ 特定樹と利用施設を除く。
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7-1242 第５章 特定共同住宅等

○開放型特定共同住宅等及び二方向避難・開放型特定共同住宅等（住戸利用施設を除く。）

対象条件
通常用いられる消防用設備等及び必要とされる防火安全性能を有

する消防の用に供する設備等

延

べ

面

積

150 ㎡ 住宅用消火器及び消火器具

500 ㎡
共同住宅用自動火災報知設備又は住戸用自動火災報知設備及び共

同住宅用非常警報設備 (注)１，２

1,000 ㎡ 消防機関へ通報する火災報知設備

3,000 ㎡※
共同住宅用スプリンクラー設備（10 階以下の階の住戸利用施設の

床面積の合計≧3,000 ㎡、かつ、住戸利用施設が存する階）(注)３

5,000 ㎡
消防用水（20,000 ㎡≧敷地面積、かつ、１階及び２階の床面積の

合計、耐火建築物≧15,000 ㎡）

25,000 ㎡ 消防用水（地階に係るものを除く、かつ、高さ≳31ｍ）

50,000 ㎡ 総合操作盤

無

窓

階
1,000 ㎡※

共同住宅用スプリンクラー設備（10 階以下の階の住戸利用施設の

床面積の合計＜3,000 ㎡、かつ、住戸利用施設の床面積の合計が

1,000 ㎡以上存する階）(注)３

階

の

規

模

地上４以上 10以下の階※

共同住宅用スプリンクラー設備（10 階以下の階の住戸利用施設の

床面積の合計＜3,000 ㎡、かつ、住戸利用施設の床面積の合計が

1,500 ㎡以上存する階）(注)３

地階を除く階数が５ 連結送水管（延べ面積≧6,000 ㎡） (注)４

地階を除く階数が７ 連結送水管 (注)４

地階を除く階数が 11 共同住宅用スプリンクラー設備（11 階以上の階） (注)３

地階を除く階数が 11 非常コンセント設備 (注)４

地階を除く階数が 11 総合操作盤（延べ面積≧10,000 ㎡）

地階を除く階数が 15 総合操作盤（延べ面積≧30,000 ㎡）

(注)１ 住戸用自動火災報知設備及び共同住宅用非常警報設備を用いる場合は、開放型特定共同住宅等

にあっては地階を除く階数が５以下、二方向避難・開放型特定共同住宅等にあっては地階を除く

階数が 10 以下に限る。

２ 住戸、共用室及び管理人室に共同住宅用スプリンクラー設備を設置したとき（当該設備の有効

範囲内の部分に限る。）は、共同住宅用自動火災報知設備又は住戸用自動火災報知設備を設置しな

い ことができる。

３ 二方向避難・開放型特定共同住宅等（※印のものに限り、特定住戸利用施設を除く。）又は開放

型特定共同住宅等（※印の部分のうち１４階以下のものに限り、特定住戸利用施設を除く。）にお

いて、住戸、共用室及び管理人室の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃材料とし、

かつ、共用室と共用室以外の特定共同住宅等の部分（開放型廊下又は開放型階段に面する部分を

除く。）を区画する壁に設けられる開口部（省令第 13 条第２項第１号ロの基準に適合するものに

限る。）に、特定防火戸（省令第 13 条第２項第１号ハの基準に適合するものに限る。）が設けられ

ているときは、共同住宅用スプリンクラー設備を設置しないことができる。

４ 階段室型特定共同住宅においては、連結送水管及び非常コンセント設備に代えて、共同住宅用

連結送水管及び共同住宅用非常コンセント設備を用いることができる。
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２ 住戸利用施設における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等

住戸利用施設おいて、初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能を主として有する通常用いられる消

防用設備等に代えて用いることができる必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等

は、次によること。

⑴ 二方向避難型特定共同住宅等

ア 地階を除く階数が ５以下のもの（第２－10 図参照）

イ 地階を除く階数が 10 以下のもの（第２－11 図参照）

ウ 地階を除く階数が 11 以上のもの（第２－12 図参照）

⑵ 開放型特定共同住宅等 

ア 地階を除く階数が ５以下のもの（第２－13 図参照）

イ 地階を除く階数が 10 以下のもの（第２－14 図参照）

ウ 地階を除く階数が 11 以上のもの（第２－15 図参照）

⑶ 二方向避難・開放型特定共同住宅等

ア 地階を除く階数が 10 以下のもの（第２－16 図参照）

イ 地階を除く階数が 11 以上のもの（第２－17 図参照）

⑷ その他の特定共同住宅等

ア 地階を除く階数が 10 以下のもの（第２－18 図参照）

イ 地階を除く階数が 11 以上のもの（第２－19 図参照）
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7-1244 第５章 特定共同住宅等

○二方向避難型特定共同住宅等（住戸利用施設。地階を除く階数が５以下のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

５以下の階

(注)１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであるこ

と。

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に限る。

３ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分を除く。
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○二方向避難型特定共同住宅等（住戸利用施設。地階を除く階数が 10 以下のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

10 以下の階

(注)１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであるこ

と。

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に限る。

３ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分を除く。

第２－11 図
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7-1246 第５章 特定共同住宅等

○二方向避難型特定共同住宅等（住戸利用施設。地階を除く階数が 11 以上のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

(注)１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであるこ

と。

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に限る。

３ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に除く。

第２－12 図
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：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等
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岳南広域消防本部消防用設備等に関する審査･指導マニュアル

第 2 必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等の設置区分 7-1247

○開放型特定共同住宅等（住戸利用施設。地階を除く階数が５以下のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

５以下の階

(注)１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであるこ

と。

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に限る。

３ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に除く。
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５以下の階

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等

：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等
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7-1248 第５章 特定共同住宅等

○開放型特定共同住宅等（住戸利用施設。地階を除く階数が 10 以下のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

10 以下の階

(注)１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであるこ

と。

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に限る。

３ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に除く。

第２－14 図
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：通常用いられる消防用設備等

10 以下の階

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等
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：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等

(注)
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第 2 必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等の設置区分 7-1249

○開放型特定共同住宅等（住戸利用施設。地階を除く階数が 11 以上のもの）

（通常用いられる消防用設備等 注１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

(注)１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであるこ

と。

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に限る。

３ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に除く。

第２－15 図
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：通常用いられる消防用設備等

以上の階11

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等
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：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等

(注) (注)
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7-1250 第５章 特定共同住宅等

○二方向避難・開放型特定共同住宅等（住戸利用施設。地階を除く階数が 10 以下のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

10 以下の階

(注)１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであるこ

と。

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に限る。

３ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に除く。

第２－16 図
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10 以下の階

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等
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：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等
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第 2 必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等の設置区分 7-1251

○二方向避難・開放型特定共同住宅等（住戸利用施設。地階を除く階数が 11 以上のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

(注)１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであるこ

と。

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に限る。

３ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に除く。

第２－17 図
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：通常用いられる消防用設備等

以上の階11

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等
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：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等
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7-1252 第５章 特定共同住宅等

○その他の特定共同住宅等（住戸利用施設。地階を除く階数が 10 以下のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

10 以下の階

(注)１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであるこ

と。

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に限る。

３ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に除く。

第２－18 図
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：通常用いられる消防用設備等

10 以下の階

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等
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：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等
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第 2 必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等の設置区分 7-1253

○その他の特定共同住宅等（住戸利用施設。地階を除く階数が 11 以上のもの）

（通常用いられる消防用設備等 (注)１）

（防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等）

(注)１ 図中に表記のない通常用いられる消防用設備等は、政令の規定に基づき設置するものであるこ

と。

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に限る。

３ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に除く。

第２－19 図
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：通常用いられる消防用設備等

以上の階11

：防火安全性能（初期拡大抑制性能及び避難安全支援性能）を有する消防の用に供する設備等
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：設置することを要しない通常用いられる消防用設備等

(注) (注)
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7-1254 第５章 特定共同住宅等

（参考）通常用いられる消防用設備等及び必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等

の設置基準（住戸利用施設）

通常用いられる消防用設備等及び必要とされる防火安全性能を有する消

防の用に供する設備等

延

べ

面

積

全部 消火器具

全部 共同住宅用スプリンクラー設備(注)１、２

全部
共同住宅用自動火災報知設備又は住戸用自動火災報知設備及び共同住宅

用非常警報設備 (注)３

全部 消防機関へ通報する火災通報装置（⑹項ロの部分に限る。）

全部 誘導灯

500 ㎡ 消防機関へ通報する火災報知設備（⑸項イ及び⑹項ハの部分に限る。）

1,400 ㎡ 屋内消火栓設備（内装制限をしたもの≧2,100 ㎡）(注)２

5,000 ㎡ 消防用水（20,000 ㎡≧敷地面積、かつ、１階及び２階の床面積の合計、

耐火建築物≧15,000 ㎡）

25,000 ㎡ 消防用水（地階に係るものを除く、かつ、高さ>31ｍ）

50,000 ㎡ 総合操作盤

無

窓

階

300 ㎡ 屋内消火栓設備（内装制限をしたもの≧450 ㎡）(注)２

階

の

規

模

地階を除く階数が５ 連結送水管（延べ面積≧6,000 ㎡） (注)４

地階を除く階数が５ 総合操作盤（延べ面積≧20,000 ㎡）

地階を除く階数が７ 連結送水管 (注)４

地階を除く階数が 11 共同住宅用スプリンクラー設備

地階を除く階数が 11 非常コンセント設備 (注)４

地階を除く階数が 11 総合操作盤（延べ面積≧10,000 ㎡）

地階を除く階数が 15 総合操作盤（延べ面積≧30,000 ㎡）

収

容

人

員

階 10 人
避難器具（直通階段が１のみのもの、３階以上（避難階及び 11 階以上の

階を除く。））

階 20 人 避難器具（避難階及び 11 階以上の階を除く。）

(注)１ 政令別表第１⑹項ロ⑸に掲げる特定住戸利用施設のうち、介助がなければ避難できない者を主と

して入所させるもの以外のものについては、275 ㎡以上

２ 省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる階及び部分に限る。

３ 住戸用自動火災報知設備及び共同住宅用非常警報設備を用いる場合は、二方向避難型特定共同住

宅等及び開放型特定共同住宅等にあっては地階を除く階数が５以下、二方向避難・開放型特定共同

住宅等にあっては、地階を除く階数が 10 以下のものに限る。

４ 階段室型特定共同住宅においては、連結送水管及び非常コンセント設備に代えて、共同住宅用連

結送水管及び共同住宅用非常コンセント設備を用いることができる。
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第 2 必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等の設置区分 7-1255

３ 階数の取扱い

メゾネット型の住戸等（一の住戸等の階数が２以上であるものをいう。）の階の算定にあっては、当

該住戸等を一の階として取扱うものではなく、建基令第２条第１項第８号の規定により取扱うもので

あること。（第２－20 図参照）

４ 令８区画された特定共同住宅等の取扱い

特定共同住宅等に供される部分が、令８区画されているときは、その区画された部分については、

それぞれ別の防火対象物とみなして消防用設備等を設置するものであること。

この場合、令８区画した特定共同住宅等の階の算定にあっては、当該階の用途の防火対象物とみな

される階を含めること。（第２－21 図参照）

第２－20 図

階数 11 特定共同住宅等として、また、メゾネット型の住戸等の２階部分は 11 階に該当する

必要とされる消防用設備等を設置する。

11Ｆ

10Ｆ

特定共同住宅等

メゾネット型の住戸等

第２－21 図

Ａ：階数３の防火対象物として該当する消防用設備等を設置する。

Ｂ：階数 12 の特定共同住宅等として、また、ｂ部分は４階に該当する必要とされる消防用設

備等を設置する。

政令別表第１⑴項から⒃項までに

掲げる防火対象物

12Ｆ

３Ｆ

４Ｆ

Ｂ

Ａ

ｂ特定共同住宅等

特定共同住宅等

：令８区画
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５ 独立した用途に供される部分の取扱い

特定共同住宅等に供される部分（他の用途と共用される廊下、階段、通路、便所、管理室、倉庫、

機械室等の部分の床面積は、特定共同住宅等に供される部分及び他の独立した用途に供される部分の

それぞれの床面積に応じ按分するものとする。）の床面積の合計が当該防火対象物の延べ面積の 90％

以上であり、かつ、当該特定共同住宅等以外の独立した用途に供される部分の床面積の合計が 300 ㎡

未満である部分（政令別表第１⑵項ニ、⑸項イ若しくは⑹項イ⑴から⑶まで若しくはロに掲げる防火

対象物又は同表⑹項ハに掲げる防火対象物（利用者を入居させ、又は宿泊させるものに限る。）の用途

に供される部分を除く。）は、特定共同住宅等とみなして消防用設備等を設置するものであること。

この場合において、当該独立した用途に供される部分は、「住戸等」として、床面積 150 ㎡以内ごと

に共住区画されている必要があること。（第２－22 図参照）

６ 地階が存する特定共同住宅等の取扱い

地階が存する特定共同住宅等の取扱いは、次によること。

⑴ 地階には、住戸が存しないこと。

ただし、傾斜地で階としては地階の扱いになるが、当該階が避難階の場合は、この限りでない。

⑵ 地階には、特定共同住宅等における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等

のほか、法第 17 条第１項の規定により地階において必要とされる消防用設備等（必要とされる防

火安全性能を有する消防の用に供する設備等が代替している通常用いられる消防用設備等を除

く。）を設置するものであること（例 地階の床面積の合計が 700 ㎡以上の場合、連結散水設備）。

なお、開放型特定共同住宅等及び二方向避難・開放型特定共同住宅等は、誘導灯及び誘導標識の

設置を要しないものであるが、地階の階数、床面積、用途等を勘案し、必要があると認める場合に

は、地階部分に誘導灯を政令第 26 条に定める技術上の基準に従って設置すること。

第２－22 図

Ａ≦150 ㎡ 、Ｂ≦150 ㎡ 、Ａ＋Ｂ＜300 ㎡

かつ、

延べ面積の 10％未満

特定共同住宅等

飲食店Ａ

（住戸等）

物品販売店Ｂ

（住戸等）
：共住区画
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７ 共同住宅用スプリンクラー設備を設置しないことができる特定共同住宅等の階

次のいずれかに適合する特定共同住宅等の階については、共同住宅用スプリンクラー設備を設置し

ないことができる。

⑴ 二方向避難型・開放型特定共同住宅等（省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる部分に限り特定

住戸利用施設を除く。）又は開放型特定共同住宅等（省令 40 号第３条第３項第２号イに掲げる部分

のうち 14 階以下の部分に限り、特定住戸利用施設を除く。）のうち、次のア及びイのいずれにも適

合するもの（第２－25 図参照）

ア 住戸等の壁及び天井（天井がない場合にあっては、上階の床又は屋根）の室内に面する部分

（回り縁、窓台等を除く。）の仕上げを準不燃材料としたとき（以下この⑴及び⑵において「内

装制限」という。）。

なお、内装制限については、次によること。

(ｱ) 室内とは、建基法第２条第４号に規定する居室をいうものではなく、住戸等の室内すべての

部分をいうものであること。

(ｲ) 壁には、簡易間仕切（天井まで達しない仕切若しくは移動仕切壁のうち、高さがおおむね２

ｍ以上のもの又は床に固定されているもの。）も含まれるものであること。

(ｳ) 室内に面する天井又は壁の一部に可燃材料を用いる場合は、室内に面する部分の面積が、各

面の面積の 10 分の１以下であること。

(ｴ) 防火薬液の塗布による内装制限は、原則として認められないものであること。

(ｵ) 収納のために人が出入りする形態を有しない押入れ内及びユニットバス内で、かつ、その床

面積が４㎡未満のものについては、壁及び天井の内装制限は不要であること。

(ｶ) 造り付けの家具等（４㎡未満の収納庫のものを含む。）を設置した場合は、次のａ又はｂによ

り内装制限することが必要であること。（第２－23 図参照）

ただし、中棚の下面及び天袋の床の下面は、天井には該当しないため、内装制限の対象とは

ならないこと。

ａ 造り付けの家具等を設置する部分の当該造り付けの家具等が接する部分の壁及び天井

ｂ 造り付けの家具等内の当該壁及び天井に面する部分（扉を除く。）

第２－23 図

隠ぺい部分の壁及び天井を内装制限して
いない場合は、造り付けの家具等の壁及
び天井に面する部分の内装制限が必要。

：壁及び天井内装制限
：造り付けの家具等の壁及び天井に面する部分の内装制限

物入れ等により隠ぺいされた部分の
天井及び壁を内装制限した場合は、
物入れ等を家具として取り扱う。
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イ 共用室と共用室以外の特定共同住宅等の部分（開放型廊下又は開放型階段に面する部分を除く。）を

区画する壁に設けられる開口部が、次に掲げるとき。（第２－24 図参照）

(ｱ) 開口部の面積の合計が８㎡以下であり、かつ、一の開口部の面積が４㎡以下であること。

なお、ここでいう「開口部」には、配管等の貫通部（すき間を不燃材料で埋め戻したものに限

る。）及び防火ダンパーが設けられた風道の貫通部は含まないこと。

(ｲ) (ｱ)の開口部には、特定防火戸で、常時閉鎖式のものを設けたものであること。

：常時閉鎖式の特定防火戸

(注) 開放型廊下又は開放型階段に面する部分を除く。

第２－24 図

（二方向避難型・開放型特定共同住宅等） （開放型特定共同住宅等）

11 階

○内装制限

○共用室の開口制限(注)

15 階

11 階

○内装制限

○共用室の開口制限(注)

：共同住宅用スプリンクラーを設置しないことができる部分

(注) 開放型廊下又は開放型階段に面する部分を除く。

第２－25 図

ａ ｂ
廊下(注)

共用室

外壁の開口部の

大きさに制限なし
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⑵ 10 階以下の階に存する特定住戸利用施設を政令第 12 条第１項第１号に掲げる防火対象物とみな

して特定施設水道連結型スプリンクラー設備を当該特定住戸利用施設に同条第２項第３号の２に定

める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したとき（当該特定住戸利用施設

に限る。）。（第 2－27 図参照）

８ 屋内消火栓設備を設置しないことができる特定共同住宅等

第２－27 図の例に示すとおり、地階を除く階数が 11 以上の二方向避難型特定共同住宅等につい

て、 10 階以下の階に省令 40 号第３条第３項第２号に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の

基準の例により住戸、共用室及び管理人室に共同住宅用スプリンクラー設備を設置した場合は、屋内

消火栓設備を設置しないことができる。

９ 総合操作盤の設置に係る取扱い

省令第 12 条第１項第８号に規定する高層建築物又は大規模建築物に該当する特定共同住宅等には、

総合操作盤を設置する必要があること。

ただし、特定共同住宅等のうち、監視及び制御する設備が、特定共同住宅等における必要とされる

防火安全性能を有する消防の用に供する設備等のみで、住棟受信機等に表示を並列するだけで監視及

び制御が行える場合は、政令第 32 条の規定を適用し、総合操作盤を設置しないことができる。

第 2－26 図

階11

：特定施設水道連結型スプリンクラー設備

とすることができる部分

：共同住宅用スプリンクラー設備の設置を

要する部分

≦100 ㎡

かつ、

Ａ＋Ｂ＋Ｃ ≦ 基準面積 1,000 ㎡

第２－28 図

11階

二方向避難型特定共同住宅等
屋内消火栓設備の設置を免除することができる。

：共同住宅用スプリンクラー設備

の設置した部分
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10 住戸利用施設

特定共同住宅等の部分に住戸利用施設が存する場合は、次によること。

⑴ 特定福祉施設に該当するかの判断基準は、第２－28 図に示すフローに基づき行うこと。

第２－28 図

特定住戸利用施設

⑹項ロ又は⑹項ハに掲げる
防火対象物

特定住戸利用施設
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⑵ 共同住宅用スプリンクラー設備

省令 40 号第３条第４項第１号の規定により、特定住戸利用施設は、前７⑴に適合する場合であって

も、当該住戸利用施設の部分に共同住宅用スプリンクラー設備を設置しなければならないこと。

⑶ 屋内消火栓設備

住戸利用施設（特定住戸利用施設を除く。）の部分が政令第 11 条第１項第２号又は第６号に掲げる

規定に該当する場合は、屋内消火栓設備を設置しなければならないこと。（第 2－29 図参照）

(注) 特定住戸利用施設を除く。

第 2－29 図

（二方向避難型・開放型特定共同住宅等の例）

：屋内消火栓を設置しなければならない部分

≦ 100 ㎡、……Ｎ≦100 ㎡

かつ、

福祉施設等の床面積の合計

特定住戸利用施設Ａ

11 階

：共同住宅用スプリンクラー設備の設置しなければならない部分

特定住戸利用施設の部分は、11 階以下も

共同住宅用スプリンクラー設備を設置する。
特定住戸利用施設Ｂ

・
・
・
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第３ 位置、構造及び設備の要件
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通常用いられる消防用設備等に代えて、必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等

を用いることができる特定共同住宅等の位置、構造及び設備は、位置・構造告示第３によるほか、次に

定めるところによること。

１ 共用部分の壁及び天井の仕上げ

位置構造告示第３第２号の規定により、共用部分の壁（腰壁以下を含む。）及び天井（天井のない場

合にあっては屋根。以下この章において同じ。）の室内に面する部分（廻り縁、窓台その他これらに類

する部分を除く。以下この章において同じ。）の仕上げについては、準不燃材料とされているが、次の

アからウまでの部分についても準不燃材料とする必要があること。

ア 開放型廊下（当該廊下に設けられた手すり、防風スクリーン、目隠しスクリーン、侵入防止柵

等を含む。）

イ 開放型階段（当該階段に設けられた手すり、上裏
あげうら

、段裏等を含む。）

ウ 常時外気に開放された部分で、かつ、床面積が発生する部分

２ 共住区画

共住区画は、位置・構造告示第３第３号の規定によるほか、次によること。

⑴ 位置・構造告示第３第３号に規定する「特定共同住宅等の住戸等は、開口部のない耐火構造の床

又は壁で区画する」とは、次に掲げる部分を共住区画することをいうものであり、鉄筋コンクリー

ト造、鉄骨鉄筋コンクリート造、壁式鉄筋コンクリート造（壁式プレキャスト鉄筋コンクリート造

を含む。）、プレキャストコンクリート、カーテンウォール、軽量気泡コンクリート製パネルその他

これらと同等に堅牢かつ容易に変更できない構造を有する必要があること。（第３－１図参照）

ア 住戸等と住戸等の間の床又は壁

イ 住戸等と共用部分の間の床又は壁（位置・構造告示第３第３号⑶の規定に適合する開口部を含 

む。）

第３－１図

：共住区画

住戸等 住戸等 住戸等 住戸等 住戸等

0.5ｍ 0.5ｍ0.9ｍ 0.9ｍ



岳南広域消防本部消防用設備等に関する審査・指導マニュアル

第３ 位置、構造及び設備の要件 7-1265

⑵ 位置・構造告示第３第３号⑴に規定する「床又は壁は、耐火構造であること」とは、壁及び床に

通常の火災による火熱が１時間加えられた場合に、建基令第 107 条第２号に規定する可燃物燃焼温

度以上に上昇しないものをいう。

⑶ 住戸等と住戸等との間の共住区画を形成する壁のうち、乾式のもの（以下この章において「乾式

壁」という。）を用いる場合は、次のアからウまでに定めるところにより、施工管理体制が整備され

ているものについては、認めて差支えないこと。

なお、乾式壁に開口部を設ける場合は、第４区画貫通及び耐火性能 11 によること。

ア 乾式壁の施工方法が、当該乾式壁の製造者により作成された施工仕様書等により明確にされて

おり、かつ、その施工実施者に周知されていること。

イ 乾式壁の施工に係る現場責任者に当該乾式壁の施工に関し十分な技能を有するもの（乾式壁の

製造者の実施する技術研修を修了した者等）が選任されており、かつ、当該現場責任者により施

工実施者に対して乾式壁の施工に係る現場での指導、監督等が行われていること。

ウ 乾式壁の施工にあたり、具体的な施工管理等の方法については、次の(ｱ)から(ｳ)までに定めると

ころによること。

(ｱ) 自主検査等により乾式壁の施工が適正に実施されているか確認を行い、かつ、その結果を保存

すること。

(ｲ) 乾式壁の施工管理体制の整備については、当該特定共同住宅等の施行工事全般に係る責任者が

施工管理規定等を作成し保管されていること。また、その内容が施工実施者に周知徹底されてい

ること。

(ｳ) 乾式の壁と床、はり等の躯体との接合部の耐火処理については、乾式壁の施工に係る現場責任

者が徹底した施工管理を行うこと。また、その施工管理状況及び施工部分を写真等により記録

し、保管すること。

⑷ 共用部分の一部に管理用シャッター、防火シャッターその他随時閉鎖することができる構造の戸

（以下この章において「シャッター等」という。）により、区画した場合に、住戸等と同様の用途が

生ずる部分については、住戸等として取り扱い、共住区画とする必要があること。（第３－２図参

照）

第３－２図

管理人室

廊下

管理人室

廊下

：共住区画
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ｂ ｂ ｂ ｂ

：防火上有効なひさし等としなければならない部分

３ 共住区画に設ける開口部

位置・構造告示第３第３号に規定する共住区画に設ける開口部は、次によること。

⑴ 住戸等の外壁に面する開口部 

住戸等の外壁に面する開口部は、位置・構造告示第３第３号⑵の規定によるほか、次によるこ

と。

ア 位置・構造告示第３第３号⑵に規定する「当該住戸等に接する他の住戸等との開口部との間に

設けられる外壁面から 0.5ｍ以上突出した耐火構造のひさし、床、そで壁その他これらに類する

もの（以下この章において「ひさし等」という。）で防火上有効に遮られている」とは、第３－３

図に示すように、開口部の両端からそれぞれ 0.5ｍ以内となる範囲及び当該開口部の前面から

0.5ｍ以内となる範囲のひさし等に通常の火災による火熱が１時間加えられた場合に、建基令第

107 条第２号に規定する可燃物燃焼温度以上に上昇しないものをいう。

（防火上有効に遮られているひさし等として認められない例）

イ ひさし等に面する開口部の両端から側方 0.5ｍ以内となる範囲及び当該開口部の前面から 0.5ｍ

以内となる範囲に避難器具用ハッチを設ける場合は、避難器具の設置及び維持に関する技術上の

基準の細目（平成８年消防庁告示第２号）第８第５号の規定に適合するもの又は認定品のものに

あっては、位置・構造告示第３第３号⑵の規定を満たしているものであること。（第３－４図参

照）

第３－４図

ｍ

ｍ

ｍ

ａ
ａ

0.5ｍ 0.5ｍ

ｍ

第３－３図
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ウ 位置・構造告示第３第３号⑵に規定する「当該住戸等に接する他の住戸等の外壁に面する開口

部相互間の距離が、0.9ｍ以上」は、次の例により取り扱うこと。（第３－５図参照）

(ｱ) ＡとＢの水平距離が 0.9ｍ以上ない場合は、Ａの高さ以上で幅 0.5ｍ以上の袖壁が必要とな

る。

(ｲ) ＡとＤの垂直距離が 0.9ｍ以上ない場合は、幅 0.5ｍ以上のひさし等がＤの開口部の端より左

右それぞれ 0.5ｍ以上の長さが必要となる。（平面図ａ≧0.5ｍ、ｂ≧0.5ｍ）

(ｳ) Ａの面するひさし等に腰壁（当該部分の共住区画と同等の構造及び耐火性能のものに限る。）

が設けられており、当該腰壁を含めてＡとＤが 0.9ｍ以上離隔される場合にあっては、ＡとＤの

垂直距離が 0.9ｍ以上あるものとして扱う。（平面図ａは制限なし）

(ｴ) ＣとＥの水平距離及び垂直距離が0.9ｍ以上の場合は、ひさし等がなくても防火設備の措置は

不要であること。

(ｵ) ひさし等がない場合、ＣとＦの垂直距離が 0.9ｍ以上 3.6ｍ未満であれば防火設備の措置が必

要となる。

（立面図）

Ａ

Ｂ
Ｃ

Ｆ

防

防

：防火設備

Ｄ

Ｅ

（ひさし等の平面図）

第３－５図
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エ 開口部相互間の距離は、次により取り扱うこと。

(ｱ) 隣接する住戸等の場合（第３－６図参照）

(ｲ) 上下に位置する住戸等の場合（第３－７図参照）

（平面図）

第３－６図

住戸等

住戸等

住戸等住戸等

住戸等 住戸等

（断面図）

第３－７図

：防火設備

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等
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オ 第３－８図の例に示す場合、住戸等の外壁面に面する開口部は、当該住戸等に隣接する他の住

戸等の開口部との間に設けられる外壁面から位置・構造告示第３第３号⑵に規定する「防火上有

効に遮られている」ものとみなして差し支えないこと。

（平面図） （断面図）

カ 上下に設けられた開口部にひさし等を設ける場合で、かつ、上下の開口部の大きさが異なるも

の及び水平距離が異なるものについては、次の例により取り扱うこと。（第３－９図参照）

(ｱ) 上下の開口部の大きさが異なるＡとＤの垂直距離が 0.9ｍ以上ない場合は、幅 0.5ｍ以上のひ

さし等がＤの開口部の端より左右それぞれ 0.5ｍ以上の長さが必要であること。

(ｲ) ＣとＥの水平距離及び垂直距離が 0.9ｍ以上の場合は、ひさし等がなくても防火設備の措置

は不要であること。

第３－８図

住戸等

住戸等

ｍ

未満
ｂ

ａ

住戸等

ｍ未満

ｍ以上
ａ

ｂ

住戸等

第３－９図

防 ：防火設備

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｅ

Ｄ

防

防
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キ 上下に設けられた開口部（相互間の距離が 3.6ｍ以上であるものを除く。）の外壁面に日除け、

格子等（侵入及び転落防止ルーバー、目隠しスクリーンその他これらに類するものをいう。）を設

ける場合は、火災発生時に延焼媒体となる可燃性素材のものを用いないこと。▲

ク 開口部のうち換気口等は、次により取扱うこと。（第３－10 図参照）

(ｱ) Ａ住戸等とＢ住戸等の相互間の水平距離が0.9ｍ以下の部分に換気口等を設ける場合は、直径

0.15ｍ以下の換気口等（防火設備が設けられたものに限る。）及び面積が 0.01 ㎡以下の換気口等

とする必要があること。

(ｲ) Ｂ住戸等の開口部とＣ住戸等の換気口等の水平距離が 0.9ｍ以上ない場合は、直径 0.15ｍ以

下の換気口等（防火設備が設けられたものに限る。）及び面積が 0.01 ㎡以下の換気口とする必

要があること。

(ｳ) Ｄ住戸等の開口部とＡ住戸等の換気口等の水平距離が 0.9ｍ以上ない場合は、直径 0.15ｍ以

下の換気口等（防火設備が設けられたものに限る。）及び面積が 0.01 ㎡以下の換気口とする必

要があること。

(ｴ) Ｂ住戸等とＥ住戸等相互間の垂直距離が 0.9ｍ以下の部分に換気口等を設ける場合は、直径

0.15ｍ以下の換気口等（防火設備が設けられたものに限る。）及び面積が 0.01 ㎡以下の換気口

等とする必要があること。

(ｵ) Ｃ住戸等の開口部とＦ住戸等の開口部の垂直距離が 0.9ｍ以上であれば、直径 0.15ｍ以下の

換気口等とした場合、換気口等に防火設備の措置は不要であること。

第３－10 図

：換気口等
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ケ 位置・構造告示第３第３号⑵ロに規定する「住戸等で発生した火災により、当該住戸等から当

該住戸等及びそれに接する他の住戸等の外壁に面する開口部を介して他の住戸等へ延焼しないよ

う措置されたもの」とは、住戸等と区画を介して隣接する他の住戸等の開口部が、次に定める基

準に適合しているものをいうことができるものであること。（第３－11 図参照）

（火災住戸等の開口部から噴出する火炎の影響を考慮すべき範囲）

火災住戸 ａ：垂直距離Ｚ

等開口部 ｂ：限界垂直距離Ｚlim

備考：開口部を設けることができない範囲（※）には、開口面積が 0.01 ㎡以下のもの又は

直径 0.15ｍ以下、かつ、防火設備を設けたものに限り設置することができる。

第３-11 図

(ｱ) 火災が発生した住戸等（以下この章において「火災住戸等」という。）の開口部の最大幅から

上方の左右の壁面方向に 15°開いた範囲外に存する他の住戸等の開口部には、防火設備を設け

ないことができること。この場合において、火災住戸等の開口部が、四角形以外の形状（以下

この項において「円等」という。）の場合は、当該円等が内接する長方形を当該住戸等の開口部

とみなすものであること。

(ｲ) 火災住戸等の開口部の最大幅から上方の左右の壁面方向に 15°開いた範囲内に存する他の住

戸等の開口部のうち、開口部相互間の垂直距離が 3.6ｍ以下の範囲（火災住戸等の開口部の上部

0.9ｍの範囲を除く。以下この項において「開口部破損検証範囲」という。）については、上下

の開口部間の垂直距離Ｚが、次のａからｆまでの手順により求めた限界垂直距離Ｚlimより小さ

い場合に、当該他の住戸等の開口部（第３－11 図中の他の住戸等の開口部１をいう。）に防火設

備を設けること。

ただし、当該他の住戸等の開口部が換気口等であり、かつ、防火設備が設けられた直径 0.15

ｍ以下のもの又は開口部の面積が 0.01 ㎡以下のものにあっては、この限りでない。

3.6ｍ

0.9ｍ

15

ａ
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ａ 開口部破損検証範囲にある他の住戸等の開口部の材料の許容温度と周囲の温度との差を次

式により求めること。

ΔT＝ Tlim－293

ΔＴ：他の住戸等の開口部の材料の許容温度と周囲の温度との差（単位 ｋ（ケルビン））

Ｔlim：他の住戸等の開口部の材料に応じて、表により求められる許容温度（単位 ｋ）

開口部の材料 許容温度

フロートガラス 373ｋ

フロートガラス（飛散防止フィルム付） 423ｋ

線入りガラス 673ｋ

※ 開口部の材料として上記以外のガラスを用いる場合の許容温度については、試験データ

等により判断すること。

ｂ 火災住戸等の一の開口部から噴出する熱気流の等価半径（当該開口部から噴出する熱気流

が影響する一定以上の範囲を円状にみなした場合の半径。以下この項において同じ。）を次式

により求めること。

ｒ0 ＝

ｒ0 ：火災住戸等の一の開口部から噴出する熱気流の等価半径（単位 ｍ）

Ａ ：火災住戸等の一の開口部の面積（開口部がサッシ等により連結している場合は、当該

開口部を一の開口部として取り扱う。）（単位 ㎡）

π ：円周率

ｃ 火災住戸等の一の開口部から噴出する熱気流の発熱速度を次式により求めること。

Ｑ＝400Ａ Ｈ

Ｑ ：火災住戸等の一の開口部から噴出する熱気流の発熱速度（単位 ｋＷ）

Ｈ ：火災住戸等の一の開口部の高さ（火災住戸等の開口部が円等の場合は、当該円等の最

高の高さ。）（単位 ｍ）

ｄ 火災住戸等の一の開口部から噴出する熱気流軸上における部材許容温度を無次元化した値

Θ を次式により求めること。

16.09ΔＴｒo
Θ＝

（ＱTlim）

ｅ 開口部の材料の許容温度となる噴出気流の垂直距離Ｚｔを Θ の値に従い、次の⒜又は⒝の

式により求めること。

⒜ ｄにより求められる Θ の値が 0.35 以下の場合 

Ａ

2π

3

2
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1.05ｒo
Ｚｔ＝

Θ

Ｚｔ：開口部の材料の許容温度となる噴出気流の垂直距離（単位 ｍ）

⒝ ｄにより求められる Θ の値が 0.35 より大きい場合 

1.93×10‐3ｒ0

Ｚｔ＝
Θ７

ｆ 限界垂直距離Ｚlimは、ｅで求めた開口部の材料の許容温度となる噴出気流の垂直距離Ｚｔ

と次式で求めた火災住戸等の開口部上端からの火炎高さＺＬｍのいずれか大きい方とし、火災

住戸等の開口部と他の住戸等の開口部との垂直距離がＺlimより大きい場合、当該他の住戸等

の開口部に防火設備を設ける必要はないこと。

ＺＬｍ＝2.39Ｈ

⑵ 住戸等と共用部分を区画する壁 

住戸等と共用部分を区画する壁は、位置・構造告示第３第３号⑶によるほか、次によること。 

ア 位置・構造告示第３第３号⑶イに規定する「主たる出入り口に設けられるものにあっては、随

時開くことができる自動閉鎖装置付のもの」とは、常時閉鎖式の防火戸であって、随時閉鎖する

ことができ、かつ、煙感知器の作動と連動して閉鎖する構造の防火戸は含まれないものであるこ

と。

イ 住戸等と共用部分を区画する壁に開口部を設ける場合は、次によること。（第３－12 図参照）

(ｱ) 開口部及び換気口等を設ける場合は、次によること。

ａ 主たる出入口に設けられる開口部 常時閉鎖式の防火戸

ｂ 主たる出入口以外に設けられる開口部 防火設備

ｃ 直径 0.15ｍ未満の換気口等（開放性のある共用部分に面するものに限る。）

ｄ 直径 0.15ｍ以上の換気口等（防火設備が設けられているものに限る。）

ｅ ｃ及びｄに掲げるもののほか、開放性のある共用部分以外の共用部分に面し、かつ、防火

設備が設けられている換気口等

第３－12 図

住戸等

開放性のある共用部分

ｃ

ａｂ

住戸等

開放性のある共用部分以外の共用部分

ｃｄ

ａｂ

：常時閉鎖式の防火戸

：防火設備
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(ｲ) 位置・構造告示第３第３号⑶イ(ｲ)に規定する「開放性のある共用部分」とは、共用部分の全

部又は一部が、常時外気に開放されている部分をいい、次のａからｃまでのすべてに適合するも

のをいう。（第３－13 図参照）

ａ 換気口等から常時外気に開放されている部分までの距離が５ｍ以内であるものであること。

ｂ 常時外気に開放されている部分の開口部の大きさは、２㎡以上であること。

ｃ 手すり等の上端から垂れ壁等の下端までの高さが１ｍ以上常時外気に開放されているもの

であること。

（換気口等から常時外気に開放されている部分までの距離の例）

（常時外気に開放されている部分の開口部の大きさの例）

第３－13 図

直径 150 ㎜未満

の換気口等

防風スクリーン等

住戸等

住戸等

２㎡以上

防風スクリーン等

の換気口等
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(ｳ) 換気口等の風道が住戸等と共用部分を区画する壁を貫通する部分のうち、当該貫通する部分

にやむを得ず防火設備が設けられない場合は、次のａ及びｂに掲げる場合は、風道及び貫通部

が一体として耐火性能を有しているとものとして取り扱うことができること。（第３－14 図参

照）

ａ 当該貫通する部分から常時外気に開放されている部分までに使用する風道の厚さが 1.5 ㎜

以上の鉄板としたもの、又は風道の厚さが 0.8 ㎜以上の鉄板とし、かつ、厚さ 25 ㎜以上の金

属以外の不燃材料（例 ロックウール）を被覆したものであること。

ｂ 風道（直径 0.15ｍ以上のものに限る。）の常時外気に開放されている部分には、防火設備

が設けられていること。

ウ 開放型特定共同住宅等及び二方向避難・開放型特定共同住宅等以外の特定共同住宅等の住戸等

と共用部分を区画する壁に開口部を設ける場合は、次によること（共同住宅用スプリンクラー設

備が設置されているものを除く。）。

(ｱ) 位置・構造告示第３第３号⑶ロに規定する「開口部の面積の合計」には、換気口等を含める

必要はないこと。

(ｲ) 位置・構造告示第３第３号⑶ロに規定する「一の住戸等につき４㎡以下」及び「一の開口部

の面積は、２㎡以下」は、第３－15 図の例によること。

第３－14 図

住戸等

直径 150 ㎜以上の換気口等

は、防火ダンパーを設置

(直径 150 ㎜未満の換気口

等は、防火覆を設置）

共住区画

アルコープ等 廊下

風道の厚さ 0.8 ㎜以上の鉄板、

かつ、厚さ 25 ㎜以上のロック

ウール等

貫通部

第３－15 図

：常時閉鎖式の防火戸

：防火設備

ｂ
廊下

住戸等

ａ
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⑶ 住戸等と住戸等を区画する壁 

住戸等と住戸等を区画する壁には、開口部を設けることはできないものであること。

したがって、第３－16 図の例に示すとおり、換気口等の風道が、住戸等から共用部分を経て、ま

た、住戸等へ貫通する施工方法は、認められないものであること。

４ 共住区画を貫通する配管等

共住区画を貫通する配管又は電気配線その他これらに類するもの及び貫通部分に設ける開口部は、

位置・構造告示第３第３号⑷によるほか、第４区画貫通及び耐火性能に定めるところによること。 

（認められない設置例）

（認められる設置例）

住戸等（管理人室）と住戸等（ゴミ庫）の壁に開口部（換気口等）を設けることとなるため、

防火ダンパー等の防火設備を設置しても、換気口等の設置は認められない。

また、住戸等（機械室）から共用部分を経て、また、住戸等（ゴミ庫）へ貫通するものも

認めることはできない。

管理人室

（住戸等）

機械室

（住戸等）（住戸等）

第３－16 図

外気に開放された部分又は共用部分を介した換気口等の風道ルートであるため、設置する
ことができる。

防火設備の設置については、前⑵の判断基準により設置の要否を判断すること。 

管理人室

（住戸等）

機械室

（住戸等）（住戸等）



岳南広域消防本部消防用設備等に関する審査・指導マニュアル

第４ 区画貫通及び耐火性能 7-1277

第４ 区画貫通及び耐火性能



岳南広域消防本部消防用設備等に関する審査・指導マニュアル

7-1278 第５章 特定共同住宅等

共住区画を配管等が貫通することは、原則として認められないものである。

ただし、必要不可欠な配管等であって、当該区画を貫通する配管等及び当該貫通部（床を貫通する配

管等については、住戸等と地下ピット部分を除く。以下この章において同じ。）について、開口部のな

い耐火構造の床又は壁による区画と同等とみなすことができる場合にあっては、当該区画の貫通が認め

られるものである。この場合において、当該区画を貫通する配管等及びそれらの貫通部が、次に定める

ところによる場合は、位置・構造告示第３第３号⑷の規定に適合するものとして認めて差し支えないも

のであること。

１ 配管等の用途

共住区画を貫通する配管又は電気配線その他これらに類するもの（以下この項において「配管等」

という。）の用途は、次のアからクまでに掲げるもの又はこれらに類するものであること。

ア 給排水管

イ 通気管

ウ 空調用冷温水管

エ ガス管

オ 冷媒管

カ 配電管

キ 通信線

ク 燃料供給配管

ただし、燃料供給配管は、次の(ｱ)から(ｳ)までに適合するものに限る。

(ｱ) 配管の用途は、特定共同住宅等の住戸等に設けられている燃焼機器に、灯油又は重油を供給

するものであること。

(ｲ) 配管は、JIS H3300（銅及び銅合金の継目無管）を含むものであること。

(ｳ) 配管及び燃料供給施設が「共同住宅等の燃料供給施設に関する運用上の指針について」（平

成 15 年 8月 6 日付け消防危第 81 号）及び条例第 31 条の 2 第 2 項第 9 号に適合するものであ

ること。

２ 配管等の種類

共住区画を貫通する配管等は、第３章第２政令第８条に規定する区画等の取り扱い２⑴（エを除

く。）を準用すること。

３ 配管等及び貫通部の耐火性能

床又は壁並びに配管等及びそれらの貫通部が一体として有すべき耐火性能は、床又は壁並びに配管

等及びそれらの貫通部に、特定共同住宅等において発生が予測される火災による火熱が１時間加えら

れた場合に、加熱面以外の面に一定の火炎及び煙を出すことがなく、かつ、当該加熱面以外の面の温

度が建基令第 107 条第２号に規定する可燃物燃焼温度以上に上昇しないものであること。

４ 耐火性能を有する範囲

配管等が、共住区画を貫通する場合においては、これらの配管等の構造は、次のいずれかに適合す

るものとすること。

⑴ 配管等の貫通する部分及び当該貫通する部分からそれぞれ両側に１ｍ以内の距離にある部分を前

２に掲げる配管等とすること。
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ただし、貫通部から１ｍ以内となる部分の排水管に衛生機器を接続する場合で、次のア及びイに適

合する場合は、この限りでない。（第４－１図参照）

ア 衛生機器の材質は、不燃材料であること。

イ 排水管と衛生機器の接続部に、塩化ビニル製の排水ソケット、ゴムパッキン等が用いられてい

る場合には、これらは不燃材料の衛生機器と床材で覆われていること。

⑵ 配管等の外径が、当該配管の用途、材質その他の事項に応じて国土交通大臣が定める数値未満で

あること。（第４－１表参照）

第４－１表

給水管の用途 覆いの有無 材 質 配管等の外径 配管等の肉厚

給水管 難燃材料又は硬質塩化ビニル
90 ㎜ 5.5 ㎜以上

115 ㎜ 6.6 ㎜以上

配電管 難燃材料又は硬質塩化ビニル 90 ㎜ 5.5 ㎜以上

排水管（雨水管含

む。）及び排水管

に付属する通気管

覆いの無い場合

難燃材料又は硬質塩化ビニル

61 ㎜ 4.1 ㎜以上

90 ㎜ 5.5 ㎜以上

90 ㎜ 6.6 ㎜以上

厚さ 0.5 ㎜以上

の鉄板で覆われ

ている場合

90 ㎜ 5.5 ㎜以上

115 ㎜ 6.6 ㎜以上

115 ㎜ 7.0 ㎜以上

備考１ 準耐火構造の防火区画等を貫通する給水管、配電管その他の管の外径を定める件（平成 12

年 5 月 31 日建設省告示第 1422 号）の一部抜粋

２ 共住区画を貫通する配管等は、通常の火災の火熱に１時間耐える性能を有する必要があるこ

と。

３ 内部に電線等を挿入していない予備配管にあっては、当該管の先端を密閉してあること。

⑶ 区画貫通告示で定めるところにより、床又は壁を貫通する配管等及びそれらの貫通部が一体とし

て耐火性能を有しているものとして認められたものであること。（第４－２図参照）

なお、消防防災用設備機器性能評定委員会（(一財)日本消防設備安全センターに設置）において

性能評定されたものを、当該評定条件に基づき施工されたものであること。▲

ただし、建基令第 129 条の２の５第１項第７号ハに適合する国土交通大臣の認定を受けたもの

（防火区画等を貫通する管に通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後 60 分間防火

区画等の加熱側の反対側に火炎を出す原因となる亀裂その他の損傷を生じないものに限る。）で、

次によるものについては、性能評定されたものと同等のものとして、取り扱うことができる。

ア 国土交通大臣の認可を受けた指定性能評価機関が行った区画貫通告示に適合していると認められ

る資料（以下この項において「耐火性能試験成績書」という。）を建築確認申請書に添付又は消防

機関に提出すること。

イ 耐火性能試験成績書には、区画貫通告示第３各号に掲げる耐火性能試験を実施した内容が容易に

判断できる資料を添付すること。

ウ 耐火性能試験成績書には、区画貫通告示第３各号に掲げる耐火性能試験を実施した結果の合否が

判断できる資料を添付すること。
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第４-１図

（配電管に合成樹脂製可とう電線管を用いた場合の例）

共住区画 共住区画

（排水管に鋼管を用いた場合の例）

（排水管に耐火二層管を用いた場合の例）

共住

区画

1ｍ以上

衛生機器

：鋼管

1ｍ以上

共住

区画

衛生機器

：耐火二層管

1ｍ以上

1ｍ以上

1ｍ以上

1ｍ以上
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ａ ｂ

５ 配管等の設置

床又は壁を貫通する配管等及びそれらの貫通部は、位置・構造告示第３第３号⑷によるほか、次に

よること。

⑴ 位置・構造告示第３第３号⑷ロに規定する「配管等の呼び径は、呼び径が 200 ㎜以下」及び同号

⑷ハに規定する「配管等を貫通させるために設ける開口部は、内部の断面積が直径 300 ㎜の円の面

積以下」は、第４－３図の例によること。

なお、当該貫通部の形状が矩形となるものにあっては、直径が 300 ㎜の円に相当する面積以下で

あること。

⑵ 位置・構造告示第３第３号⑷ニに規定する「配管等を貫通させるために設ける開口部を床又は壁

に２以上設ける場合にあっては、配管等を貫通させるために設ける開口部相互間の距離は、当該開

口部の最大直径（当該直径が 200 ㎜以下の場合にあっては、200 ㎜）以上」は、第４－４図の例に

よること。

（住戸等と住戸等の共住区画に設ける配管等を貫通させるために設ける開口部の場合）

（住戸等と共用部分の共住区画に設ける配管等を貫通させるために設ける開口部の場合）

住戸等 

共住 ａ：穴の直径㎜（300 ㎜以下） 

区画 ｂ：穴の直径㎜（300 ㎜以下） 
共用部分 

第４－４図

第４－３図

共住
区画

各 々

矩形

円に相当する面積以下

共住

区画

ｃは次の条件を満たすこと。

ａ ｂｃ

住戸等

住戸等
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６ 配管等の貫通部の処理

位置・構造告示第３第３号⑷ホ(ｲ)後段に規定する配管等の貫通部の処理は、第３章第２政令第８条

に規定する区画等の取り扱い２⑺を準用すること。 

７ 可燃物への着火防止措置

位置・構造告示第３第３号⑷ヘただし書きに規定する「配管等に可燃物が接触しても発火するおそ

れがないと認められる場合」の取り扱いは、第３章第２政令第８条に規定する区画等の取り扱い２⑻ 

を準用すること。

８ 配管等の保温

配管等を保温する場合にあっては、第３章第２政令第８条に規定する区画等の取扱い２⑼を準用す

ること。

９ 配管等の接続

配管等を前４⑴の範囲において接続する場合には、第３章第２政令第８条に規定する区画等の取扱

い２⑽を準用すること。 

10 配管等の支持

配管等の接続部の近傍を支持するほか、必要に応じて支持すること。

11 乾式壁（中空壁）の貫通部の処理

乾式壁（中空壁）の部分にスイッチ、コンセントその他これらに類するもの（以下この項において

「スイッチ等」という。）を設置する場合は、次のいずれかによること。

⑴ 消防防災用設備機器性能評定委員会（(一財)日本消防設備安全センターに設置）において性能評

定されたものを、当該評定条件に基づき施工されたもの、又は前４⑶ただし書きで定める国土交通

大臣の認定を受けたものであること。

⑵ 建基令第129条の２の５第１項第７号イの規定に適合し、かつ、次のすべての条件を満たすこと。

ア スイッチ等の配線は、不燃材料の配管内に収めること。

イ スイッチボックス、コンセントボックスその他これらに類するもの（以下この項においてスイ

ッチボックス等という。）は、不燃材料で造ること。

ウ 配電管と共住区画及び配電管とスイッチボックス等とのすき間をモルタルその他の不燃材料で

埋めること。

エ 配電管の端口は、モルタルその他の不燃材料で埋めること。

オ スイッチボックス等が、当該共住区画の両側に対面する位置に当該共住区画を欠き込んで設け

られていないこと。
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特定共同住宅等の構造類型は、構造類型告示の規定によるほか、次によること。

１ 二方向避難型特定共同住宅等

構造類型告示第３に規定する二方向避難型特定共同住宅等の判断基準は、次によること。

⑴ 二方向避難の判断基準

二方向避難とは、すべての住戸等（住戸、共用室及び管理人室に限る。以下この項において同

じ。）から避難階又は地上に通ずる安全な避難のための経路を２以上確保することにより、出火場

所がどこであっても、それぞれ一の経路は安全に利用できる避難の状態をいう。

この場合、避難経路に火災住戸等内の間取りを考慮する必要はなく、また、連続したバルコニー

等を経由する場合は、１住戸等以上隔てた住戸等内を経由する原則により、判定するものであるこ

と。（第５－１図参照）

（廊下型特定共同住宅等（連続したバルコニー等及び両端に２の階段がある場合）の例）

連続したバルコニー等 容易に破壊できる隔壁

（階段室型特定共同住宅等（連続したバルコニー等及び両端に避難器具等がある場合）の例）

避難器具 連続したバルコニー等 容易に破壊できる隔壁 避難器具

片廊下

火災住戸等 住戸等 住戸等 住戸等 住戸等

第５－１図

避難経路：

火災住戸等住戸等 住戸等 住戸等 住戸等 住戸等
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⑵ 避難上有効なバルコニー

構造類型告示第３第１号に規定する「避難上有効なバルコニー」とは、次のアからオまでのすべ

てに適合するものであること。

ア バルコニー等は、直接外気に開放され、バルコニー等に面する住戸等の外壁に設ける開口部

は、構造類型告示第３第２号⑶の規定の例により、設けられていること。 

イ 避難上支障のない幅員（60 ㎝以上）及び手すりその他の転落防止のための措置を講じたもの

であること。（第５－２図参照）

なお、車いす利用者等の避難を考慮した場合、80 ㎝以上の幅員を有していることが望ましい

ものであること。▲

ウ 他の住戸等の避難上有効なバルコニー又は階段室等に接続していること。

なお、他の住戸等の避難上有効なバルコニーが隔壁等によって隔てられている場合は、構造類

型告示第３第２号⑷の規定の例によるほか、⑹で定める例により設けること。 

エ バルコニー等の面積は、２㎡以上とし、奥行きの寸法は 75 ㎝以上であること。

オ バルコニー等の床は、構造耐力上安全なものとすること。

第５－２図

住戸等

60 ㎝以上
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⑶ 廊下型特定共同住宅等の階段室等の位置 

構造類型告示第３第２号⑴に規定する「階段室等は、廊下の端部又は廊下の端部に接する住戸等

の主たる出入口に面している」とは、階段室等が廊下の端部に面して設けられていることをいうほ

か、第５－３図の例に示すように、階段室等が廊下の端部に接する住戸等（ここでは住戸Ａを指

す。）の主たる出入口に面していることを指すものであること。これは、廊下の端部に位置する住

戸等に隣接する住戸等（ここでは住戸Ｂを指す。）が火災になっても、住戸Ａの居住者が階段Ａを

使って避難できるようにするため、Ｗは廊下の端部に位置する住戸等（ここでは住戸Ａを指す。）

の幅以下とするものであること。

（二方向避難型の廊下型特定共同住宅等として認められる例）

連続したバルコニー等 容易に破壊できる隔壁

（二方向避難型の廊下型特定共同住宅等として認められない例）

連続したバルコニー等 容易に破壊できる隔壁

住戸Ｂが火災になった場合、住戸Ａの居住者が階段Ａを使って避難することができる

ため、二方向避難型の廊下型特定共同住宅等に該当する。

階段Ａ

第５－３図

片廊下

住戸Ｂが火災になった場合、住戸Ａの居住者が階段Ａを使って避難することができな

いため、二方向避難型の廊下型特定共同住宅等に該当しない。

階段Ａ
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⑷ バルコニー等

構造類型告示第３第２号⑵に規定する「バルコニーその他これらに類するものが避難上有効に設

けられている」とは、⑵（ウを除く。）を準用するほか、バルコニー等から他の住戸等のバルコニ

ー等又は当該住戸等のバルコニー等に設置されている避難器具により避難階まで安全に避難できる

ものであること。（第５－４図参照）

（住戸等のバルコニー等に設けられた避難器具により、避難階まで安全に避難できるものの例）

避難器具 バルコニー等 容易に破壊できる隔壁

⑸ 避難上有効な開口部

避難上有効な開口部は、構造類型告示第３第２号⑶の規定によるほか、次によること。 

ア 床面から開口部下端までの高さは、住戸等側及びバルコニー等側のいずれからも 15 ㎝以内で

ある必要があるものであること。（第５－５図参照）

イ 開口部に鍵付き開口制限ストッパーその他住戸等側から容易に避難することを妨げる機構の鍵

を設けた場合は、避難上有効な開口部として認められないものであること。

ただし、サムターン錠、クレセント錠等の避難の際、鍵を用いることなく容易に開錠できる構

造の扉にあっては、この限りでない。

第５－４図

火災住戸等住戸等 住戸等 住戸等住戸等住戸等

第５－５図

180cm 以上

有効開口幅

75 ㎝以上

バルコニー等住戸等

15 ㎝以下
15 ㎝以下
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7-1288 第５章 特定共同住宅等

⑹ 隔板等 

隔壁等は、構造類型告示第３第２号⑷に規定するほか、次によること。 

ア 隔壁等の大きさは、おおむね幅 60 ㎝以上、高さ 80 ㎝以上、下端の床面からの高さは 15 ㎝以

下とすること。（第５－６図参照）

イ 隔壁等の材質は、難燃材料とし、容易に破壊できるものであること。

ウ 構造類型告示第３第２号⑷に規定する表示は、当該隔壁等の地色と文字の色が相互に対比色と

なる配色とし、文字が明確に読みとれるものとし、気候等の環境変化により容易に劣化、変色、

退色、変形等が生じないものであること。▲

⑺ 避難器具 

構造類型告示第３第２号⑸に規定する「避難器具（避難器具用ハッチに格納された金属製避難は

しご、救助袋等の避難器具に限る。）」をバルコニー等に設置する場合は、次によること。

ア 立てかけはしご、つり下げはしご、緩降機、すべり棒、避難ロープその他避難器具用ハッチに

格納された避難器具以外の避難器具は、構造類型告示第３第２号⑸に規定する避難器具として用

いることができないものであること。

イ 避難器具は、政令第 25 条に定める技術上の基準の例により設置すること。

（バルコニー等に設置する隔壁等の例）

第５－６図

隔板等は、容易に開放し、除去し、又は破壊することができ、かつ、当該

隔板等に次の事項が表示されていること。

○当該バルコニー等が避難経路として使用される旨

○当該隔板等を開放し、除去し、又は破壊する方法

○当該隔板等の近傍に避難上支障となる物品を置くことを禁ずる旨

標識

（標識の記載例）

非常の際には、ここを破って
隣戸へ避難できます

避難のため、この付近に物を置かないで下さい

隔板

おおむね
60 ㎝以上



岳南広域消防本部消防用設備等に関する審査・指導マニュアル

第５ 構造類型 7-1289

⑻ 避難経路 

構造類型告示第３第１号及び第２号⑸に規定する「避難経路」は、次によること。 

ア 避難階に存し、就寝を伴わず浴室が組み込まれていない共用室又は管理人室については、構造

類型告示第３第１号に規定する「２以上の異なった避難経路」の検証を行う必要はないこと。

イ メゾネット型住戸等（就寝を伴わず浴室が組み込まれていないものを除く。）についても各階

ごとに２以上の避難経路を確保する必要があること。この場合において、メゾネット型住戸等の

主たる出入口が共用部分に面して設けられた階以外の階にあっては、室内に設けられた階段等を

避難経路の一部とすることができるものであること。（第５－７図参照）

ウ 避難上有効なバルコニー及びバルコニー等を経由する避難経路には、同一階において火災住戸

等に隣接する住戸等内を経由するものは含まないものであること。

エ 構造類型告示第３第１号及び第２号⑸に規定する「避難経路」には、次の(ｱ)から(ｵ)までに定め

る部分については、含まれないものであること。（第５－８図参照）

(ｱ) 火災住戸等

(ｲ) 開放型廊下の火災住戸等の主たる出入口が面する火災住戸等の幅員に相当する部分

(ｳ) 開放型廊下以外の廊下の階段室等の出入口から一の住戸等の幅員に相当する部分以外の部分

(ｴ) 階段室型の特定共同住宅等に存する火災住戸等の主たる出入口が面する階段室等

(ｵ) 火災住戸等のバルコニー等

（メゾネット型住戸等の上階）

火災住戸等住戸等住戸等 住戸等 住戸等

避難器具

（メゾネット型住戸等の下階）

第５－７図

避難経路：

火災住戸等住戸等 住戸等 住戸等 住戸等
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（開放型廊下の例）

避難上有効なバルコニー 容易に破壊できる隔壁

（開放型廊下以外の廊下の例）

避難上有効なバルコニー 容易に破壊できる隔壁

避難器具 バルコニー等 容易に破壊できる隔壁 避難器具

開放型廊下

火災住戸等住戸等住戸等 住戸等 住戸等

(オ)

(ア)

(イ) 

（階段室型の例）

(ウ)

火災住戸等住戸等住戸等 住戸等 住戸等

住戸等 住戸等住戸等 住戸等 住戸等

開放型廊下

以外の廊下

主たる
出入口

第５－８図

(エ) 

火災住戸等住戸等 住戸等 住戸等 住戸等 住戸等

階段室

(オ)

(ア)

(ア)

(オ)
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２ 開放型特定共同住宅等

構造類型告示第４に規定する開放型特定共同住宅等の判断基準は、次によること。

⑴ 開放型廊下及び開放型階段と認められない特定共同住宅等

次に掲げる特定共同住宅等は、構造類型告示第４第１号に規定する「廊下及び階段室等が開放性

を有すると認められるもの」以外のものとして開放型特定共同住宅等には該当しないものであるこ

と。（第５－９図参照）

ア 廊下型特定共同住宅等のうち、住戸又は共用室の主たる出入口が面する廊下の一部又は全部に

周囲の４面が壁又は扉等により囲まれている部分が存するもの

イ 階段室型特定共同住宅等のうち、住戸又は共用室の主たる出入口が面する階段室の一部又は全

部に周囲の４面が壁等により囲まれている部分が存するもの

（廊下型特定共同住宅等のうち、開放型廊下として認められない例）

（階段室型特定共同住宅等のうち、開放型階段として認められない例）

廊下

住戸 住戸住戸

第５－９図

住戸 住戸 住戸 住戸

階段室
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7-1292 第５章 特定共同住宅等

⑵ 開放型廊下及び開放型階段の位置

ア 構造類型告示第４第２号⑴の規定により、「すべての階の廊下及び階段室等が隣地境界線又は

他の建築物等の外壁との中心線から１ｍ以上離れていること」が必要とされているが、ここでい

う「他の建築物等の外壁」には、他の建築物等の外壁のほか、同一の特定共同住宅等の外壁、廊

下及び階段室等に面した当該特定共同住宅等の外壁、駐車場の外壁、擁壁等を含むものであるこ

と。（第 5－10 図参照）

（廊下型特定共同住宅等〔隣地境界線から廊下までの距離〕）

（廊下型特定共同住宅等〔他の建築物等の外壁から廊下までの距離〕）

隣地境界線

廊下

住戸等住戸等 住戸等 住戸等 住戸等

第５－10 図

廊下

住戸等住戸等 住戸等 住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等
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イ 開放型廊下又は開放型階段室等のうち、その一部が、隣地境界線又は他の建築物等の外壁との

中心線から１ｍ未満であるときの取り扱いは、次によること。（第５－11 図参照）

(ｱ) 隣地境界線又は他の建築物等の外壁との中心線から１ｍ未満である部分が廊下端部を含まな

い場合で当該部分を構造類型告示第４第２号⑷イ(ｲ)ｄの「風雨等を遮るために設ける壁等」と

みなすか、⑹イ(ｱ)に定める手順によって、非開放部分を含む廊下全体を同号⑷イ(ﾛ)の「消火、

避難その他の消防の活動に支障になる高さ（床面からの高さ 1.8ｍをいう。）まで煙が降下しな

いこと」を確認した場合は、当該部分は隣地境界線又は他の建築物等の外壁との中心線から１

ｍ未満の位置にないものとして取り扱って差し支えないものであること。

(ｲ) 隣地境界線又は他の建築物等の外壁との中心線から１ｍ未満である部分が廊下端部を含む場

合で、当該部分を構造類型告示第４第２号⑷ロの「外気に面しない部分」とみなしたとき、当

該規定を満たせば当該部分は隣地境界線又は他の建築物等の外壁との中心線から１ｍ未満の位

置にないものとして取り扱って差し支えないものであること。

バルコニー等

住戸等 住戸等 住戸等 住戸等 住戸等

Ｌ Ｌ

廊下 Ｗ Ｂ

１ｍ未満 １ｍ未満

１ｍ未満 １ｍ未満

他の建築物 他の建築物

○    及び    部分は、構造類型告示第４第２号⑷イ(ｲ)ｄの「風雨等を遮るために設

ける壁等」とみなしたとき、当該規定（当該壁等≦幅２ｍ、かつ、相互間距離≧１ｍ）を満

 たせば、構造類型告示第４第２号⑴の規定に適合しているものとして取り扱う。 

○    及び    部分は、構造類型告示第４第２号⑷イ(ﾛ)の規定による検証を行った場

 合、当該規定を満たせば、構造類型告示第４第２号⑴の規定に適合しているものとして取り 

扱う。

○    部分は、構造類型告示第４第２号⑷ロの「外気に面しない部分」とみなしたとき、 

 当該規定（Ｂ≦６ｍ、かつ、４Ｗ）を満たせば、構造類型告示第４第２号⑴の規定に適合し 

ているものとして取り扱う。

第５－11 図

ウ 他の建築物等の外壁のうち、次に掲げる構造のものについては、当該部分は他の建築物等の外

壁との中心線から１ｍ未満の位置にないものとして取り扱って差し支えないものであること。

（第５－12 図参照）

(ｱ) 多段方式の機械式駐車場（廊下及び階段室に面して壁が設けられていないものに限る。次の

(ｲ)において同じ。）
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(ｲ) カーポート、サイクルポート

(ｳ) 不燃材料で造られたメッシュフェンス、ネットフェンス等

(ｴ) 廊下の手すり等の高さに満たない塀、擁壁等

⑶ 特定光庭

構造類型告示第４第１号⑵に規定する「すべての階の廊下及び階段室等が特定光庭に面していな

いこと」は、第６特定光庭の取り扱いで定めるところにより検証し、判断すること。

第５－12 図

廊下

廊下の手すり等の高さに

満たないこと
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第５ 構造類型 7-1295

⑷ エントランスホール等

直接外気に開放されていないエントランスホール等（以下この⑷において「エントランスホール

等」という。）は、構造類型告示第４第２号⑶の規定によるほか、次によること。 

ア 構造類型告示第４第２号⑶イに規定する「エントランスホール等を経由しないで避難すること

ができる経路」は、避難階において一以上の経路があれば足りるものであること。（第５－13 図

参照）

イ エントランスホール等を経由しないで避難することができる経路は、避難階の廊下又は階段室

等から直接屋外に避難することができるものであること。

ただし、次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げるすべての条件に適合する場合は、共用部分をエントランス

ホール等を経由しない避難経路とすることができる。（第５－14 図参照）

(ｱ) 避難経路の有効幅員が 1.5ｍ以上あること。

(ｲ) 直接外気に開放されている開口部を有していること。

(ｳ) 壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料でし、かつ、その下地を不燃材料で造っ

たものであること。

第５－13 図

避難経路：

開放型廊下

住戸等 住戸等 住戸等 住戸等
階
段
Ａ 階

段
Ｂ

風除室
管
理
人
室

第５－14 図

住戸等 住戸等 住戸等 住戸等

開放型廊下

風除室
管
理
人
室

駐
輪
場
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ウ 構造類型告示第４第２号⑶ロの規定により「当該エントランスホール等と特定共同住宅等の部

分を区画する床又は壁に開口部を設ける場合にあっては、防火設備であるはめごろし戸が設けら

れているものに限る」とされているが、開口部に防火設備であるはめごろし戸を設けなければな

らない部分とは、第５－15 図の例に示すとおり、吹抜き等によりエントランスホール等が２以

上の階に渡る場合をいい、当該吹抜きに面する避難階以外の階の住戸等及び共用部分（外壁に面

する部分を除く。）に開口部を設ける場合は、はめごろし戸の防火設備以外は設けられないもの

であること。

⑸ 開放性の判断基準 

構造類型告示第４第２号⑷及び⑸に規定する廊下及び階段室等の開放性の判断基準は、次による

こと。

ア 火災が発生した場合に当該住戸等が存する階及びその上階の廊下及び階段室等の開放性の検証

を行うこと。

ただし、倉庫、電気室、受水槽室、ポンプ室、機械室その他これらに類する室又は避難階に存

し、就寝を伴わず浴室が組み込まれていない共用室又は管理人室が面する共用部分については、

開放性の検証を要しないこと。

イ 一の特定共同住宅等に、階段室型及び廊下型が混在する場合は、それぞれの判断基準に従い開

放性の検証を行うこと。

ウ 構造類型告示第４第２号⑷イ(ｲ)若しくは(ﾛ)又は同号⑸イ若しくはロの規定は、設計者により、

いずれかを選択することができるものであること。

ただし、開放型特定共同住宅等の一の階において、異なる検証方法を混在することは認められ

ないものであること。

エ 住戸、共用室及び管理人室が存しない階については、開放性の検証を要しないこと。

オ 廊下と一体的な空間を有していると認められる廊下と門扉で区画されている玄関前ポーチ（住

戸、管理人室又は共用室の専有部として使用される部分）は、廊下として取り扱い、開放性の検

証を行うこと。

第５－15 図

外壁側

吹抜きに面する避難階以外の階の

住戸等及び共用部分に開口部を設ける場合は、

はめごろし戸の防火設備以外は設けられない。

避難階の共用部分に設ける

開口部には、制限はない。

外壁に設ける開口部

には、制限はない。
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⑹ 開放型廊下 

構造類型告示第４第２号⑷イに規定する開放型廊下の判断基準は、第５－16 図に示すフローに

基づき行うこと。

第５－16 図

開 放 型 廊 下
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7-1298 第５章 特定共同住宅等

ア 開放型廊下の判断基準（構造類型告示第４第２号⑷イ(ｲ)関係） 

(ｱ) 構造類型告示第４第２号⑷イ(ｲ)の開放型廊下の判断基準の適用については、第５－17 図の

例によること。

(ｲ) 構造類型告示第４第２号⑷イ(ｲ)ａに規定する「見付面積」とは、住戸、共用室及び管理人室

（避難階に存し、就寝を伴わず浴室が組み込まれていない共用室又は管理人室を除く。）の廊

下に面した部分の幅に、当該住戸、共用室及び管理人室の階高からスラブ厚を減じた高さを乗

じて得た数をいうものであること。（第５－18 図参照）

（平面図）

（断面図）

第５－17 図

30 ㎝以下

階高

廊
下

一戸分

住戸

バ
ࣝ
ࢥ
ࢽ
䤀
等

間口

：見付面積として算入する部分

第５－18 図

住戸
階高

天井

一戸分の見付面積＝（階高－スラブ厚さ）×間口

廊
下

バ
ࣝ
ࢥ
ࢽ
䤀
等
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第５ 構造類型 7-1299

(ｳ) 構造類型告示第４第２号⑷イ(ｲ)ａに規定する「当該階の見付面積」として算入する部分及び外

気に面する部分は、第５－19 図に示す例によること。

：見付面積として算入する部分

：外気に面する部分

（例１）

（例２）

住戸住戸 住戸

廊下

：見付面積として算入する部分

：外気に面する部分

（例３）

住戸 住戸

廊下

管
理
人
室

：見付面積として算入する部分

：外気に面する部分

住戸 住戸 住戸 住戸

廊下

倉庫

(注)
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7-1300 第５章 特定共同住宅等

：見付面積として算入する部分

：外気に面する部分

（例４）

（例５）

住戸 住戸 住戸 住戸

廊下

アルコープ

：見付面積として算入する部分

：外気に面する部分

（例６）

住戸 住戸 住戸 住戸

廊下

：見付面積として算入する部分

：外気に面する部分

住戸 住戸 住戸 住戸

廊下
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第５ 構造類型 7-1301

：見付面積として算入する部分

：外気に面する部分

（例７）

（例８）

住戸 住戸 住戸 住戸

廊下

：見付面積として算入する部分

：外気に面する部分

光庭

住戸

住戸

住戸

住戸

住戸

住戸

住戸

住戸

住戸

住戸

住戸 住戸 住戸

廊下

ＥＶ ＥＶ

バルコニー等



岳南広域消防本部消防用設備等に関する審査・指導マニュアル

7-1302 第５章 特定共同住宅等

：見付面積として算入する部分

：外気に面する部分

第５－19 図

（例９）

（例 10）

住戸 住戸 住戸 住戸

住戸

廊下

：見付面積として算入する部分

：外気に面する部分

住戸 住戸

廊下

住戸

住戸

住戸
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第５ 構造類型 7-1303

(ｴ) 隣地境界線及び他の建築物等との距離による開放型廊下の外気に面する部分の判断は、第５

－20 図に示す例によること。

（例１）

（例２）

住戸住戸 住戸 住戸 住戸

廊下

：外気に面する部分

（例３）

廊下

住戸住戸 住戸 住戸 住戸

：外気に面する部分

廊下

住戸住戸 住戸 住戸 住戸

：外気に面する部分
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7-1304 第５章 特定共同住宅等

(ｵ) 構造類型告示第４第２号⑷イ(ｲ)ａに規定する「廊下の端部に接する垂直面の面積」とは、

廊下の両端部の外気に面する部分の面積をいうものであること。（第５－21 図参照）

（例４）

廊下

住戸住戸 住戸 住戸

住戸

住戸

住戸

：外気に面する部分

（例５）

第５－20 図

廊下

住戸住戸 住戸 住戸

：外気に面する部分

第 5－21 図

廊下

住戸 住戸 住戸

拡大図
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第５ 構造類型 7-1305

(ｶ) 廊下に面して開放型階段（廊下と階段の踊り場に高さが 30 ㎝を超える垂れ壁等が存しない

ものに限る。）を設けた場合、外気に面する部分の面積の取り扱いは、第５－22 図に示す例に

より判断し、検証すること（開放型階段が隣地境界線又は他の建築物等の外壁との中心線から

１ｍ以上離れている場合に限る。）。

（例１）平面図

廊下

住戸 住戸 住戸 住戸 住戸 住戸 住戸 住戸

：外気に面する部分

立面図

（例２）平面図

廊下

住戸 住戸 住戸 住戸 住戸 住戸 住戸 住戸

：外気に面する部分

立面図
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7-1306 第５章 特定共同住宅等

（例３）平面図

立面図

（例４）平面図

：外気に面する部分

廊下

住戸 住戸 住戸 住戸 住戸 住戸 住戸 住戸

立面図

：外気に面する部分

廊下

壁 隣地境界線

住戸 住戸 住戸 住戸 住戸 住戸 住戸 住戸

第５－22 図
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第５ 構造類型 7-1307

(ｷ) 構造類型告示第４第２号⑷イ(ｲ)ｂからｄまでの規定により、「垂れ壁等は、当該垂れ壁の下

端から天井までの高さを 30 ㎝以下」、「手すり等の上端から垂れ壁等の下端までの高さは、１

ｍ以上」又は「外気に面する部分に風雨等を遮るために壁等を設ける場合にあっては、当該壁

等の幅を２ｍ以下とし、かつ、当該壁等相互間の距離を１ｍ以上」とすることとされている

が、当該規定に適合しない廊下については、構造類型告示第４第２号⑷イ(ﾛ)の規定により開放

性の判断を行うこと。（第５－23 図参照）

（垂れ壁の下端から天井までの高さが 30 ㎝を超える場合）

（手すり等の上端から垂れ壁等の下端までの高さが１ｍ未満の場合）

構造類型告示第４第２号⑷イ(ﾛ) 

の規定により開放性の判断を行う。

30

（防風スクリーンの幅が２ｍを超える場合）

構造類型告示第４第２号⑷イ(ﾛ) 

の規定により開放性の判断を行う。

第５－23 図

構造類型告示第４第２号⑷イ

の規定により開放性の判断を行う。
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7-1308 第５章 特定共同住宅等

(ｸ) 廊下に隣地境界線又は他の建築物等の外壁との中心線から１ｍ未満の部分が存する場合は、

「風雨等を遮るために設ける壁等」とみなし、外気に面する部分の面積として算入することが

できないこと。

この場合、「風雨等を遮るために設ける壁等」とみなした部分の幅が２ｍを超える場合は、

構造類型告示第４第２号⑷イロの規定により開放性の判断を行うこと。（第５－24 図参照） 

(ｹ) 構造類型告示第４第２号⑷イ(ｲ)ａに規定する「外気に面する部分の面積」には、手すり等の

部分が、さく、金網等である場合、当該部分の有効開口率を乗じて得た値を、外気に面する部

分の面積に含めることができるものであること。（第５－25 図参照）

第５－25 図

第５－24 図

構造類型告示第４第２号⑷イ

の規定により開放性の判断を行う。

廊下

住戸 住戸住戸 住戸 住戸 住戸

他の建築物

：外気に面する部分
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第５ 構造類型 7-1309

(ｺ) 手すり等の上端に防犯のために設けられるパイプ等の簡易なもので適当な隙間を設けた格子

状のもの（以下この項において「防犯格子等」という。）については、手すり等の上端から垂

れ壁等までの高さが１ｍ以上である場合又は廊下の床面から設ける場合に限り、設置すること

ができる。

この場合の外気に面する部分の面積は、当該防犯格子等の有効開口率を乗じて得た値とする

こと。（第５－25 図参照）

また、格子の形状及び格子間の間隔は、第５－26 図によること（イ(ｵ)において同じ。）。

（格子の形状及び格子間の間隔）

第５－26 図

ａ

ｂ

ａ

ｂ

格子

格子
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7-1310 第５章 特定共同住宅等

(ｻ) 廊下の一部に構造類型告示第４第２号⑷ロに規定する「外気に面しない部分」が存する場合

は、構造類型告示第４第２号⑷イ(ｲ)ｄに規定する「風雨等を遮るために壁等を設ける場合」に

準じて取り扱うこと。（第５－27 図参照）

（例１）

廊下

住戸住戸 住戸 住戸 住戸

：外気に面しない部分

：外気に面する部分

（例２）

廊下

住戸住戸 住戸 住戸 住戸

：外気に面しない部分

：外気に面する部分

（例３）

第５－27 図

廊下

住戸住戸 住戸 住戸 住戸

：外気に面しない部分

：外気に面する部分
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第５ 構造類型 7-1311

イ 廊下に対する煙の降下状況の判断基準（構造類型告示第４第２号⑷イ(ﾛ)関係）

構造類型告示第 4 第 4 号⑷イ(ﾛ)に規定する住戸等から噴出する煙により、すべての階の廊下に

おいて、煙が床面からの高さ 1.8ｍまで降下しないことの判断基準は、次によること。（第５－

28 図参照）

(ｱ) 煙が床面からの高さ1.8ｍまで降下を確認する方法は、次のａからｆまでの手順によること。

ａ 廊下に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部の発熱速度を次の式

により求めること。

Ｑ＝400Ａ Ｈ

Ａ ：住戸等の開口部面積

Ｑ ：火災住戸等の一の開口部から噴出する熱気流の発熱速度（単位 kW）

Ｈ ：火災住戸等の一の開口部の高さ（単位 ｍ）

(注)火災住戸等の開口部が円等の場合は、当該円等の最高の高さ。

ｂ 廊下に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部から噴出する熱気流

量を次式により求めること。

ｍＰ＝0.52Ａ Ｈ

ｍP ：廊下に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部から噴出する

熱気流量（単位 ㎏／ｓ）

ｃ 廊下に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部から廊下に噴出した

熱気流の気体密度を次式により求めること。

353
ＰＣ＝

293＋
ｍP＋00.1ＡＣ

第５－28 図

住戸開口部

床面

煙 層

ＨＵ

ＨＬ

Ｑ
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7-1312 第５章 特定共同住宅等

2

3

2

3

１＋

ＰＣ ：廊下に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部から廊下に噴

出した熱気流の気体密度（単位 ㎏／㎥） 

ＡＣ ：住戸等で火災が発生した場合に、当該住戸等の開口部から噴出する煙により、すべ

ての階の廊下において、消火、避難その他の消防活動に支障になる高さ（床面からの

高さ 1.8ｍをいう。）まで煙が降下しないことを確認する範囲内にある廊下の水平投

影面積（単位 ㎡）

ｄ 廊下における熱気流の発生量を次式により求めること。

31.2Ａ  Ｈ
Ｖ＝  

ＰＣ 

Ⅴ  ：廊下における熱気流の発生量（単位 ㎥／min） 

ｅ 廊下における排煙量を次式により求めること。

， 53.7Ｌ（ＨＵ－1.8）

Ｅ＝ｍａｘ 19Ｌ（ＨＵ－1.8）

ＨＵ－1.8 ２

1.8－ＨＬ

Ｅ ：廊下おける排煙量（単位 ㎥／min） 

Ｌ ：廊下の有効開口部の長さ（単位 ｍ）

ＨU ：床面からの廊下の有効開口部の上端の高さ（単位 ｍ）

ＨＬ ：床面からの廊下の有効開口部の下端（床面から 1.8ｍ未満の高さにあるものに限

る。）の高さ（単位 ｍ）

ｆ ｄで求めた廊下における熱気流の発生量がｅで求めた廊下における排煙量以下であること

を確かめること。

(ｲ) 前(ｱ)の計算は、平成 19 年１月 30 日事務連絡「特定共同住宅等における必要とされる防火安

全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令」（平成 17 年総務省令第 40 号）等の運

用に係る計算プログラムの消防庁ホームページへの掲載について」において示す計算プログラ

ムにより実施し、関係図書を添えて建築確認申請書に添付すること（⑺イに示す階段室等に対

する煙の降下状況の計算をする場合において同じ。）。

（計算プログラムの掲載場所）

総務省消防庁 ホームページ（http://www.fdma.go.jp/）

ホーム＞消防防災関係者の方へ＞所管法令・省令・規則検索・告示・通知・通達一覧＞通

知・通達 平成 19 年一覧＞平成 19 年 1 月の通知について（平成 19 年 1月 4 日）

(ｳ) 開放型廊下の判定は、前(ｱ)に示す手順により行われるが、火災の発生するおそれがあるすべ

ての住戸等について煙の降下状況を確認する必要があること。

ただし、開放型廊下の形態等から、防火上最も危険な住戸等（廊下の有効開口部の長さが最

も短くなる住戸等など）が特定でき、当該住戸等について前(ｱ)に示す手順により、煙が床面か

らの高さ 1.8ｍまで降下しないことを確認できる場合は、一の階について一の住戸等とするこ

とができる。
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第５ 構造類型 7-1313

(ｴ) (ｱ)ｃのＡＣ（煙が降下しないことを確認する範囲内にある廊下の水平投影面積）は、廊下に

面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部（以下このイにおいて「火源開

口部」という。）の両側に最大で 30ｍ以内の廊下の水平投影面積をいい、第５－29 図の例によ

ること（例６、例９及び例 10 に示すように廊下がＴ字で２つに分岐される場合は、いずれか

一方のうち廊下の有効開口部の長さが大きい部分を選択すること。）。

（例３）

：ＡＣ

（例１）

住戸等住戸等 火災住戸等 住戸等 住戸等

Ｃ

（例２）

住戸等住戸等 火災住戸等住戸等住戸等

Ｃ

火災住戸等住戸等住戸等
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（例４）

（例５）

火災住戸等 住戸等 住戸等

Ｃ

（例６）

住戸等 火災住戸等 住戸等 住戸等

Ｃ

住戸等住戸等 火災住戸等 住戸等 住戸等

Ｃ
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第５ 構造類型 7-1315

（例７）

住戸等住戸等 火災住戸等住戸等住戸等

Ｃ

ＥＶ

（例８）

Ｃ

光庭

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等
住戸等 住戸等 住戸等

廊下

ＥＶ ＥＶ

バルコニー等

火災住戸等
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7-1316 第５章 特定共同住宅等

（例９）

（例 10）

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等住戸等 火災住戸等 住戸等住戸等

Ｃ

第５－29 図

住戸等

住戸等

Ｃ

住戸等住戸等 火災住戸等 住戸等住戸等住戸等
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第５ 構造類型 7-1317

(ｵ) (ｱ)ｅのＬ（廊下の有効開口部の長さ）は、火源開口部が面する廊下の直接外気に開放された

開口部であって、当該火源開口部の両側に最大で 30ｍ以内の部分のことをいい、第５－30 図

の例によること。

（例２）火源開口部の両側 30ｍ以内の部分に外気の流通を妨げる部分が存する場合

Ｂ１（＝15ｍ） Ｂ２（＝15ｍ）

（例１）

住戸等住戸等 火災住戸等 住戸等 住戸等

（例３）

住戸等住戸等 火災住戸等 住戸等 住戸等

住戸等住戸等 火災住戸等住戸等住戸等
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7-1318 第５章 特定共同住宅等

（例４）火源開口部の両側 30ｍ以内の部分に外気の流通を妨げる部分が存する場合

Ｂ１（＞15ｍ），Ｂ２（＜15ｍ）

住戸等住戸等 火災住戸等住戸等住戸等

ＥＶ

（例５）

光庭

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等
住戸等 住戸等 住戸等

廊下

ＥＶ ＥＶ

バルコニー等

火災住戸等
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第５ 構造類型 7-1319

（例６）

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等住戸等 火災住戸等 住戸等住戸等

（例７）

第５－30 図

住戸等

住戸等

住戸等住戸等 火災住戸等 住戸等住戸等住戸等
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7-1320 第５章 特定共同住宅等

(ｶ) 廊下に隣地境界線又は他の建築物等の外壁との中心線から１ｍ未満の部分が存する場合又は

廊下の一部に構造類型告示第４第２号⑷ロに規定する「外気に面しない部分」が存する場合

は、(ｱ)ｅのＬ（廊下の有効開口部の長さ）として、算入することができないこと。（第５－31

図参照）

（例１）

（例２）

住戸等住戸等 住戸等 住戸等

隣地境界線

火災住戸等

（例３）

住戸等 住戸等 住戸等 住戸等

：Ｌ

：外気に面しない部分

火災住戸等

住戸等 住戸等 住戸等 住戸等

：Ｌ

：外気に面しない部分

火災住戸等
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第５ 構造類型 7-1321

(ｷ) 手すり等の上端又は廊下の床面から上端に防犯格子等を設置する場合は、廊下の有効開口部

の長さに、当該防犯格子等の有効開口率を乗じて得られた値を(ｱ)ｅのＬ（廊下の有効開口部の

長さ）として用いること。（第５－32 図参照）

（例４）

第５－31 図

住戸等住戸等 住戸等 住戸等

：Ｌ

：外気に面しない部分

火災住戸等
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7-1322 第５章 特定共同住宅等

ウ 外気に面しない部分（構造類型告示第４第２号⑷ロ関係） 

(ｱ) 構造類型告示第４第２号⑷ロに規定する「外気に面しない部分」とは、特定共同住宅等の同

一の階に存する廊下の一部が、隣地境界線又は他の建築物等の外壁との中心線から１ｍ以下の

位置で、周囲の３面が壁又は扉等により囲まれている部分が存するものをいう。（第５－33 図

参照）

（例３）周囲の３面が壁又は扉等により囲まれている部分の例

（例１）他の建築物等の外壁との距離の例

（例２）隣地境界線等と外壁との距離の例

廊下

住戸等住戸等 住戸等 住戸等 住戸等

：外気に

面しない部分

廊下

住戸等住戸等 住戸等 住戸等 住戸等

：外気に

面しない部分

第５－33 図

：外気に
面しない部分

廊下

住戸等住戸等 住戸等 住戸等 住戸等
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第５ 構造類型 7-1323

(ｲ) 外気に面しない部分の長さは、原則として廊下の中心線により、計測すること。

ただし、玄関前ポーチその他廊下の中心線により計測し難いものについては、歩行距離によ

り計測すること。（第５－34 図参照）

（廊下の中心線によるものの例） （歩行距離によるものの例）

(ｳ) 第５－35 図の例に示すとおり、廊下の端部に設けられた開口部が、次のいずれかに適合し

ている場合、Ｂは外気に面しない部分の長さに該当するものであること。

ａ 廊下端部に存する開口部（ａ）の幅が、外気に面しない部分の廊下の幅（Ｗ）未満のもの

ｂ 廊下端部に存する開口部（ａ）の上端の高さが、外気に面している部分（Ｌ）の廊下の上

端の高さ未満のものｃ 廊下端部に存する開口部（ａ）の下端の高さが、外気に面している

部分（Ｌ）の廊下の開口部の下端の高さを超えるもの

第５－34 図

住戸

住戸

住戸

廊下 廊下

：外気に面しない部分

Ｂ ：外気に面しない部分の長さ

第５－35 図

ａＷ 廊下

住戸住戸 住戸 住戸 住戸

ＥＶ

倉庫

Ｂ
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7-1324 第５章 特定共同住宅等

(ｴ) 外気に面しない部分の長さの具体的な算出例は、第５－36 図の例によること（例６に示す

ように廊下の幅員が異なる場合は、廊下の幅員が小さいものにより算出すること。）。

（例１）

（例４）

（例２）

住戸 住戸 住戸

廊下

：外気に面しない部分

Ｗ ：外気に面しない部分の幅
Ｂ ：外気に面しない部分の長さ

住戸

ＷＢ

（例３）

住戸 住戸

廊下

：外気に面しない部分

Ｗ ：外気に面しない部分の幅
Ｂ ：外気に面しない部分の長さ

住戸

住戸

Ｗ

Ｂ

住戸 住戸

廊下

：外気に面しない部分

Ｗ ：外気に面しない部分の幅

Ｂ ：外気に面しない部分の長さ

住戸

倉庫

住戸

Ｗ

Ｂ
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第５ 構造類型 7-1325

（例５）

住戸 住戸

廊下

住戸

住戸

Ｗ

Ｂ

：外気に面しない部分

Ｗ ：外気に面しない部分の幅

Ｂ ：外気に面しない部分の長さ

（例６）

住戸 住戸

廊下

住戸

住戸

Ｗ

Ｂ

Ｂ２

：外気に面しない部分

Ｗ ：外気に面しない部分の幅

Ｂ ：外気に面しない部分の長さ

Ｂ１→Ｂ２

住戸 住戸

廊下

：外気に面しない部分
Ｗ ：外気に面しない部分の幅

Ｂ ：外気に面しない部分の長さ

住戸

住戸

Ｗ２

Ｂ

Ｗ１

Ｂ→４Ｗ１以下、かつ、6ｍ以下
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7-1326 第５章 特定共同住宅等

（例７）

（例８）

住戸 住戸 住戸

廊下 住戸

住戸

住戸

住戸

住戸

：外気に面しない部分

Ｗ ：外気に面しない部分の幅

Ｂ ：外気に面しない部分の長さ

Ｗ

Ｂ

第５－36 図

Ｗ

Ｂ

：外気に面しない部分

Ｗ ：外気に面しない部分の幅

Ｂ ：外気に面しない部分の長さ

ＥＶ ＥＶ ＥＶ

光庭

住戸

住戸

住戸

住戸

住戸 住戸

廊下
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第５ 構造類型 7-1327

（参考）開放型廊下の判定方法（構造類型告示第４第２号⑷イ(ｲ)によるもの）
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7-1328 第５章 特定共同住宅等

１ 見付面積を求める。

（2.8－0.3）╳（6.0×8＋2.8）＝127.0 ㎡ 
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第５ 構造類型 7-1329
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7-1330 第５章 特定共同住宅等

（参考）開放型廊下の判定方法（構造類型告示第４第２号⑷イ(ﾛ)によるもの）
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第５ 構造類型 7-1331

開口部Ｂ

発熱速度が最も大きくなる開口部（最大の開口部）である

開口部Ｂの発熱速度（Ｑ）を求める。

Ｈ ）

ｍ

２－① 廊下に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部の発熱速度（Ｑ）を

求める。

１－① 出火住戸等を想定する。（住戸Ｆ）

開口部Ａ

（平面図）

住戸Ａ

住戸Ｂ

住戸Ｃ

住戸Ｄ

住戸Ｅ

住戸Ｇ 住戸Ｈ 住戸Ｉ

廊下

ＥＶ

火災住戸等
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7-1332 第５章 特定共同住宅等

○Ｖ＝
0.43

３－① 廊下に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部から噴出する熱

気流量を求める。

○ｍＰ＝0.52Ａ Ｈ ＝0.52╳（2.0╳0.9） 2.0 ＝1.32（ ㎏ /s）

４－① 廊下に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部から廊下に噴出

した熱気流の気体密度を求める。

Q 1018.23
293＋     293＋

ｍＰ＋00.1ＡＣ        1.32＋00.1╳62

５－① 廊下における熱気流の発生量を求める。

31.2Ａ  Ｈ       31.2╳（2.0╳0.9 ）   2.0 

 ＰＣ

（平面図）

住戸Ａ

住戸Ｂ

住戸Ｃ

住戸Ｄ

住戸Ｅ

住戸Ｇ 住戸Ｈ 住戸Ｉ

廊下

ＥＶ

火災住戸等

Ｃ

ＡＣ

＝184.70（ ㎥ /min）＝

○ＰC ＝
353 353

＝ ＝0.43（㎏ / ㎥）
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第５ 構造類型 7-1333

＝243.56（㎥ /min）

６－① 廊下における排煙量を求める。

 53.7×11.9（2.5－1.8）

2.5－1.8 ２

1.8－1.2

７－① ５－1 で求めた廊下における熱気流の発生量(Ｖ)が６－1 で求めた廊下における排煙量

（Ｅ）以下であることを確かめる。

○Ｖ（184.70（㎥/min））≦Ｅ（243.56（㎥/min） ） 

（平面図）

住戸Ａ

住戸Ｂ

住戸Ｃ

住戸Ｄ

住戸Ｅ

住戸Ｇ 住戸Ｈ 住戸Ｉ

廊下

ＥＶ

火災住戸等

：Ｌ

１＋
－ＨＬ

ＨＵ

53.7Ｌ(ＨU

２

2

3
2

3

2

3

１＋

＝ｍａｘ 19Ｌ（ＨU－1.8）
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7-1334 第５章 特定共同住宅等

１－② 出火住戸等を想定する。（住戸Ｉ）

（平面図）

住戸Ａ

住戸Ｂ

住戸Ｃ

住戸Ｄ

住戸Ｅ

住戸Ｆ
住戸Ｇ 住戸Ｈ

廊下

ＥＶ

火災住戸等

開口部Ａ

発熱速度が最も大きくなる開口部である開口部Ａの発熱速

度（Ｑ）を求める。

Ｈ ） （ 

ｍ

２－② 廊下に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部の発熱速度（Ｑ）を

求める。
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第５ 構造類型 7-1335

＝184.70（ ㎥ /min）＝

３－② 廊下に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部から噴出する熱

気流量を求める。

○ｍＰ＝0.52Ａ Ｈ ＝0.52╳（2.0╳0.9） 2.0 ＝1.32（ ㎏ /s）

４－② 廊下に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部から廊下に噴出

した熱気流の気体密度を求める。

Q 1018.23
293＋ 293＋

ｍＰ＋00.1ＡＣ 1.32＋00.1╳58 

５－② 廊下における熱気流の発生量を求める。

31.2Ａ   Ｈ 31.2╳（2.0╳0.9） 2.0

 ＰＣ 0.43

（平面図）

住戸Ｆ

火災住戸等

住戸Ａ

住戸Ｂ

住戸Ｃ

住戸Ｄ

住戸Ｅ

住戸Ｇ 住戸Ｈ

ＥＶ

Ｃ

ＡＣ

○ＰＣ

353 353
＝ ＝ ＝0.43（㎏ / ㎥）

○Ｖ＝
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＝345.90（㎥ /min）＝ｍａｘ 19Ｌ（2.5－1.8）
2.5－1.8 ２

１＋
1.8－1.2

６－② 廊下における排煙量を求める。

７－② ５－1 で求めた廊下における熱気流の発生量(Ｖ)が６－1 で求めた廊下における排煙量

（Ｅ）以下であることを確かめる。

○Ｖ（184.70（㎥/min））≦Ｅ（345.90（㎥/min）） 

53.7×16.9（2.5－1.8）2

2

3
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（計算プログラムにより実施した場合）住戸Ｆ



岳南広域消防本部消防用設備等に関する審査・指導マニュアル

7-1338 第５章 特定共同住宅等

（計算プログラムにより実施した場合）住戸Ｉ

070228
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第５ 構造類型 7-1339
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7-1340 第５章 特定共同住宅等

⑺ 開放型階段 

構造類型告示第４第２号⑸に規定する開放型階段の判断基準は、第５－37 図に示すフローに基

づき行うこと。

ア 開放型階段の判断基準（構造類型告示第４第２号⑸イ関係） 

構造類型告示第４第２号⑸イに規定する「階段室等は、平成 14 年消防庁告示第７号に適合す

る開口部を有すること」とは、階段の各階又は各階の中間の部分ごとに設ける直接外気に開放さ

れた排煙上有効な開口部で、次のア及びイに該当するものとする。（第５－38 図参照）

(ｱ) 開口部の開口面積は、２㎡以上であること。

(ｲ) 開口部の上端は、当該階段の部分の天井の高さの位置にあること。

ただし、階段の部分の最上部における当該階段の天井の高さの位置に 500 ㎠以上の外気に開

放された排煙上有効な換気口がある場合は、この限りでない。

第５－37 図

開 放 型 階 段

平成 14 年消防庁告示第

第５－38 図

最上部

垂れ壁があって

はならない。

開口部（有効開口面積２㎡以上）

換気口（合計 500 ㎠以上の常時 

外気に開放されたもの）
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第５ 構造類型 7-1341

Ｑ
293＋

イ 階段室等に対する煙の降下状況の判断基準（構造類型告示第４第２号⑸ロ関係） 

構造類型告示第４第２号⑸ロに規定する住戸等から噴出する煙により、階段室等において煙が

床面からの高さ 1.8ｍまで降下しないことの判断基準は、次によること。（第５－39 図参照）

(ｱ) 煙が床面からの高さ 1.8ｍまで降下を確認する方法は、次のａからｆまでの手順によること。

ａ 階段室等に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部の発熱速度を次の

式により求めること。

Ｑ＝400Ａ Ｈ

Ａ ：住戸等の開口部面積

Ｑ ：火災住戸等の一の開口部から噴出する熱気流の発熱速度（単位 ｋＷ）

Ｈ ：火災住戸等の一の開口部の高さ（単位 ｍ）

※ 火災住戸等の開口部が円等の場合は、当該円等の最高の高さ。

ｂ 階段室等に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部から噴出する熱気

流量を次式により求めること。

ｍＰ＝0.52Ａ Ｈ

ｍＰ ：階段室等に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部から噴出

する熱気流量（単位 ㎏／Ｓ）

ｃ 階段室等に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部から階段室等に噴

出した熱気流の気体密度を次式により求めること。

353
ＰＣ＝

ｍＰ＋00.1ＡＣ

第５－39 図

床面

煙 層

限界煙層高
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7-1342 第５章 特定共同住宅等

Ｖ＝

ＰＣ ：階段室等に面する住戸等の開口部のうち発熱速度が最も大きくなる開口部から階段

室等に噴出した熱気流の気体密度（単位 ㎏／㎥） 

ＡＣ ：住戸等で火災が発生した場合に、当該住戸等の開口部から噴出する煙により、すべ

ての階の階段室等において、消火、避難その他の消防活動に支障になる高さ（床面か

らの高さ 1.8ｍをいう。）まで煙が降下しないことを確認する範囲内にある階段室等

の水平投影面積（単位 ㎡）（第５－40 図参照）

（確認する範囲内にある廊下の水平投影面積の例）

第５-40 図

ｄ 階段室等における熱気流の発生量を次式により求めること。

31.2Ａ  Ｈ

 ＰＣ

Ⅴ ：階段室等における熱気流の発生量（単位 ㎥／min） 

ｅ 階段室等における排煙量を次式により求めること。

Ｅ＝ｍａｘ 19Ｌ（ＨＵ－ＨＬ） ，38Ｌ（ＨＵ－ＨＬ） ＨＵ+ＨＬ－3.6

    Ｅ ：階段室等における排煙量（単位 ㎥／min） 

Ｌ ：階段室等の有効開口部の長さ（単位 ｍ ただし、Ｌ≦30）

ＨU ：床面からの階段室等の有効開口部の上端の高さ（単位 ｍ）

ＨＬ ：床面からの階段室等の有効開口部の下端の高さ（単位 ｍ）

ｆ ｄで求めた階段室等における熱気流の発生量がｅで求めた階段室等における排煙量以下で

あることを確かめること。

(ｲ) 階段室等の有効開口部の長さについては、火源開口部（階段室に面する住戸等の開口部のう

ち発熱速度が最も大きくなる開口部をいう。）が面する階段室等の直接外気に開放された開口

部であって、当該火源開口部の面する階段室等の上階の踊り場部分に存する開口部の幅をいう

ものであること。

住戸等住戸等 住戸等 住戸等 住戸等

火源開口部

：ＡＣ（検証対象とする階段室等の水平投影面積）

火災住戸等

2

3
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第５ 構造類型 7-1343

３ 二方向避難・開放型特定共同住宅等

二方向避難・開放型特定共同住宅等は、特定共同住宅等における火災時に、すべての住戸、共用室

及び管理人室から、少なくとも一以上の避難経路を利用して安全に避難できるようにするため、避難

階又は地上に通ずる２以上の異なった避難経路を確保し、かつ、その主たる出入口が開放型廊下又は

開放型階段に面していることにより、特定共同住宅等における火災時に生ずる煙を有効に排出するこ

とができる特定共同住宅等であって、１及び２の要件を満たすものであること。

４ その他の特定共同住宅等

二方向避難型特定共同住宅等、開放型特定共同住宅等、二方向避難・開放型特定共同住宅等以外の

特定共同住宅等をいうものであること。
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7-1344 第５章 特定共同住宅等
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第６ 特定光庭の取扱い 7-1345

第 6 特定光庭の取扱い
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7-1346 第５章 特定共同住宅等

１ 光庭

位置・構造告示第２第６号の規定する光庭は、次によること。

⑴ 特定光庭に該当しない光庭 

光庭のうち、次のアからウまでのいずれかに該当する場合は、開放性の高い形態を有しているも

のとして、位置・構造告示第４に規定する特定光庭として取扱わないことができるものであるこ

と。

ア 光庭となる吹抜きが部分的に開放されている場合で、当該開放されている部分が当該光庭の周

長の概ね８分の１以上、かつ、２ｍ以上開放されている場合（第６－１図参照）

なお、第６－１図のａからｃまで又は吹抜きの部分に開放型階段又は開放型廊下が設けられて

いる場合、開放されているものとみなす（手すり等の上端から垂れ壁等までの高さが１ｍ以上あ

るものに限る。以下この項において同じ。）。

ａ ａ

ａ≧光庭の周長のおおむね１／８ 、かつ、 ａ≧２ｍ

（その２）吹抜きの一辺が開放されている場合（開放型階段又は開放型廊下が設けられている

もの）

ａ ａ

ａ≧光庭の周長のおおむね１／８ 、かつ、 ａ≧２ｍ

（その１）吹抜きの一辺が開放されている場合

廊下

住戸等 住戸等

住戸等住戸等

住戸等 住戸等住戸等

住戸等 住戸等

住戸等住戸等

廊下廊下

住戸等 住戸等住戸等

住戸等 住戸等

住戸等住戸等

住戸等 住戸等

住戸等

住戸等
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第６ 特定光庭の取扱い 7-1347

（その３）吹抜きの二辺が開放されている場合 (注)一の建築物

ｂ 廊下 ｂ 廊下

ａ ａ

ａ＋ｂ≧光庭の周長のおおむね１／８ 、かつ、 ａ、ｂ≧２ｍ

（その４）吹抜きの三辺が開放されている場合 (注)一の建築物

ｂ 廊下 b 廊下

ａ＋ｂ＋ｃ≧光庭の周長のおおむね１／８ 、かつ、 ａ、ｂ、ｃ≧２ｍ

第６－１図

イ 開放型廊下に接する吹抜き部分で、当該開放型廊下の手すり等の上端からたれ壁等の下端まで

の高さが１ｍ以上ある場合（次のウにおいて同じ。）（第６－２図参照）

(注)手すり等の上端からたれ壁等の下端までの高さが１ｍ以上

第６－２図

住戸等 住戸等

住戸等住戸等

住戸等 住戸等

住戸等 住戸等

住戸等住戸等

ｃｃ

廊下

住戸等 住戸等

住戸等住戸等

住戸等 住戸等

住戸等

住戸等
住戸等

住戸等住戸等住戸等住戸等

開放型廊下

（光庭） （光庭） （光庭） （光庭）

ａ ａ
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7-1348 第５章 特定共同住宅等

ウ 開放型階段に面する吹抜き部分で、当該階段が開放型階段である場合（第６－３図参照）

(注)手すり等の上端からたれ壁等の下端までの高さが１ｍ以上

第６－３図

エ 光庭に面する一の住戸等で火災が発生した場合において、当該火災が発生した住戸等（以下こ

の項において「火災住戸等」という。）のすべての開口部に面して、当該火災住戸等以外の住戸

等の開口部が存しない場合及び避難光庭に該当しない場合（第６－４図参照）

住戸等住戸等住戸等住戸等

（光庭）

開放型廊下
開放型階段
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第６ 特定光庭の取扱い 7-1349

⑵ 特定光庭であるかの検証が必要な光庭 

光庭のうち、次のア又はイに該当するものは、位置・構造告示第４第１号の規定に基づき、特定

光庭であるかの検証を行う必要があること。

また、同程度の閉鎖性を有すると認められる場合は、同検証を行うこと。

ア ボイド空間が存するもの（第６－５図参照）

（光庭）

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

（平面図）

住
戸
等

住
戸
等

住
戸
等

住
戸
等

住
戸
等

住
戸
等

住
戸
等

第６－５図

（光庭）

住戸等 住戸等

住戸等 住戸等

住戸等

等

住戸等

住戸等 住戸等

（断面図）
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7-1350 第５章 特定共同住宅等

イ 吹抜きが部分的に開放されているもので、当該部分が隣地境界線又は他の建築物等の外壁との

中心線から１ｍ未満のもの（第６－６図参照）

⑶ 光庭が、渡り廊下等により複数の部分に分割されている場合は、分割されている部分ごとに特定

光庭であるかの検証を行うこと。（第６－７図参照）

ただし、当該渡り廊下が開放型廊下の場合は、一の光庭として取り扱うこと。

第６－６図

住戸等住戸等住戸等住戸等住戸等住戸等住戸等

住戸等住戸等住戸等住戸等住戸等住戸等住戸等

（光庭）

第６－７図

住戸等住戸等住戸等住戸等住戸等住戸等

住戸等

住戸等

住戸等住戸等住戸等住戸等住戸等

住戸等

住戸等住戸等

住戸等住戸等

（光庭）（光庭）
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第６ 特定光庭の取扱い 7-1351

２ 特定光庭の基準等

位置・構造告示第４の規定する特定光庭の基準等は、次によること。

⑴ 検討フロー（第６－８図参照）

第６－８図

特 定 光 庭

検討不要

か

火災住

か
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7-1352 第５章 特定共同住宅等

⑵ 住戸等間延焼の検証

位置・構造告示第４第１号⑴に規定する「火災住戸等以外の住戸等の光庭に面する開口部が受け

る熱量」は、次のアからエまでの手順により求めること。

ア 火災住戸等の光庭に面するすべての開口部（換気口その他これらに類するものを除く。）を合

成して一の開口部とみなし、当該合成した開口部を「等価開口部」というものであること。この

場合において、「等価開口部の高さ」は一の住戸等の光庭に面するすべての開口部のうち最大の

高さ、「等価開口部の面積」は一の住戸等の光庭に面するすべての開口部の合計面積、「等価開口

部の幅」は「等価開口部の面積」を「等価開口部の高さ」で除した値をいうものであること。

（第６－９図及び第６－10 図参照）

ただし、火災住戸等の光庭に面する開口部が複数の面に設けられている場合は、同一面に設け

られる開口部ごとに等価開口部を設定し、次のイからオまでの手順により受熱量を求め合計する

こと。

(注)面ごとに開口部「ａとｂ」、「ｃとｄ」を合成し、それぞれ等価開口部を設定する。

（その２）

(注)面ごとに開口部「ａとｂ」、「ｃとｄ」を合成し、それぞれ等価開口部を設定する。

第６－９図

（その１）

火災住戸等

光庭

ａ

ｂ

ｃ

火災住戸等

光庭

ａ

ｂ

火災住戸等

火災住戸等

ｃ

ｄ
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第６ 特定光庭の取扱い 7-1353

（等価開口部の中心点の設定例）

等価開口部の求め方

① 高さは開口部１，２の最大の高さ：２ｍ

② 面積は開口部１，２の面積の合計：４㎡

③ 従って、幅は２ｍ

④ 中心位置は面積重心：左破線を基準とし

て面積重心を求めると、

2.0×0.5（開口部１）＋2.0×3.0（開口部２）

＝4.0×L（等価開口部）

となることから左破線より右側に

Ｌ＝1.75ｍ（高さ１ｍ）が中心点となる。

（その２）

等価開口部の求め方

① 高さは開口部１，２の最大の高さ：２ｍ

② 面積は開口部１，２の面積の合計：３㎡

③ 従って、幅は 1.5ｍ

④ 中心位置は面積重心：左破線を基準と

して面積重心を求めると、

2.0×0.5（開口部１）＋1.0×2.5（開口部２）

＝3.0×L（等価開口部）

となることから左破線より右側に

L＝1.17ｍ（高さ１ｍ）が中心点となる。

（その１）

第６－10 図

ｍ

ｍ

１ｍ

２ｍ
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7-1354 第５章 特定共同住宅等

２

イ 等価開口部から噴出する熱気流（火炎を含む。以下この項において同じ。）の高さを次式によ

り求めること。

Ｌ＝1.52ＨＸ

Ｌ ：等価開口部から噴出する熱気流の高さ（単位 ｍ）

ＨＸ ：等価開口部の高さ（単位 ｍ）

ウ 等価開口部から噴出する熱気流の面積を次式により求めること。

Ｓ＝ＬＷ

Ｓ ：等価開口部から噴出する熱気流の面積（単位 ㎡）

Ｗ ：等価開口部の幅（単位 ｍ）

エ 受熱面に対する等価開口部から噴出する熱気流の面の形態係数を次式により求めること。（第

６－11 図参照）

Cosβ1 Cosβ2

Ｆ＝ Ｓ
πｄ２

Ｆ ：受熱面に対する等価開口部から噴出する熱気流の面の形態係数。（Ｆが１を超える場

合にあってはＦ＝１とする。以下この項において同じ。）

β１ ：受熱面及び等価開口部から噴出する熱気流の面から垂直に延びる線と受熱面の中心点

と等価開口部から噴出する熱気流の面の中心点を結んだ線のなす角度（受熱面側）

（単位 ラジアン）

β２ ：受熱面及び等価開口部から噴出する熱気流の面から垂直に延びる線と受熱面の中心点

と等価開口部から噴出する熱気流の面の中心点を結んだ線のなす角度（等価開口部側）

（単位 ラジアン）

π ：円周率

ｄ ：受熱面と等価開口部から噴出する熱気流の面の最短距離（単位 ｍ）その適用例を第

６－1２図及び第６－1３図に示す

第６－11 図

β
β１

受熱面
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第６ 特定光庭の取扱い 7-1355

光庭を挟んで「等価開口部から噴出する熱気流の面」と「受熱面」が正対する場合、β１及び

β２は０ラジアンとなることから、Ｆ＝S／πd2（ただし、Ｆ≦１）となる。

第６－12 図

「等価開口部から噴出する熱気流の面」と「受熱面」が光庭において直交し、二面が交わった

地点から「等価開口部から噴出する熱気流の面」及び「受熱面」が等距離にある場合、β１及び

β２は π／４ラジアンとなることから、Ｆ＝S／２πd2（ただし、Ｆ≦１）となる。

※１° ＝π／180 ラジアン

第６－13 図

オ 等価開口部から噴出する熱気流の輻射熱により評価対象住戸等の開口部が受ける受熱量を次式

により求めること。

ｑ＝100Ｆ

ｑ ：等価開口部から噴出する熱気流の輻射熱により評価対象住戸等の開口部又は避難光庭

に面する廊下及び階段室等を経由して避難する者が受ける受熱量（単位 kW／㎡）

光庭

延焼

火災住戸等

受熱面

光庭

２

２

火災住戸等

受熱面
等価開口部から噴出

する熱気流の面
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7-1356 第５章 特定共同住宅等

⑶ 避難光庭を経由して避難する者の安全性の検証 

位置・構造告示第４第１号⑵に規定する避難光庭を経由して避難する者の安全性の検証について

は、次によること。

ア 位置・構造告示第４第１号⑵イに規定する「避難光庭に面する廊下及び階段室等を経由して避

難する者が受ける熱量（３kW／㎡未満）」は、前⑵の手順により等価開口部から噴出する熱気流

の輻射熱により評価対象住戸等の開口部又は避難光庭に面する廊下及び階段室等を経由して避難

する者が受ける受熱量を求めること。

この場合において、避難光庭に面する廊下を経由して避難する者が受ける熱量の算定において

受熱面（避難者）と等価開口部から噴出する熱気流の面の最短距離は、次によること。（第６－

14 図参照）

(ｱ) 火災住戸等の等価開口部に最も近い非出火住戸等の出入口部分

(ｲ) 火災住戸等の等価開口部に正対する廊下で最短距離となる部分の廊下中央部

(ｳ) 受熱量が大きくなると想定される廊下中央部（(ｱ)又は(ｲ)の部分における受熱量が３kW／㎡

に近い値となる場合に限る。）

なお、火災住戸等と同一面にある火災住戸等以外の住戸等の開口部及び避難経路については、

熱気流による輻射熱を受けないものと判断されるため、検証を要しないものであること。

第６－14 図

光庭

火災住戸等

火災住戸等以外 火災住戸等以外 火災住戸等以外

火災住戸等以外

火災住戸等以外火災住戸等以外

火災住戸等と同一面にある火災住戸等以外の住戸等の

開口部及び避難経路については、熱気流による輻射熱

を受けないものと判断されるため、検証不要
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イ 位置・構造告示第４第１号⑵ロイに規定する「避難光庭の高さ」及び「避難光庭の幅」の計測

方法は、次によること。

(ｱ) 避難光庭の高さの計測は、第６－1５図の例によること。

なお、パラペットの天端の高さが異なる場合には、原則として最も低い部分により計測する

こと。

(ｲ) 避難光庭の幅の計測は、火災住戸等の開口部の面に対して垂直方向（対向壁面の方向）とす

ること。

(ｳ) 立面的形状が複雑で、高さにより外壁間距離が異なる場合の避難光庭の幅の計測について

は、その最も小さい値を採用すること。（第６－1６図参照）

光庭

Ｄ２

Ｄ１

１



岳南広域消防本部消防用設備等に関する審査・指導マニュアル

7-1358 第５章 特定共同住宅等

(ｴ) 避難光庭の幅が長方形である場合は、開口部が面している面で、かつ、計算上不利な条件を

検証すること。（第 6－1７図参照）

なお、開口部が面している面及び位置により計算上不利な条件が明確とならない場合は、双

方の相対する面を各々検証すること。

(ｵ) 避難光庭の高さを当該避難光庭の幅で除した値が２.５未満であれば、火災住戸等の開口部

から噴出する高温の熱気流が対向壁面にぶつからずに上昇し、避難光庭に滞留せずに外部に排

出されるため、次の⑷で定める煙に対する安全性の検証を要しないものであること。 

ウ 前ア及びイの検証により、避難をする者が受ける熱量が３kW／㎡未満であり、かつ、避難光庭

の高さと幅の比が 2.5 未満である場合については、当該避難光庭内の避難経路を使用して避難す

る者の安全性が確かめられたものとして特定光庭には該当しないものであること。

１ ２

住戸等

光庭

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等住戸等住戸等住戸等住戸等住戸等

Ｄ１

Ｄ２
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ｒ＝100

⑷ 避難をする者が受ける煙に対する安全性の検証 

前⑶の検証により、避難をする者が受ける熱量が３kW／㎡未満であっても、避難光庭の高さと幅

の比が２.５以上となった場合については、位置・構造告示第４第１号⑵ロ(ﾛ)に規定する「火災住

戸等のすべての開口部から噴出する煙層の温度」を次のアからウまでの手順により求め、当該避難

光庭を経由して避難をする者が受ける煙に対する安全性の検証を行うこと。

ア 等価開口部から噴出する熱気流の発熱速度を次式により求めること。

ＱＸ＝400ＡＸ ＨＸ

ＱＸ ：等価開口部から噴出する熱気流の発熱速度（単位 kW）

ＡＸ ：等価開口部の面積（単位 ㎡）

イ 避難光庭の底部に設けられる常時開放された開口部の給気開口率（避難光庭の底部の開口部と

頂部の開口部の比をいう。以下この項において同じ。）を次式により求めること。

なお、光庭部分に面して常時開放された開口部が複数存する場合にあっては、個々の開口部の

面積の合計により算定するものであること。（第６－1８図参照）

Ｓa

Ｓt

ｒ ：避難光庭の底部に設けられる常時開放された開口部の給気開口率（単位 ％）

Ｓａ ：避難光庭の底部に設けられる常時開放された開口部の面積（単位 ㎡）

Ｓｔ ：避難光庭の頂部に設けられる常時開放された開口部の面積（単位 ㎡）

Ｓａ＝Ｓａ１＋Ｓａ２

Ｓａ：避難光庭の底部に設けられる常時開放された開口部

（単位 ㎡）

Ｓａ１，Ｓａ２：避難光庭部分に面して常時開放された個々

の開口部の面積（単位 ㎡）

第６－18 図

光庭

Ｓ １

Ｓ ２
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ウ 避難光庭における火災住戸等のすべての開口部から噴出する煙層の上昇温度を次式により求め

ること。

ＱＸ

ΔＴ＝2.06α

Ｄ

ΔＴ：避難光庭における火災住戸等のすべての開口部から噴出する煙層の上昇温度（単位

ｋ）

Α ：次式により求められる値

1.32
α＝1.2＋

ｒ＋0.66

Ｄ ：避難光庭の幅（単位 ｍ）

⑸ 前⑵から⑷までの計算は、平成 19 年１月３0 日事務連絡「特定共同住宅等における必要とされ

る防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令」（平成 1７年総務省令第 40 号）等

の運用に係る計算プログラムの消防庁ホームページへの掲載について」において示す計算プログラ

ムにより実施し、関係図書を添えて建築確認申請書に添付すること。

（計算プログラムの掲載場所）

総務省消防庁 ホームページ（http://www.fdma.go.jp/）

ホーム＞消防防災関係者の方へ＞所管法令・省令・規則検索・告示・通知・通達一覧＞通

知・通達 平成 19 年一覧＞平成 19 年 1 月の通知について（平成 19 年 1月 4 日）

⑹ 光庭の検証範囲 

光庭や光庭に面する住戸等の形態等から、防火上最も危険な状況が特定できる場合は、これらの

状況に対する検証を行えば足りるものであること。

ただし、これ以外の場合にあっては、いずれの住戸等で火災が発生しても特定光庭に該当しない

ことの検証を行う必要があるものであること。

3

5
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○計算手順

１ 住戸等間延焼の検証

⑴ 想定出火住戸等を定める。

⑵ 等価開口部を設定する。

⑶ 等価開口部から噴出する熱気流の高さを求める。

⑷ 等価開口部から噴出する熱気流の面積を求める。

⑸ 受熱面に対する等価開口部から噴出する熱気流の面の形態係数を求める。

⑹ 火災住戸等の火炎等の輻射熱により、開口部が受ける熱量が 10kW／㎡以上か確認する。

２ 避難光庭を経由して避難する者の安全性の検証

⑴ 想定出火住戸等を定める。

⑵ 等価開口部を設定する。

⑶ 等価開口部から噴出する熱気流の高さを求める。

⑷ 等価開口部から噴出する熱気流の面積を求める。

⑸ 受熱面に対する等価開口部から噴出する熱気流の面の形態係数を求める。

① 想定出火住戸等の等価開口部に最も近い非出火住戸等の出入口部分

② 想定出火住戸等の等価開口部に正対する廊下で最短距離となる部分の廊下中央部

③ 受熱量が大きくなると想定される廊下中央部（①又は②の部分における受熱量が３kW／

㎡に近い値となる場合に必要に応じて確認する。）

⑹ 火災住戸等の火炎等の輻射熱により、避難する者が受ける熱量が３kW／㎡未満か確認す

る。

⑺ 避難光庭の高さを光庭の幅で除した値が 2.5 未満か確認する

３ 避難をする者が受ける煙に対する安全性の検証（避難光庭の高さと幅の比が 2.5 以上とな

った場合に限る。）

⑴ 等価開口部から噴出する熱気流の発熱速度を求める。

⑵ 避難光庭の底部に設けられる常時開放された開口部の給気開口率を求める。

⑶ 避難光庭における火災住戸等のすべての開口部から噴出する煙層の上昇温度を求める。

⑷ 火災住戸等から噴出する煙層の温度が４ケルビン以上上昇しないか確認する。
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１ 住戸等間延焼の検証

⑴ 想定出火住戸等を定める。

（平面図）

⑵ 等価開口部を設定する。

〔等価開口部の求め方〕

① 高さは開口部Ａ，Ｂ，Ｃの最大の高さ：2ｍ

② 面積は開口部Ａ，Ｂ，Ｃの面積の合計：3.72 ㎡

③ したがって、幅は 3.72÷2＝1.86ｍ

④ 中心位置は面積重心：左破線を基準として面積重心を求めると、

0.96×0.6（開口部Ａ）＋1.8×3.1（開口部Ｂ）＋0.96×5.7（開口部Ｃ）＝3.72×L（等価

開口部）となることから左破線より右側に L＝3.13ｍ（高さ１ｍ）が中心点となる。

火災

住戸等

光庭

3.1ｍ
0.6ｍ

5.7ｍ
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（平面図）

⑶ 等価開口部から噴出する熱気流の高さを求める。

○Ｌ＝1.52ＨＸ ＝1.52╳2.0 ＝3.04(ｍ）

⑷ 等価開口部から噴出する熱気流の面積を求める。

○Ｓ＝ＬＷ ＝3.04╳1.86 ＝5.65 (㎡）

火災
住戸等

光庭

ｍ
等価開口部の中心線
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⑸ 受熱面に対する等価開口部から噴出する熱気流の面の形態係数を求める。

（平面図）

Cosβ1Cosβ２

○Ｆ＝ Ｓ 

πｄ２

Cosβ1＝6.10 ／ 6.59＝0.93

Cosβ2＝2.50 ／ 6.59＝0.38

0.93×0.38
  ＝ 5.65 ＝0.0145 

π×6.59２

⑹ 火災住戸等の火炎等の輻射熱により、開口部が受ける熱量が 10kW／㎡以上か確認する。

○ｑ＝100F ＝100×0.0145 ＝1.45（kW ／㎡）

判定：1.4５＜10（kW／㎡）

火災

住戸等

光庭

等価開口部の中心線

ｍ
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（計算プログラムにより実施した場合）住戸等間延焼の検証
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２ 避難光庭を経由して避難する者の安全性の検証

⑴ 想定出火住戸等を定める。 

（平面図）

⑵ 等価開口部を設定する。 

〔等価開口部の求め方〕

① 高さは開口部Ａ，Ｂ，Ｃの最大の高さ：2ｍ

② 面積は開口部Ａ，Ｂ，Ｃの面積の合計：3.72 ㎡

③ したがって、幅は 3.72÷2＝1.86ｍ

④ 中心位置は面積重心：左破線を基準として面積重心を求めると、

0.96×0.6(開口部Ａ)＋1.8×3.1(開口部Ｂ)＋0.96×5.7(開口部Ｃ)＝3.72×L(等価開口部）

となることから左破線より右側に L＝3.13ｍ（高さ１ｍ）が中心点となる。

火災
住戸等

光庭

ｍ
ｍ
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（平面図）

⑶ 等価開口部から噴出する熱気流の高さを求める。

○Ｌ＝1.52ＨＸ ＝1.52×2.0 ＝3.04（ ｍ）

⑷ 等価開口部から噴出する熱気流の面積を求める。

○Ｓ＝ＬＷ ＝3.04×1.86 ＝5.65（ ㎡）

火災

住戸等

光庭

3.13ｍ
等価開口部の中心線
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Ｓ ＝ 5.65 ＝0.0156

πｄ２ π×6.15２
Cosβ1Cosβ２ 0.99×0.13

πｄ２ π×27.9２

① 想定出火住戸等の等価開口部に最も近い非出火住戸等の出入口部分

Cosβ1Cosβ２ 0.85×0.53

πｄ２ π×7.19２

② 想定出火住戸等の等価開口部に正対する廊下で最短距離となる部分の廊下中央部

○Ｆ＝ ＝ ＝0.0023

③ 受熱量が大きくなると想定される廊下中央部（①又は②の部分における受熱量が３kW／

㎡に近い値となる場合に必要に応じて確認する。）

○Ｆ＝ Ｓ ＝ 5.65 ＝0.0061

(注) ③「受熱量が大きくなると想定される廊下中央部」0.0061＜①「想定出火住戸等の等価

開口部に最も近い非出火住戸等の出入口部分」0.0156 となった場合は、計算プログラムに

より検証する必要があること（受熱量が明らかに小さい避難経路２は、省略することがで

きる。）。

○Ｆ＝

Ｓ 5.65
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(平面図)
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（計算プログラムにより実施した場合）避難光庭を経由して避難する者の安全性の検証
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⑻ 避難光庭の高さを光庭の幅で除した値が 2.5 未満か確認する。 

（平面図）

○75.0 ／ 24.7 ＝3.04

2.5 以上となるため、３避難をする者が受ける煙に対する安全性の検証を行う。

光庭住戸等

住戸等

住戸等 住戸等 住戸等 住戸等 住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

住戸等

24.7

駐車場式
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○α＝ 1.2＋ ＝ 1.2＋ ＝1.79

３ 避難をする者が受ける煙に対する安全性の検証（避難光庭の高さと幅の比が 2.5 以上となっ

た場合に限る。）

⑴ 等価開口部から噴出する熱気流の発熱速度を求める。

○ＱＸ＝400ＡＸ ＨＸ ＝400×3.72 2.0 ＝2104.35（kW）

⑵ 避難光庭の底部に設けられる常時開放された開口部の給気開口率を求める。

Ｓa 10.00

Ｓｔ 627.38

⑶ 避難光庭における火災住戸等のすべての開口部から噴出する煙層の上昇温度を求める。

1.32 1.32

ｒ＋0.66 1.59＋0.66

⑷ 火災住戸等から噴出する煙層の温度が４ケルビン以上上昇しないか確認する。

Ｑｘ 2104.35
○ΔＴ＝2.06α ＝2.06×1.79 ＝ 2.88（ケルビン）

Ｄ 24.7

４ 判定

特定光庭には該当しない。

○ｒ＝100 ＝ 100 ＝1.59

3

5

3

5
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（計算プログラムにより実施した場合）避難をする者が受ける煙に対する安全性の検証
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特定光庭

３ 特定光庭が存する場合の基準等

特定光庭が存する場合にあっては、位置・構造告示第４第２号の規定によるほか、次によること。

⑴ 廊下又は階段室等が特定光庭に面し設けられる場合の当該特定光庭に面して設ける開口部 

廊下又は階段室等が特定光庭に面して設けられている場合において、当該特定光庭に面して設け

る開口部は、位置・構造告示第４第２号⑴によるほか、次によること。 

なお、当該開口部には、階段室に設けられた開口部は含まれないものであること。

ア 位置・構造告示第４第２号⑴イに規定する「特定光庭に面する一の開口部の面積が２㎡以下で

あり、かつ、一の住戸等の開口部の面積の合計が４㎡以下」は、第６－19 図の例によること。

なお、位置・構造告示第３第３号⑶の規定の例により設けられている換気口等は、開口部の面

積に含める必要はないこと。

イ 位置・構造告示第４第２号⑴ロに規定する「特定光庭の下端に設けられた開口部が、常時外気

に開放され、かつ、当該開口部の有効断面積の合計が、特定光庭の水平投影面積の１／５0 以上

であること」は、第６－２0図の例によること。

なお、開口部にガラリ等を設けた場合は、当該ガラリ等の有効開口率を乗じて得られた値とす

ること。

特定光庭 （平面図）

・開口部の条件

① 開口部ａは常時外気に開放

②開口部ａの有効断面積が面積ｂの１／ 50 以上

第６－19 図

：防火設備

廊下

住戸等

特定光庭

ｂａ
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⑵ 特定光庭に面する開口部（⑴に定めるものを除く。） 

特定光庭に面する開口部にあっては、位置・構造告示第４第２号⑵の規定によるほか、次による

こと。

ア 位置・構造告示第４第２号⑵ロに規定する「異なる住戸等の開口部の相互間の水平距離」は、

第６－２1 図の例により、計測すること。

第６－20 図

Ｌ

Ｈ

特定光庭

第６－21 図

0.9

：火災住戸等

1.5ｍ
基準の開口部
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イ 位置・構造告示第４第２号⑵ハに規定する「異なる住戸等の開口部の相互間の垂直距離」は、

第６－２２図及び第６－２３図の例により、計測すること。

（同一壁面上の例）

第６－22 図

ｍ0.9 0.9ｍ

：火災住戸等

（異なる壁面上の例）

第６－23 図

：火災住戸等
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ウ 位置・構造告示第４第２号⑵ニに規定する「一の開口部の面積が１㎡以下であり、かつ、一の

住戸等の一の階の開口部の面積の合計が２㎡以下であること」は、第６－２4 図の例によるこ

と。

なお、防火設備が設けられている換気口等は、開口部の面積に含める必要はないこと。

⑶ 特定光庭に面して給湯湯沸設備等を設ける場合は、位置・構造告示第４第２号⑶の規定によるほ

か、同号⑶ロに規定する「防火上有効な措置」とは、次のア及びイの措置をいうものであること。 

ア 給湯湯沸設備等は、次に定める基準に適合していること。

(ｱ) ガスの消費量が、７0kW（６0,000kcal）以下であること。

(ｲ) 一の住戸の用に供するものであること。

(ｳ) 密閉式（直接屋外から空気を取り入れ、かつ、廃ガスその他の生成物を直接屋外に排出する

燃焼方式及びその他室内の空気を汚染するおそれがない燃焼方式をいう。）で、バーナーが隠

ぺいされていること。

(ｴ) 密閉式以外の給湯湯沸設備を設置する場合は、光庭の高さ、大きさ、給湯湯沸設備の消費量

等から必要給気口面積が確保された場合、自然通気力により給排気を行う自然給排気式（ＢＦ

式）及び室内の空気を汚染するおそれがない燃焼方式（屋外式（ＲＦ式））とすることができ

るものであること。

(ｵ) 圧力調節器により、バーナーのガス圧が一定であること。

(ｶ) 過度に温度が上昇した場合において、自動的に燃焼を停止できる装置及び炎が立消えした場

合等において安全を確保できる装置が設けられていること。

イ 給湯湯沸設備等は、次に定める方法により設置すること。

(ｱ) 特定光庭から住戸等又は共用部分へ貫通する給湯湯沸設備等の配管は、当該配管と当該配管

を貫通させるために設ける開口部とのすき間を不燃材料で埋めること。この場合において「す

き間を不燃材料で埋める」は、第４区画貫通及び耐火性能１⑶ウ(ｱ)を準用すること。

(ｲ) (ｱ)の配管は、金属又はこれと同等以上の強度、耐食性及び耐熱性を有するものであること。

第６－24 図

：防火設備

住戸等

特定光庭

ｂａ
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第 7 必要とされる防火性能を有する消防

の用に供する設備等
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１ 必要とされる防火性能を有する消防の用に供する設備等とは、次に掲げる消防用設備等であるこ

と。

ア 住宅用消火器及び消火器具

イ 共同住宅用スプリンクラー設備

ウ 共同住宅用自動火災報知設備

エ 住戸用自動火災報知設備

オ 共同住宅用非常警報設備

カ 共同住宅用連結送水管

キ 共同住宅用非常コンセント設備

２ 住宅用消火器及び消火器具

住宅用消火器及び消火器具は、省令 40 号第３条第３項第１号の規定によるほか、次によること。

⑴ 住宅用消火器 

住宅用消火器は、省令 40 号第３条第３項第１号イの規定によるほか、次によること。

ア 住戸、共用室又は管理人室の玄関、台所等の容易に目に付く部分に設置すること。▲

イ 省令 40 号第３条第３項第１号ロただし書きに規定する「廊下、階段室等のうち、住宅用消火

器が設置された住戸、共用室又は管理人室に面する部分にあっては、消火器具を設置しないこと

ができる」とは、当該住戸、共用室又は管理人室の出入口から、歩行距離 20ｍ以下の廊下、階

段室、エレベーターホール、エントランスホールその他人が通行する用のみに供する部分をいう

ものであること。●（第７－１図参照）

ウ 次に掲げる部分には、住宅用消火器を設けることはできないこと。（第７－２図参照）

(ｱ) 倉庫、機械室その他これらに類する部分

(ｲ) 共用部分

(ｳ) 第２章第１政令別表第１に掲げる防火対象物の取り扱い５⑵みなし従属により、その独立

した用途に供される部分
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（住宅用消火器及び消火器具の併用設置が必要な例）

Ｌ：歩行距離 20ｍ以下

⑵ 消火器具 

消火器具は、省令 40 号第３条第３項第１号ロの規定によるほか、次によること。

ア 消火器具は、第４章第１消火器具を準用すること。

イ 消火器具を住戸、共用室及び管理人室の各部分から歩行距離 20ｍ以下となるよう共用部分に

設置した場合は、住戸、共用室又は管理人室の住宅用消火器の設置を要しないものであること。

（第７－３図参照）

（住宅用消火器の設置を免除することができる例）

歩行距離 20ｍ以下
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３ 共同住宅用スプリンクラー設備

共同住宅用スプリンクラー設備は、省令 40 号第３条第３項第２号の規定によるほか、第８共同住

宅用スプリンクラー設備に定めるところによること。

４ 共同住宅用自動火災報知設備

共同住宅用自動火災報知設備は、省令 40 号第３条第３項第３号の規定によるほか、第９共同住宅

用自動火災報知設備に定めるところによること。

５ 住戸用自動火災報知設備及び共同住宅用非常警報設備

住戸用自動火災報知設備及び共同住宅用非常警報設備は、省令 40 号第３条第３項第４号の規定に

よるほか、第 10 住戸用自動火災報知設備及び共同住宅用非常警報設備に定めるところによること。

６ 共同住宅用連結送水管

共同住宅用連結送水管は、省令 40 号第５条第１項及び第２項第１号の規定によるほか、次による

こと。

⑴ 主な構成 

ア 地階を除く階数が 10 以下の階段室型特定共同住宅等に設けるもの（第７－４図参照）
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：常時閉

イ 地階を除く階数が 11 以上の階（以下この項において「高層階」という。）の階段室型特定共同

住宅等に設けるもの（第７－５図参照）

第７－５図
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⑵ 送水口

送水口は、省令 40 号第５条第２項第１号ハにおいて準用する政令第 29 条第２項第３号並びに省

令第 31 条第１号及び第３号から第４号の２までの規定によるほか、第４章第 20 連結送水管２⑴を

準用すること。

⑶ 配管等

配管、管継手及びバルブ類（以下この項において「配管等」という。）は、省令 40 号第５条第２

項第１号ハにおいて準用する政令第 29 条第２項第２号並びに省令第 31 条第５号の規定によるほ

か、第４章第 20 連結送水管２⑵を準用すること。 

⑷ 放水口

放水口は、省令 40 号第５条第２項第１号イ及びロの規定によるほか、次によること。

ア 放水口は、第４章第 20 連結送水管２⑶を準用すること。 

イ 省令 40 号第５条第２項第１号ロに「３階及び当該階から上方に数えた階数３以内ごと」と規

定されているが、高層階に設ける放水口は、11 階を起点として上方に数えた階数３以内ごとに

設けること。▲

ウ 省令 40 号第５条第２項第１号ロに規定する「特定共同住宅等の各部分」とは、特定共同住宅

等のバルコニー等の部分を含むものであること。

エ 高層階に設ける放水用器具を格納した箱は、第４章第 20 連結送水管３⑷（ウアを除く。）を準

用すること。

なお、一の放水口の位置ごとに設けること。

オ 高層階に設ける放水用器具は、第４章第 20 連結送水管３⑸を準用すること。 

カ メゾネット型住戸等が存する部分に放水口を設置する場合は、階数３以内ごとに設置し、か

つ、当該特定共同住宅等の各部分から歩行距離 50ｍ以下となるように当該住戸の主たる出入口

が面する階段室等に設けること。●（第７－６図参照）

  ⑸ 省令 40 号第５条第２項第１号ハにおいて準用する省令第 30 条の４第１項の主管の内径を

100 ㎜未満にすることができる防火対象物は、第４章第 20 連結送水管４を準用すること。

第７－６図

放水口

歩行距離 50ｍ以下

メゾネット型住戸等

階段室
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⑹ 設計送水圧力 

設計送水圧力は、第４章第 20 連結送水管５を準用すること。

⑺ 配管等の摩擦損失計算 

消防用ホース及び配管等の摩擦損失計算は、摩擦損失計算告示によるほか、第４章第 20 連結送

水管６を準用すること。

⑻ 貯水槽等の耐震措置 

省令 40 号第５条第２項第１号ハにおいて準用する省令第 31 条第 10 号の規定よる貯水槽等の耐

震措置は、第４章第 20 連結送水管７を準用すること。

⑼ 非常電源及び配線等 

非常電源及び配線等は、省令 40 号第５条第２項第１号ハにおいて準用する省令第 31 条第７号の

規定によるほか、第４章第 20 連結送水管８を準用すること。

⑽ 総合操作盤 

省令 40 号第５条第２項第１号ハにおいて準用する省令第 31 条第９号に規定する総合操作盤は、

第４章第 24 総合操作盤によること。

７ 共同住宅用非常コンセント設備

共同住宅用非常コンセント設備は、省令 40 号第５条第２項第２号の規定によるほか、次に定める

ところによること。

⑴ 設置位置等 

設置位置等は、省令 40 号第５条第２項第２号イ及びロの規定によるほか、次によること。

ア 設置位置等は、第４章第 21 非常コンセント設備２を準用すること。

イ 省令 40 号第５条第２項第２号ロに規定する「11 階及び当該階から上方に数えた階数３以内ご

と」は、高層階に設ける共同住宅用連結送水管の放水用器具を格納した箱又はその直近に設置

すること。

ウ 省令 40 号第５条第２項第２号ロに規定する「特定共同住宅等の各部分」とは、特定共同住宅

等のバルコニー等の部分を含むものであること。

エ 階段室型特定共同住宅等の一部にメゾネット型住戸等が存する部分に共同住宅用非常コンセン

ト設備を設置する場合は、前６⑷カによること。 

⑵ 電気の供給容量 

電気の供給容量は、省令 40 号第５条第２項第２号ハにおいてその規定の例によることとされて

いる政令第 29 条の２第２項第２号並びに省令第 31 条の２第６号及び第７号の規定によるほか、次

によること。

ア 電気の供給容量は、第４章第 21 非常コンセント設備３（⑴を除く。）を準用すること。 

イ 非常コンセント設備の電気の供給容量は、一の回路につき、単相交流 100Ｖで 15Ａ以上の容量

とすること。

⑶ 非常コンセント

省令 40 号第５条第２項第２号ハにおいてその規定の例によることとされている省令第 31 条の２
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第３号に規定する非常コンセントのプラグ受けは、第４章第 21 非常コンセント設備４を準用する

こと。

⑷ 接地

省令 40 号第５条第２項第２号ハにおいてその規定の例によることとされている省令第 31 条の２

第４号に規定する接地工事は、第４章第 21 非常コンセント設備５を準用すること。

⑸ 保護箱等

保護箱（非常コンセントを収納した箱をいう。）及び設置の標示は、省令 40 号第５条第２項第２

号ハにおいてその規定の例によることとされている省令第 31 条の２第２号及び第９号の規定によ

るほか、第４章第 21 非常コンセント設備６を準用すること。

⑹ 常用電源及び配線

常用電源及び配線は、省令 40 号第５条第２項第２号ハにおいてその規定の例によることとされ

ている省令第 31 条の２第５号及び電気工作物に係る法令の規定によるほか、第４章第 21 非常コン

セント設備７を準用すること。

⑺ 非常電源及び配線

省令 40 号第５条第２項第２号ハにおいてその規定の例によることとされている省令第 31 条の２

第８号に規定する非常電源及び非常電源回路の配線は、第 23 非常電源によること。

⑻ 総合操作盤

省令 40 号第５条第２項第２号ハにおいてその規定の例によることとされている省令第 31 条の２

第 10 号に規定する総合操作盤は、第 24 総合操作盤によること。



岳南広域消防本部消防用設備等に関する審査・指導マニュアル

第８ 共同住宅用スプリンクラー設備 7-1391

第 8 共同住宅用スプリンクラー設備



岳南広域消防本部消防用設備等に関する審査・指導マニュアル

7-1392 第５章 特定共同住宅等

１ 主な構成（第８－１図参照）
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２ 加圧送水装置

加圧送水装置（圧力水槽を用いるものを除く。）は、次によること。

⑴ ポンプを用いる加圧送水装置 

ア 設置場所

設置場所は、17 号告示第２第 12 号⑴に規定する「点検に便利で、かつ、火災等の災害による

被害を受けるおそれの少ない個所に設けること」は、第４章第２屋内消火栓設備３⑴を準用する

こと。

イ 機器

機器は、17 号告示第２第 12 号において準用する省令第 14 条第１項第 11 号（ハ(ｲ)を除く。）

の規定によるほか、第４章第２屋内消火栓設備３⑵を準用すること。 

ウ 設置方法

設置方法は、17 号告示第２第 12 号において準用する省令第 14 条第１項第 11 号（ハ(ｲ)を除

く。）の規定によるほか、第４章第２屋内消火栓設備３⑶を準用すること。 

エ スプリンクラーヘッドにおける放水圧力が 1.0MPa を超えないための措置

17 号告示第２第 12 号において準用する省令第 14 条第１項第 11 号ニに規定する「スプリンク

ラーヘッドにおける放水圧力が 1.0MPa を超えないための措置」は、第４章第２屋内消火栓設備

３⑷（ウを除く。）を準用すること。 

⑵ 高架水槽を用いる加圧送水装置 

ア 設置場所

17 号告示第２第 12 号⑴に規定する「点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受ける

おそれの少ない個所に設けること」は、第４章第２屋内消火栓設備３の２⑴を準用すること。 

イ 機器

機器は、17 号告示第２第 12 号において準用する省令第 14 条第１項第 11 号（ハ(ｲ)を除く。）

の規定によるほか、第４章第２屋内消火栓設備３の２⑵を準用すること。 

ウ 設置方法

設置方法は、17 号告示第２第 12 号において準用する省令第 14 条第１項第 11 号（ハ(ｲ)を除

く。）の規定によるほか、第４章第２屋内消火栓設備３の２⑶を準用すること。 

エ スプリンクラーヘッドにおける放水圧力が 1.0MPa を超えないための措置

17 号告示第２第 12 号において準用する省令第 14 条第１項第 11 号ニに規定する「スプリンク

ラーヘッドにおける放水圧力が 1.0MPa を超えないための措置」は、第４章第２屋内消火栓設備

３の２⑷を準用すること（３⑷ウを除く。）。 

３ 水源

水源は、省令 40 号第３条第３項第２号ニの規定によるほか、第４章第２屋内消火栓設備４を準用

すること。

４ 配管等

配管、管継手及びバルブ類（以下この項において「配管等」という。）は、17 号告示第２第 11 号

において準用する省令第 14 条第１項第 10 号（各号列記以外の部分に限る。）の規定によるほか、次

によること。
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⑴ 配管

配管は、第４章第２屋内消火栓設備５⑴を準用するほか、配管の管径は、５配管等の摩擦損失計

算により、水力計算で算出された呼び径とするほか、流水検知装置二次側から分水ヘッダーまでの

間の呼び径は、32Ａ以上とすること。●（第８－２図参照）

⑵ 管継手

管継手は、第４章第２屋内消火栓設備５⑵を準用するほか、次によること。 

ア 消火設備用巻出し管継手は、金属製管継手等告示に適合するもの若しくは認定品のものとする

こと。●

イ 分水ヘッダーは、合成樹脂管等告示に適合するもの又は認定品のものとすること。●

⑶ バルブ類

バルブ類は、第４章第２屋内消火栓設備５⑶を準用すること。 

⑷ 配管内の充水

配管内には、補助用高架水槽又は補助ポンプにより常時充水しておくこと。

この場合の補助用高架水槽又は補助ポンプは、第２屋内消火栓設備５⑷（ア(ｱ)及び(ｳ)を除く。）

を準用するほか、次によること。

ア 補助用高架水槽から主管までの配管は、呼び径 40Ａ以上のものとすること。

イ 補助用高架水槽の有効水量は、0.5 ㎥以上とすること。 

ただし、当該水槽の水位が低下した場合に呼び径 25Ａ以上の配管により自動的に給水できる

装置を設けた場合には、当該水量を 0.2 ㎥以上とすることができる。 

５ 配管等の摩擦損失計算

配管等の摩擦損失計算は、摩擦損失計算告示によるほか、第２屋内消火栓設備６を準用すること。

第８－２図

小区画型ヘッド

分水ヘッダー

32Ａ以上
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６ スプリンクラーヘッドの設置

スプリンクラーヘッドの設置は、省令 40 号第３条第３項第２号ロ及びハ並びに 17 号告示第２第１

号の規定によるほか、次によること。

⑴ 省令 40 号第３条第３項第２号ロに規定する「収納室（室の面積が４㎡以上のものをいう。以下

この章において「収納等」という。）」には、収納庫、物入れ及び押入れを含むこと。（第８－３図

参照）

⑵ メゾネット型住戸等のメゾネット部分の階層が 11 階以上の階となる場合については、当該メゾ

ネット型住戸等全体にスプリンクラーヘッドを設置すること。（第８－４図参照）

第８－４図

階

階 メゾネット型住戸等

流水検知装置等
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⑶ 小区画型ヘッドの設置 

ア 17 号告示第２第１号⑵の規定に「デフレクターから下方 0.45ｍ以内で、かつ、水平方向の壁

面までの範囲には、著しく散水を妨げるものが設けられ、又は置かれていないこと」とされてい

るが、天井面下 0.5ｍまでの範囲を有効に濡らすことが必要であることから、当該範囲には、著

しく散水を妨げるものが設けられ、又は置かれていないこと。▲（第８－５図参照）

イ 17 号告示第２第 1 号⑵に規定する「壁面」とは、小区画型ヘッドから水平方向の壁、はり又

はたれ壁をいうものであること。

ウ  天井に設ける家庭用照明器具等は、17 号告示第２第 1 号⑵に規定する「著しく散水を妨げる

もの」には、含まれないものであること。

エ 配置形

小区画型ヘッドの配置は、原則として格子配置（正方形又は矩形）とすること。▲

なお、17 号告示第２第１号⑶の規定に「防護される部分の面積が 13 ㎡以下となるように設け

ること」とあることから、一のヘッドあたりの防護面積が広く、かつ、単位面積当たりの散水量

が低下する千鳥配置は行わないこと。（第８－６図参照）

（格子配置の例）

：小区画型ヘッド

ｒ ：有効散水半径ｒ2.6ｍ 

第８－６図

オ 周囲の環境

作動遅れ又は誤作動の要因となる空調吹出口付近等の位置を避けて設置すること。▲

第８－５図

配管

天井面

水平方向の壁面又ははりまでの範囲
（2.6ｍ以下）

0.3ｍ以下

ｍ以内0.45 0.5ｍ以内

小区画型ヘッド

著しく散水を妨げるも

のが設けられ、又は置

かれていないこと。

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ
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カ 相互間隔

小区画型ヘッドは、スプリンクラーヘッド相互の設置間隔が３ｍ以下とならないように設置す

ること。▲

ただし、設置上３ｍ以上離すことができない場合であって、当該ヘッドに被水防止板の設置、

又は、製造者等の仕様書、取扱説明書等により、当該ヘッドの散水パターンを確認の上、隣接ヘ

ッドが濡れない距離とするなどの措置が講じられている場合は、この限りでない。

キ 保護

小区画型ヘッドは、設置場所の環境状態によりヘッド部分の破損が懸念される場合は、必要に

応じ外部からの衝撃を防止するための保護用プロテクターを設置するなどの措置を講じること。

▲

ク はり、たれ壁等がある場合

はり、たれ壁がある場合は、第４章第３スプリンクラー設備８⑺を準用すること。 

ケ 著しく散水を妨げるものがある場合

著しく散水を妨げるものがある場合は、第４章第３スプリンクラー設備８⑼を準用すること。 

コ 傾斜天井等の配置間隔

傾斜天井等の配置間隔は、第４章第３スプリンクラー設備８⑽を準用すること。 

７ 制御弁

制御弁は、17 号告示第２第２号の規定によるほか、次によること。

⑴ 17 号告示第２第２号⑵に規定する「みだりに閉止できない措置」は、第４章第３スプリンクラ

ー設備９⑷を準用すること。 

⑵ 17 号告示第２第２号⑶に規定する「共同住宅用スプリンクラー設備の制御弁である旨の表示」

は、次によること。（第８－７図参照）

ア 制御弁である旨の表示の大きさは、短辺 10 ㎝以上、長辺 30 ㎝以上とすること。●

イ 地を赤色、文字を白色とし、気候等の環境変化により容易に劣化、変色、退色、変形等が生じ

ないものであること。▲

第８－７図

廊下

住戸 住戸 住戸 住戸

制 御 弁

地を赤色、文字を白色とする

こと。
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⑶ 17 号告示第２第２号⑶に規定する「住戸、共用室又は管理人室のものであるかを識別できる標

識」とは、住戸、共用室又は管理人室の制御弁に各々標識を設置することをいう。（第８－８図参

照）

① ②

８ 自動警報装置

自動警報装置は、17 号告示第２第３号の規定によるほか、次によること。

⑴ 流水検知装置は、呼び径 40 以上のものを用いること。▲

⑵ 発信部に流水検知装置を用いる場合は、次によること。

ア 流水検知装置をパイプシャフト、パイプダクトその他これらに類するものの中に設置する場合

は、ガス機器及びその配管と混在させないこと。

ただし、当該流水検知装置に防爆工事等の安全措置を講じた場合を除く。

イ 一のメゾネット型住戸等に設置する流水検知装置は、一の流水検知装置を設置することで二の

階を受け持つことができるものであること。

⑶ 受信部（表示装置） 

表示装置を設ける場合は、次によること。

ア 一の放水区域の面積は、各階ごとに行うものとした上で、1500 ㎡以下、一辺の長さは 50ｍ以

下とすること。▲（第８－９図参照）

ただし、次の(ｱ)から(ｴ)までのすべての基準を満たすものについては、表示区域の面積を 1500

㎡ 以下とし、一辺の長さを 100ｍ以下とすることができる。

(ｱ) 共同住宅用自動火災報知設備が設置されていること。

(ｲ) 共同住宅用スプリンクラー設備のスプリンクラーヘッドが開放した旨の信号を共同住宅用

自動火災報知設備の住棟受信機に表示すること。

(ｳ) 一の放水区域が各階ごとに表示されること。

(ｴ) 流水検知装置が設置されている住戸、共用室及び管理人室が識別できるよう表示されるこ

と。

イ 表示装置の設置場所

表示装置の設置場所は、17 号告示第２第３号⑷ロの規定によるほか、次によること。 

(ｱ) 17 号告示第２第３号⑷ロ(ｲ)に規定する「省令第 12 条第１項第８号に規定する防災センター

等」とは、第４章第 10 自動火災報知設備４⑴アを準用（ただし書きを除く。）すること。 

(ｲ) 17 号告示第２第３号⑷ロ(ﾛ)に規定する「管理人室に常時人がいない場合は、スプリンクラ

制 御 弁 制 御 弁
共同住宅用

スプリンクラー設備

共同住宅用

スプリンクラー設備

○○○号室 集会室



岳南広域消防本部消防用設備等に関する審査・指導マニュアル

第８ 共同住宅用スプリンクラー設備 7-1399

ーヘッドが開放した旨の表示を容易に確認できる場所に設けること」は、次のいずれかによる

こと。●

ａ 常時人がいない管理人室の出入口が外部から容易に開錠できる構造であるもの

ｂ 常時人がいない管理人室の出入口がスプリンクラーヘッドの開放時に、自動的に開錠する

構造であるもの

ｃ 常時人がいない管理人室内の表示装置が、スプリンクラーヘッドが開放した旨の表示を外

部から容易に確認できる場所に設けたもの

ｄ ａからｃまでのほか、共用部分からスプリンクラーヘッドが開放した旨の表示を容易に確

認できる場所に設けたもの

ウ 17 号告示第２第３号⑸に規定する「受信部のある場所相互間で同時に通話することができる

設備」は、第４章第 10 自動火災報知設備４⑴キ（(ｱ)を除く。）を準用すること。

：床面積（放水区域の面積 1,500 ㎡以下） 

第８－９図
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⑷ 表示器

表示器は、17 号告示第２第 13 号の規定及び同規定においてその例によることとされる 18 号告示

第３第 10 号によるほか、第４章第９共同住宅用自動火災報知設備９を準用すること。

⑸ 音声警報装置

音声警報装置は、17 号告示第２第３号⑴及び⑹の規定によるほか、次によること。（第８－１表

参照）

ア 共同住宅用受信機の主音響装置が、17 号告示第２第３号⑹ハに適合するものである場合、当

該住戸、共用室及び管理人室に設ける音声警報装置に該当するものであること。

イ 音声警報装置は、音圧の音響効果を妨げる障害物のない位置に設けること。

ウ 住戸、共用室及び管理人室の部分に設ける場合

17 号告示第２第３号⑹ロ(ｲ)に規定する「有効に音声警報が伝わらないおそれがある部分」と

は、メゾネット型住戸等又は床面積が 150 ㎡を超える住戸、共用室及び管理人室をいう。

したがって、当該住戸、共用室及び管理人室の部分には、補助音響装置（住戸、共用室又は管

理人室にいる者に対し、有効に音声警報を伝達するために、流水検知装置又は圧力検知装置から

スプリンクラーヘッドが開放した旨の信号を受信し、補助的に音声警報を発する装置をいう。以

下この項において同じ。）を設置する必要があること。●

エ 住戸、共用室及び管理人室以外の部分に設ける場合

(ｱ) 第４章第 14 非常警報設備２⑾（カを除く。）を準用すること。 

(ｲ) 17 号告示第２第３号⑹ロ(ﾛ)に規定する「直接外気に開放された共用部分」とは、常時外気

に直接開放されている部分から５ｍ未満の範囲の部分をいうものであること。（第８－10 図参

照）

〔Ｌ：常時外気に開放されている部分から５ｍ未満の部分( の部分）の例〕

※ 常時外気に開放されている部分の開口部は、煙の排出に影響のない高さを有すること。

第８－10 図

4 面開放 3 面開放

2 面開放 2 面開放

1 面開放
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オ 音声警報音

(ｱ) 音声警報音のメッセージは、次の例又はこれに準ずるものとすること。●

ａ 火災が発生した住戸、共用室及び管理人室

「火事です。火事です。火災が発生しました。安全を確認のうえ避難してください。」

（男声）

ｂ 出火階

「火事です。火事です。○○で火災が発生しました。安全を確認のうえ避難してくださ

い。」（男声）

ｃ 直上階

「火事です。火事です。○階で火災が発生しました。安全を確認のうえ避難してくださ

い。」（男声）

(ｲ) 前(ｱ)ｂ及びｃの「火災が発生した場所」は、具体的な住戸、共用室又は管理人室の名称、部

屋番号、階層とすること。●

なお、特定共同住宅等の形態から、「火災が発生した場所」を容易に特定できる場合につい

ては、「この近所」とすることができる。

また、火災が発生した住戸、共用室及び管理人室は、音声警報メッセージの内容から発生場

所を省略することができる。

カ 音声警報を発する区域

音声警報を発する区域（以下この章において「警報区域」という。）は、次によること。

(ｱ) 階段室型特定共同住宅等

ａ 17 号告示第２第３号⑹ニ(ｲ)に規定する「６以上の階にわたらない部分」には、第８－12

図の例に示すよう、メゾネット型住戸等が存する場合は、主たる出入口以外の階を含めない

ものとして、一の警報区域を設定することとして差し支えないこと。

ｂ 17 号告示第２第３号⑹ニ(ｲ)の規定により、階段室型特定共同住宅等の警報区域として、

一の警報区域に面するエレベーター昇降路を含むこととされているが、エレベーター籠内又

は各階のエレベーター昇降路部分から水平距離８ｍ以内に設置された住戸、共用室及び管理

人室以外の部分に設ける音声警報装置により包含され、かつ、警報区域が設定されている場

合は、当該部分に音声警報装置を設置しないことができる。（第８－11 図参照）

第８－11 図

住戸等 住戸等

水平距離８ｍ以内に設置された各階の音声

警報装置により８ｍ包含されている場合、

エレベーター昇降路又はエレベーター籠内

に音声警報装置を設置しないことができる。
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ＩＰ 共同住宅用受信機 補助音響装置

ｄ 表示器 スピーカー

第８－12 図
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(ｲ) 廊下型特定共同住宅等

区分鳴動方式とし、次に示す鳴動方式とすること。（第８－13 図参照）

ただし、この場合において 11 階以下の住戸、共用室及び管理人室に共同住宅用スプリンク

ラー設備又は共同住宅用自動火災報知設備が設けられていること。

ａ 火災が発生した住戸、共用室及び管理人室の存する階が２階以上の階の場合にあっては、

出火階及びその直上階

ｂ 火災が発生した住戸、共用室及び管理人室の存する階が１階に存する場合にあっては、出

火階及びその直上階及び地階

ｃ 火災が発生した住戸、共用室及び管理人室の存する階が地階に存する場合にあっては、出

火階及びその直上階及びその他の地階並びに１階▲

ａによる場合 ｂによる場合 ｃによる場合

5F 5F 5F 5F

4F 4F 4F 4F

3F 3F 3F 3F

2F 2F 2F 2F

1F 1F 1F 1F

B1F B1F B1F B1F

B2F B2F B2F B2F

◎印は、火災が発生した住戸、共用室及び管理人室を示す。

○印は、同時鳴動階を示す。

△印は、地階部分の鳴動と同時に鳴動させることができるよう指導すること。

第 8－13 図

第 8－１表（特定共同住宅等に設置する音声警報装置）

設置場所等
スピーカー

の種別
音 圧 設 置 方 法

住戸、共用室及び管理人室 － 70dB 以上

150 ㎡を超える住戸等又はメゾネッ

ト型住戸等には補助音響装置を設け

ること。

警報区域が100㎡を超える部分（住

戸、共用室、管理人室、階段及び

傾斜路を除く。）

L 級 92dB 以上

放送区域の各部分から一の音響警報

装置までの水平距離が 10ｍ以下とな

るように設けること。

ただし、次の音声警報区域で隣接

する他の音声警報区域の音声警報装

置までの水平距離が 8ｍ以下であれ

ば設置不要。

① 居室及び居室から地上に通じる

主たる廊下、その他の通路で 6

㎡以下の部分

② その他の部分で30㎡以下の部分

警報区域が 50 ㎡を超え 100 ㎡以下

の部分（住戸、共用室、管理人

室、階段室及び傾斜路を除く。）

M 級
87dB 以上

92dB 未満

警報区域が 50 ㎡以下の部分（住

戸、共用室、管理人室、階段及び

傾斜路を除く。）

S 級
84dB 以上

87dB 未満

階段又は傾斜路 L 級 92dB 以上
垂直距離 15m につき 1 個以上設ける

こと。

※ 直接外気に開放された共用部分はスピーカーの設置を省略できる。
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⑹ 警報回路の構成 

警報回路の構成は、住戸、共用室又は管理人室に共同住宅用スプリンクラー設備を設ける場合

に、スプリンクラーヘッドが開放した旨の信号を遅滞なく表示装置又は住棟受信機に送ることがで

きる場合については、第８－14 図による構成とすることができる。

（警報回路の構成例）

※ 共同住宅用自動火災報知設備が設置される場合は、第９共同住宅用自動火災報知設備７⑻ 

によることもできる。

第８－14 図

９ 起動装置

起動装置は、17 号告示第２第９号によるほか、第４章第３スプリンクラー設備 11 を準用するこ

と。

10 試験弁

流水検知装置又は圧力検知装置の二次側配管に設ける流水検知装置又は圧力検知装置の作動を試験

するための弁（以下この項において「試験弁」という。）は、17 号告示第２第７号の規定によるほ

か、次によること。

⑴ 同一階に補助散水栓が設けられている場合の当該配管に設ける試験弁は、当該流水検知装置の検

知流量定数に相当する放水性能を有するオリフィス等の試験用放水口を設ければ足りるものである

こと。

⑵ 試験弁に接続する排水用の配管は、防火対象物の排水槽又は屋外等へ放流できるように設けるこ

と。▲

⑶ 試験弁は、流水検知装置と一体化されたもの又は流水検知装置の二次側配管より分岐して設ける

こと。▲

また、接続する配管は、流水検知装置の放水機能試験に支障のないものとすること。

⑷ 試験弁の二次側に設けるオリフィス口径は、小区画型ヘッドの放水性能を有するものとするこ

と。

共同住宅用スプリンクラー設備

制御弁

Ω

自動警報装置

流水検知装置又は

圧力検知装置

警報信号

終端器

表示装置
又は

住棟用受信機

共同住宅用受信機
又は

中継器

スプリンクラー

ヘッドが開放し

た旨の信号
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11 送水口

送水口は、省令 40 号第３条第３項第２号トの規定によるほか、次によること。

⑴ 機器

機器は、第４章第３スプリンクラー設備 13⑴を準用すること。 

⑵ 設置方法

設置方法は、第４章第３スプリンクラー設備 13⑵（イ及びオを除く。）を準用するほか、次によ

ること。

ア 省令 40 号第３条第３項第２号トに規定する「消防ポンプ自動車が容易に接近することができる

位置」とは、特定共同住宅等のエントランスホール付近で、前面道路等から送水口の位置が容易

に識別でき、かつ、ホースを容易に接続できる位置とするなど消防活動に有効な位置とするこ

と。●

イ 送水口に接続する配管は、呼び径 50Ａ以上とすること。▲

12 補助散水栓

補助散水栓を設ける場合は、次によること。

⑴ 第４章第３スプリンクラー設備 14 を準用すること。

⑵ 屋内消火栓設備を設置しなければならない特定共同住宅等で、11 階以上の階に共同住宅用スプリ

ンクラー設備を設置し、10 階以下の階を補助散水栓により包含し、かつ、補助散水栓使用時に、表

示装置又は住棟受信機に加圧送水装置の始動表示及び使用部分の表示ができる構造とした場合につ

いては、屋内消火栓を設置しないことができる。（第８－15 図参照）

第８－15 図

表示装置又は住棟受信機

加圧送水装置の始動表示及び

使用部分の表示ができる構造

とした場合については、屋内

消火栓を設置しないことがで
きる。

リミットスイッチ等
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13 表示及び警報

表示及び警報は、17 号告示第２第６号によるほか、次の表示及び警報（ベル、ブザー等）を防災

センター等にできるものであること（17 号告示第２第 14 号の規定により総合操作盤が設けられてい

る場合を除く。）。▲

ア 加圧送水装置の作動（ポンプ等の起動、停止等の運転状況）の状態表示

イ 呼水槽の減水状態の表示及び警報（呼水槽に設けた当該水槽の有効水量が２分の１に減水した

際に警報を発する減水警報装置によるもの）

ウ 水源水槽の減水状態の表示及び警報（水源水槽に減水警報装置を設けた場合に限る。）

エ 補助用高架水槽の減水状態の表示及び警報（補助用高架水槽に減水警報装置を設けた場合に限

る。）

14 貯水槽等の耐震措置

17 号告示第２号第 15 号の規定によるほか、第４章第２屋内消火栓設備 11 を準用すること。

15 非常電源及び配線等

非常電源及び配線等は、省令 40 号第３条第３項第２号ヘの規定によるほか、次によること。

⑴ 非常電源等

非常電源及び非常電源回路の配線等は、第４章第 23 非常電源によること。

⑵ 警報及び表示の非常電源の容量

警報及び表示の非常電源の容量は、17 号告示第２第８号の規定によるほか、共同住宅用スプリン

クラー設備を設置する住戸、共用室又は管理人室の数が５未満である場合は、当該規定の例によら

ず、当該住戸等分の非常電源の容量で足りるものであること。

⑶ 常用電源回路の配線

常用電源回路の配線は、第２屋内消火栓設備 12⑵を準用すること。 

⑷ 配線

非常電源回路、操作回路の配線、表示装置（住棟用受信機を設ける場合は受信機）から流水検知

装置又は圧力検知装置までの配線並びに流水検知装置又は圧力検知装置から表示器、音声警報装置

及び補助音響装置までの配線は、次によること。（第８－16 図参照）

ア 非常電源回路

耐火配線を使用すること。

ただし、次のいずれかに該当する部分に設置する配線は、火災により直接影響を受けるおそ

れのない部分として、耐熱配線とすることができるものであること。

(ｱ) 準不燃材料の床、壁又は天井により隠蔽された部分

(ｲ) メーターボックス

(ｳ) パイプシャフトその他これらに類するもの

イ 操作回路

耐熱配線とすること。

ウ 表示装置から流水検知装置又は圧力検知装置までの回路

耐熱配線とすること。
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エ 流水検知装置又は圧力検知装置から表示器までの回路

耐熱配線とすること。

オ 流水検知装置又は圧力検知装置から音声警報装置までの回路

耐熱配線とすること。

カ 音声警報装置から補助音響装置までの回路

耐熱配線とすること。

備考１：蓄電池が内蔵されている場合、一次側配線（※１）は、一般配線として差し支えない。

２：受信部（表示装置）の予備電源により規定容量が供給できる場合は、非常電源装置（※

２）を設置しないことができる。

第８－16 図
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16 総合操作盤

17 号告示第２第 14 号において準用する省令第 14 条第１項第 12 号に規定する総合操作盤は、第４

章第 24 総合操作盤によること。

ただし、特定共同住宅等のうち、監視及び制御する設備が特定共同住宅等における必要とされる防

火安全性能を有する消防の用に供する設備等のみで、表示装置、住棟受信機等に表示を並列すること

で、監視及び制御が行える場合は、政令第 32 条の規定を適用し、総合操作盤を設置しないことがで

きること。

17 特定福祉施設等

省令 40 号第３条第４項第１号ロの規定により、地階を除く階数が 10 以下の階に存する特定福祉施

設等に特定施設水道連結型スプリンクラー設備を設置する場合は、第４章第３の５特定施設水道連結

型スプリンクラー設備を準用すること。
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第 9 共同住宅用自動火災報知設備
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１ 主な構成（第９－１図参照）

備考１：管理人室に住棟受信機を設ける場合は、共同住宅用受信機（※１）を設けないことが

できる。

２：住棟受信機（※２）に音声警報機能がない場合、別に音声警報装置を設置する必要が

ある。

第９－１図
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２ 警戒区域

警戒区域は、省令 40 号第３条第３項第３号イ及びロ並びに 18 号告示第３第１号の規定によるほ

か、次によること。

⑴ 警戒区域の面積の算出

警戒区域の面積の算出は、第４章第 10 自動火災報知設備３⑴を準用すること。 

⑵ 警戒区域の設定

警戒区域の設定は、第４章第 10 自動火災報知設備３⑵（イ及びエを除く。）を準用するほか、次

によること。

ア 省令 40 号第３条第３項第３号ロに規定する「一の警戒区域の面積は、1,500 ㎡以下、一辺の長

さは 50ｍ以下」は、第９－２図の例によること。

（７階建て階段室型特定共同住宅等の７階の警戒区域の例）

備考１：一の警戒区域の面積は、1,500 ㎡以下、一辺の長さは 50ｍ以下とする。

２：階段室（開放型階段を除く。）は、別警戒（６以上の階にわたらない部分を一の警戒区域）

とする。

第９－２図
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イ 省令 40 号第３条第３項第３号ロに規定する「住戸、共用室及び管理人室について、その主たる

出入口が階段室以外の廊下等の通路に面する特定共同住宅等」とは、廊下型特定共同住宅等が該

当するものであること。（第９－３図参照）

ウ 省令 40 号第３条第３項第３号イに規定する「警戒区域が２以上の階にわたったとしても防火安

全上支障がないもの」は、次によること。

(ｱ) 18 号告示第３第１号⑴に規定する「一の警戒区域の面積が住戸、共用室及び管理人室にあっ

ては 150 ㎡以下、その他の部分にあっては 500 ㎡以下であり、かつ、当該警戒区域が二の階に

わたる場合又は煙感知器を設ける場合であること」は、第９－４図の例によること。

備考：その他の部分（※）については、500 ㎡以下、かつ、警戒区域が２の階又は煙感知器

第９－４図

住戸、共用室及び管理人室

150 ㎡以下

共用部分（その他の部分※）

500 ㎡以下

：警戒区域

１

２
５

３

４階段室（その他の部分※）
500 ㎡以下
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(ｲ) 18 号告示第３第１号⑴に規定する「その他の部分」のうち、エレベーターの昇降路に煙感知

器を設ける場合の一の警戒区域の設定については、第４章第 10 自動火災報知設備第３⑵オを準

用すること。

この場合、廊下型特定共同住宅等については、「水平距離 50ｍ」を「水平距離 100ｍ」と読み

替えて準用すること。

(ｳ) 18 号告示第３第１号⑶の規定に「階段室ごとに一の警戒区域とすること」とされているが、

高層及び地階（地階の階数が一のものを除く。）の廊下型特定共同住宅等の階段室等は、垂直距

離 45ｍ以下ごとに一の警戒区域に、地階は別警戒区域とすること。▲

３ 共同住宅用受信機

共同住宅用受信機は、18 号告示第３第５号の規定によるほか、次によること。

⑴ 主な構成例（第９－５図参照） 

（住戸、共用室及び管理人室（住棟受信機を設ける管理人室を除く。）に設ける場合）

○中継器を内蔵した戸外表示器の場合

備考１：住棟受信機の予備電源又は別置型の蓄電池等により、共同住宅用受信機（※１）に必要

とされる容量の非常電源を確保すること。

２：補助音響装置（※２）は、音声警報を補完する等、居住者又は在館者に対して有効に火

災の発生を報知するため、必要に応じて設ける。

第９－５図

非常電源※１

常用電源

※２

非常電源※１

常用電源

凡例

戸外表示器

中継器共同住宅用受信機

補助音響装置

（中継器内蔵）
※２
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⑵ 設置場所 

設置場所は、18 号告示第３第５号⑴の規定によるほか、次によること。 

ア 18 号告示第３第５号⑴において準用する省令第 24 条の２第１号イに規定する「受信機の付近

に当該受信機の操作上支障となる障害物がないこと」は、第４章第 10 自動火災報知設備４⑴エ

（自立型を除く。）を準用すること。

イ 18 号告示第３第５号⑵の規定により「住戸、共用室又は管理人室で床面積が 150 ㎡を超えるも

のに設けないこと」とされているが、床面積が 150 ㎡を超える住戸、共用室又は管理人室内に補

助音響装置（住戸、共用室又は管理人室にいる者に対し、有効に音声警報を伝達するために、共

同住宅用受信機から発せられた火災信号を受信し、補助的に音声警報を発する装置をいう。以下

この項において同じ。）を設置し、音声警報を補完する等、居住者又は在館者に対して有効に火災

の発生を報知することができるよう措置を講じた場合は、共同住宅用受信機を設けることができ

る。（第９－６図参照）

（メゾネット型タイプにより床面積 150 ㎡を超える住戸、共用室又は管理人室の例）

⑶ 機器 

機器は、18 号告示第３第５号において準用する省令第 24 条第２号イ及びロの規定によるほか、

次によること。

ア 18 号告示第３第５号において準用する省令第 24 条第２号イに規定する「警戒区域を表示でき

るものであること」は、警戒区域の表示機能を有しない共同住宅用受信機にあっては、火災表示

により火災の発生した住戸等を特定するもので足りるものであること。

イ 火災警報機能のほかに、ガス漏れ警報機能、風呂の水量、温度警報、防犯警報等のホームセキ

ュリティ機能、インターホン機能を加えた住宅情報盤としての機能を併せ持つことができるもの

であること。

⑷ 常用電源 

常用電源回路の配線は、電気工作物に係る法令の規定によるほか、次によること。

ア 第４章第 10 自動火災報知設備４⑶を準用すること。 

ただし、18 号告示第３第７号において準用する省令第 24 条第３号の規定の例によることとさ

れている「他の配線を分岐させずにとる」は、交流低圧屋内幹線から他の配線を分岐させずにと

る方式に、内線規程（ＪＥＡＣ－8001－2011、（一財）日本電気協会）の引込口装置付近の配線と

して、「電流制限器と引込口装置の間に、消防用設備等の専用の分岐開閉器を設置する場合があ

る」と規定されていることから、第９－７図の例によることもできるものであること。

第９－６図

床面積が 150 ㎡を超える

住戸、共用室又は管理人室

バルコニー等

廊下

補助音響装置
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凡例

第９－７図

イ 18 号告示第３第７号の規定により「住戸、共用室又は管理人室の交流低圧屋内幹線の開閉器が

遮断された場合において、当該住戸、共用室又は管理人室の感知器、戸外表示器、音声警報装置

及び補助音響装置の機能に支障を生じないように措置を講じること」とされているが、未入居、

長期の留守等により電気の供給契約、電気料金の負担等の観点から住戸等に電気を供給できず、

住戸等に未警戒が生じるときは、次のアからウまでの措置を講じた場合、同規定によらないこと

ができる。

(ｱ) 住戸内に出火源となるような器具、物品等が放置されていないこと。

(ｲ) 未入居等であることが、特定共同住宅等の管理者等が周知していること。

(ｳ) 特定共同住宅等の管理をしている者等が定期的に巡回監視を行うこと。

⑸ 非常電源 

非常電源は、省令 40 号第３条第３項第３号ホ及び 18 号告示第３第８号に規定するほか、次によ

ること。

ア 第４章第 23 非常電源を準用すること。

イ 18 号告示第３第８号⑵に規定する「共同住宅用受信機が設置された住戸、共用室又は管理人室

の感知器、音声警報装置、補助音響装置及び戸外表示器の機能に支障を生じないように措置を講

じている場合は、当該共同住宅用受信機に非常電源を設けないことができる」とは、住棟用受信

機の予備電源又は別置型の蓄電池設備等により、18 号告示第３第８号⑴に規定する容量の非常電

源が確保されているものをいうものであること。

ＷＨ 電力需給用計量器 ＭＣＣＢ 配線用遮断器

Ｌ 電流制限器 ＣＳ カットアウトスイッチ（ヒューズ付）

ＥＬＢ 引込口装置

共同住宅用受信機

一般負荷

ＭＣＣＢ又はＣＳ

ＷＨ Ｌ ＥＬＢ

一般負荷

ＭＣＣＢ又はＣＳ

ＷＨ

共同住宅用受信機

ＥＬＢ
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４ 住棟受信機

住棟受信機は、18 号告示第３第６号の規定によるほか、次によること。

⑴ 設置場所 

設置場所は、18 号告示第３第６号⑵及び⑶の規定によるほか、次によること。 

ア 18 号告示第３第６号⑵に規定する「省令第 12 条第１項第８号に規定する防災センター等」と

は、第４章第 10 自動火災報知設備４⑴アを準用（ただし書きを除く。）すること。 

イ 18 号告示第３第６号⑵に規定する「当該管理人室に常時人がいない場合は、火災表示を容易に

確認できる場所に設けることができる」は、次のいずれかによること。

(ｱ) 常時人がいない管理人室の出入口が、外部から容易に開錠できる構造であるもの

(ｲ) 常時人がいない管理人室の出入口が、共同住宅用自動火災報知設備の作動時に、自動的に開

錠する構造であるもの

(ｳ) 常時人がいない管理人室内の住棟用受信機の警戒区域表示が、管理人室の外部から容易に確

認できる場所に設けたもの

(ｴ) (ｱ)から(ｳ)までのほか、共用部分から住棟用受信機の警戒区域表示を容易に確認できる場所に

設けたもの

ウ 18 号告示第３第６号⑶のただし書きに規定する「同一敷地内に特定共同住宅等が２以上ある場

合で、当該共同住宅等の火災発生時に円滑な対応ができる場合」とは、次のいずれかによるこ

と。

(ｱ) 同一敷地内に存する複数の特定共同住宅等を、同一敷地内の 24 時間人が常駐する防災セン

ター等で一括監視され、かつ、火災発生時に迅速な対応を講ずる体制が構築されている場合

(ｲ) 同一敷地内に存する複数の特定共同住宅等を、同一敷地内の防災センター等で一括監視され、

かつ、警備会社等により24時間監視され、火災発生時に迅速な対応を講ずる体制が構築されて

いる場合

(ｳ) (ｱ)又は(ｲ)による監視体制が構築され、かつ、火災発生時に迅速な対応を講ずる体制が構築さ

れていると判断できるもので、同一敷地内に存する複数の特定共同住宅等を隣接する敷地等に

設けられた防災センター等により一括監視する場合

⑵ 機器

機器は、第４章第 10 自動火災報知設備４⑵を準用すること。 

⑶ 常用電源

常用電源は、第４章第 10 自動火災報知設備４⑶を準用すること。 

⑷ 非常電源

非常電源は、第４章第 23 非常電源によること。

なお、住棟受信機に内蔵されている予備電源が非常電源の容量を超える場合は、非常電源を省略

することができる。

⑸ 予備電源

予備電源は、第４章第 10 自動火災報知設備４⑸を準用すること。 
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５ 感知器

共同住宅用自動火災報知設備の感知器は、省令 40 号第３条第３項第３号ハ、ニ及び第４条第３項並

びに 18 号告示第３第２号の規定によるほか、次によること。

⑴ 感知器の選択 

感知器の選択は、省令 40 号第３条第３項第３号ハにおいて準用する省令第 23 条第４項各号（第

１号ハ、第７号ヘ及び第７号の５を除く。）及び同項第３号ニ並びに 18 号告示第３第２号⑴の規定

によるほか、設置場所の環境状態と適応感知器により、選択すること。

なお、熱式の感知器で、粉じん、腐食性ガス等の発生するおそれのある場所にあっては、耐酸型

又は耐アルカリ型の感知器を、可燃性ガス又は蒸気が滞留するおそれのある場所にあっては、防爆

型の感知器を、水蒸気が著しく発生するおそれのある場所にあっては、防水型の感知器をそれぞれ

設けること。（第９－８図参照）

第９－８図

共同住宅用受信機

戸外表示器（中継器内蔵）

差動式スポット型感知器

（遠隔試験機能付）

定温式スポット型感知器

（防水型・遠隔試験機能付）

定温式スポット型感知器

（特種・防水型・遠隔試験機能付）

光電式スポット型感知器

（遠隔試験機能付）

終端抵抗
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ア 省令 40 号第３条第３項第３号ニハに規定する「直接外気に開放されていない共用部分」は、常

時外気に開放されている部分から５ｍ以上離れた部分が該当するものであること。（第９－９図参

照）

〔Ｌ：常時外気に開放されている部分から５ｍ未満の部分（ の部分）の例〕

※ 常時外気に開放されている部分の開口部は、煙の排出に影響のない高さを有すること。

第９－９図

イ 省令 40 号第３条第３項第３号ハにおいて準用する省令第 23 条第４項第１号ニ(ｲ)から(ﾄ)まで及

びホに掲げる場所に設置する感知器は、第４章第 10 自動火災報知設備５⑴ウ(ｲ)によること。

ウ メゾネット型住戸等のうち、住戸、共用室又は管理人室内に設けられる階段及び傾斜路は、18

号告示第３第２号⑴イに規定する「階段及び傾斜路」には、該当しないものであること。 

エ 18 号告示第３第２号⑴チに規定する「その使用場所に適応する感知器」については、第４章第 

10 自動火災報知設備５⑴ウ(ｳ)及び(ｴ)を準用すること。

オ 省令 40 号第３条第３項第３号ハにおいて準用する省令第 23 条第４項第２号に規定する取り付

け面の高さに応じた感知器がないものにあっては、第４章第 10 自動火災報知設備５⑴ウ(ｵ)を準用

すること。

⑵ 感知器と受信機の接続方法

感知器と受信機の接続方法は、18 号告示第３第２号⑶の規定に「住戸、共用室及び管理人室に設

ける感知器にあっては共同住宅用受信機に、その他の部分に設ける感知器にあっては住棟受信機に

4 面開放 3 面開放

2 面開放 2 面開放

1 面開放
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接続すること。」とあるが、その他の部分のうち、倉庫（４㎡未満の倉庫を除く。）、電気室、受水槽

室、ポンプ室、機械室その他これらに類する室に共同住宅用受信機を設けた場合については、当該

部分に設置した感知器による火災信号が共同住宅用受信機を介して住棟受信機に移報するよう措置

を講じた場合、18 号告示第３第２号⑶の規定によらないことができる。（第９－10 図参照） 

住棟受信機

備考：共同住宅用受信機（※）を介して住棟受信機に移報

第９－10 図

⑶ 感知器の設置を要しない場所

省令 40 号第３条第３項第３号ハにおいて準用する省令第 23 条第４項第１号イからハまで及びニ

の規定によるほか、次によること。

ア 第４章第 10 自動火災報知設備５⑵ア、イ及びオに準じた場所

イ メーターボックス、パイプシャフトその他これらに類する場所

ウ 前⑴アに定める常時外気に開放されている部分から５ｍ未満の範囲の場所 

⑷ 感知器の取り付け面の高さ 

省令 40 号第３条第３項第３号ハにおいて準用する省令第 23 条第４項第２号に規定する取付け面

の高さは、第４章第 10 自動火災報知設備５⑶を準用すること。 

戸外表示器

※補助音響装置

住棟受信機

スピーカー
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⑸ 差動式スポット型、定温式スポット型、補償式スポット型及び熱アナログ式スポット型の感知器

の設置方法は、省令 40 号第３条第３項第３号ハの規定において準用する省令第 23 条第４項第３

号、第８号及び第９号並びに第７項の規定によるほか、次によること。

ア 第４章第 10 自動火災報知設備５⑷（ク及びツを除く。主要構造部を耐火構造とした建築物の例

に限る。）を準用すること。

イ 18 号告示第３第２号⑵イの規定により共用部分の廊下及び通路に感知器を設ける場合は、感知

器相互間の歩行距離が 15ｍ以下となるよう設置すること。（第９－11 図参照）

⑹ 差動式分布型感知器（空気管のもの）の設置方法は、省令 40 号第３条第３項第３号ハの規定にお

いて準用する省令第 23 条第４項第４号の規定によるほか、第４章第 10 自動火災報知設備５⑸を準

用すること。

⑺ 差動式分布型感知器（熱電対式のもの）の設置方法は、省令 40 号第３条第３項第３号ハの規定に

おいて準用する省令第 23 条第４項第４号の２の規定によるほか、第４章第 10 自動火災報知設備５

⑹ を準用すること。 

⑻ 差動式分布型感知器（熱半導体式のもの）の設置方法は、省令 40 号第３条第３項第３号ハの規 

定において準用する省令第 23 条第４項第４号の３の規定によるほか、第４章第 10 自動火災報知設

備５⑺（主要構造部を耐火構造とした建築物の例に限る。）を準用すること。 

⑼ 定温式感知線型感知器の設置方法は、省令 40 号第３条第３項第３号ハの規定において準用する省

令第 23 条第４項第５号の規定によるほか、第４章第 10 自動火災報知設備５⑻を準用すること。 

⑽ 煙感知器（光電式分離型感知器を除く。）、イオン化アナログ式スポット型感知器及び光電アナロ

第９－11 図

7.5ｍ以下

廊下及び通路

15ｍ以下
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グ式スポット型感知器の設置方法は、省令 40 号第３条第３項第３号ハの規定において準用する省令

第 23 条第４項第７号（ヘを除く。）、第８号及び第９号並びに第７項の規定によるほか、第４章第 10

自動火災報知設備５⑼（サ及びニからハ並びにヘからマまでを除く。主要構造部を耐火構造とした

建築物の例に限る。）を準用すること。

⑾ 光電式分離型感知器及び光電アナログ式分離型感知器の設置方法は、省令 40 号第３条第３項第３

号ハの規定において準用する省令第 23 条第４項第７号の３及び第７項の規定によるほか、第４章第

10 自動火災報知設備５⑽を準用すること。 

⑿ 炎感知器の設置方法は、省令 40 号第３条第３項第３号ハの規定において準用する省令第 23 条第

４項第７号の４の規定によるほか、第４章第 10 自動火災報知設備５⑾を準用すること。 

⒀ 機器等は、第４章第 10 自動火災報知設備５⒀を準用すること。 

６ 中継器

中継器は、18 号告示第３第３号の規定において準用するその例によることとされる省令第 23 条第

９項の規定によるほか、次によること。

⑴ 設置場所 

ア 18 号告示第３第３号に規定する「その付近に当該中継器の操作上支障となる障害物がないよ

うに維持すること」は、第４章第 10 自動火災報知設備６⑴（アを除く。）を準用すること。 

イ 18 号告示第３第３号に規定する「遠隔試験機能（中継器に係る技術上の規格を定める省令

（昭和 56 年自治省令第 18 号。以下この章において「中継器規格省令」という。）第２条第 13 号

に規定する遠隔試験機能をいう。）を有する中継器のうち、中継器規格省令第３条の３第３項第

１号に規定する外部試験機を接続するものにあっては、住戸の外部であって容易に接続するこ

とができる場所に設けること」とは、次の(ｱ)又は(ｲ)のいずれかによること。

(ｱ) 住戸のメーターボックス内に設置する場合

(ｲ) 住戸の戸外表示器と併設して設置する場合

ウ 前イ(ｱ)の場所に設ける場合は、ガス機器及びその配管と混在させないこと。

ただし、当該中継器に防爆工事等の安全措置を講じた場合を除く。

エ 接続端子を収納する外箱は、難燃性のものを使用すること。

⑵ 機器

第４章第 10 自動火災報知設備６⑵を準用すること。 

⑶ 常用電源

第４章第 10 自動火災報知設備６⑶を準用すること。 

⑷ 非常電源

第４章第 10 自動火災報知設備６⑷を準用すること。 

⑸ 予備電源

第４章第 10 自動火災報知設備６⑸を準用すること。 
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７ 音声警報装置

音声警報装置（補助音響装置の音声警報を含む。）は、18 号告示第３第９号の規定によるほか、次

によること。

⑴ 共同住宅用受信機の主音響装置が、18 号告示第３第９号⑶に適合するものである場合、当該住

戸、共用室及び管理人室に設ける音声警報装置に該当するものであること。

⑵ 音声警報装置は、音圧の音響効果を妨げる障害物のない位置に設けること。 

⑶ 住戸、共用室及び管理人室に設ける場合 

18 号告示第３第９号⑵イに規定する「有効に音声警報が伝わらないおそれがある部分」とは、メ

ゾネット型住戸等又は床面積が 150 ㎡を超える住戸、共用室及び管理人室をいう。

したがって、当該住戸、共用室及び管理人室の部分には、補助音響装置を設置する必要があるこ

と。●

⑷ 住戸、共用室及び管理人室以外の部分に設ける場合 

ア 第４章第 14 非常警報設備２⑾（カを除く。）を準用すること。 

イ 18 号告示第３第９号⑵ロに規定する「直接外気に開放された共用部分」とは、常時外気に直接

開放されている部分から５ｍ未満の範囲の部分をいうものであること。

⑸ 音声警報音

音声警報音のメッセージは、次の例又はこれに準ずるものとすること。●

ア 感知器作動警報

(ｱ) 住戸、共用室、管理人室の感知器が作動した場合

「火災感知器が作動しました。確認してください。」（女声）

(ｲ) 住戸、共用室、管理人室以外の部分の感知器が作動した場合

「○○の火災感知器が作動しました。確認してください。」（女声）

イ 火災警報

(ｱ) 火災が発生した住戸、共用室及び管理人室

「火事です。火事です。火災が発生しました。安全を確認のうえ避難してください。」（男声）

(ｲ) 出火階

「火事です。火事です。○○で火災が発生しました。安全を確認のうえ避難してください。」

（男声）

(ｳ) 直上階

「火事です。火事です。○階で火災が発生しました。安全を確認のうえ避難してください。」

（男声）

ウ 前イ(ｲ)及び(ｳ)の「火災が発生した場所」は、具体的な住戸、共用室又は管理人室の名称、部屋

番号、階層とすること。●

なお、特定共同住宅等の形態から、「火災が発生した場所」を容易に特定できる場合について

は、「この近所」とすることができる。

また、火災が発生した住戸、共用室及び管理人室は、音声警報メッセージの内容から発生場所

を省略することができる。
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⑹ 音声警報装置の機能

18 号告示第３第９号⑸ロに規定する音声警報装置の機能は、第９－12 図の例によること。 

なお、同号⑸ロ(ﾛ)に規定する時間は、特段の事情がある場合は、消防機関の認める範囲でこれと

異なる時間とすることができるものであること。

○火災が発生した住戸、共用室及び管理人室

(男声) 「火事です。火事です。火災が発生しました。安全を確認のうえ避難してください。」

○出火階

(男声) 「火事です。火事です。○○で火災が発生しました。安全を確認のうえ避難してください。」

○直上階

(男声) 「火事です。火事です。○階で火災が発生しました。安全を確認のうえ避難してください。」

第９－12 図

⑺ 警報区域

警報区域は、18 号告示第３第９号⑷の規定によるほか、次によること。 

なお、階段室型特定共同住宅等及び廊下型特定共同住宅等の火災発生場所による警報区域は、

第９－１表によること。

ア 階段室型特定共同住宅等

(ｱ) 18 号告示第３第９号⑷ロ(ｲ)ａ及び(ﾛ)ａに規定する「６以上の階にわたらない部分」には、第

９－13 図の例に示すよう、メゾネット型住戸等が存する場合は、主たる出入口以外の階を含め

ないものとして、一の警報区域を設定することとして差し支えないこと。

（廊下型特定共同住宅等の場合）

○一定の時間の経過

（２分以上５分以下の範囲）

○火災の発生を確認した旨の信号

（自動起動）
○火災が発生した旨

の通報

（手動起動）

○火災が発生していない旨

の通報

（手動起動）

感知器が作動した旨の信号 

感 知 器 作 動 警 報  

火   災   警   報

（自動起動）

○居住者による確認

○火災が発生した住戸、共用室及び管理人室

戸 外 表 示 器 点 滅

警  報  停  止

火災が発生した住戸、共用室及び

管理人室の戸外表示器
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ＩＰ 共同住宅用受信機 補助音響装置

ｄ 表示器 スピーカー

第９－13 図
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(ｲ) 18 号告示第３第９号⑷ロ(ｲ)ａの規定により、階段室型特定共同住宅等の警報区域として、一

の警報区域に面するエレベーター昇降路を含むこととされているが、エレベーター籠内又は各

階のエレベーター昇降路部分から水平距離８ｍ以内に設置された住戸、共用室及び管理人室以

外の部分に設ける音声警報装置により包含され、かつ、警報区域が設定されている場合は、当

該部分に音声警報装置を設置しないことができる。（第９－14 図参照）

イ 廊下型特定共同住宅等区分鳴動方式とし、次に示す鳴動方式とすること。（第９－15 図参照）

ただし、この場合において 11 階以下の住戸、共用室及び管理人室に共同住宅用スプリンクラー

設備又は共同住宅用自動火災報知設備が設けられていること。

(ｱ) 火災が発生した住戸、共用室及び管理人室の存する階が２階以上の階の場合にあっては、出

火階及びその直上階

(ｲ) 火災が発生した住戸、共用室及び管理人室の存する階が１階に存する場合にあっては、出火

階及びその直上階及び地階

(ｳ) 火災が発生した住戸、共用室及び管理人室の存する階が地階に存する場合にあっては、出火

階及びその直上階及びその他の地階並びに１階▲

(ｱ)による場合 (ｲ)による場合 (ｳ)による場合

5F 5F 5F 5F

4F 4F 4F 4F

3F 3F 3F 3F

2F 2F 2F 2F

1F 1F 1F 1F

B1F B1F B1F B1F

B2F B2F B2F B2F

◎印は、火災が発生した住戸、共用室及び管理人室を示す。

○印は、同時鳴動階を示す。

△印は、地階部分の鳴動と同時に鳴動させることができるよう指導すること。

第９－15 図

第９－14 図

住戸等 住戸等

水平距離８ｍ以内に設置された各階の音声

警報装置により８ｍ包含されている場合、

エレベーター昇降路又はエレベーター籠内

に音声警報装置を設置しないことができる。
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第９－１表 特定共同住宅等の構造類型別警報区域

タイプ別

火災発生場所
階段室型特定共同住宅等 廊下型特定共同住宅等

住戸、共用室又は管理

人室

① 出火住戸、共用室又は管理人室

② ①の主たる出入り口が面する階

段室等（開放型階段を除く。）のう

ち、６以上の階に渡らない部分を

一の警報区域とした当該区域

③ ②の警報区域の直上の警報区域

の階段室等

④ ②の警報区域に主たる出入口が

面する住戸等

⑤ ②の警戒区域に面する乗り場の

ドアを有するエレベーターの昇降

路

① 出火住戸、共用室又は管理人室

② ①が２階以上の階に存する場合

は出火階及びその直上階

③ ①が１階に存する場合にあって

は当該階、その直上階及び地階

④ ①が地階に存する場合にあっては

出火階、その直上階及びその他の地

階

倉庫等（倉庫（室の面

積が４㎡以上のものを

いう。）、機械室その他

これらに類する室をい

う。）又は共用部分（階

段室及びエレベーター

の昇降路を除く。）

① 出火倉庫等、共用部分（階段室

及びエレベーターの昇降路を除

く。）

② ①の主たる出入口が面する階段

室等（開放型階段を除く。）のう

ち、６以上の階にわたらない部分

を一の警１報区域とした当該区域

③ ②の直上の警報区域の階段室等

④ ②の警報区域に主たる出入口が

面する住戸等

⑤ ②の警報区域に面する乗り場の

ドアを有するエレベーターの昇降

路

① 出火倉庫等、共用部分（階段室

及びエレベーターの昇降路を除

く。）

② ①が２階以上の階に存する場合

は出火階及びその直上階

③ ①が１階に存する場合にあっては

出火階、その直上階及び地階

④ ①が地階に存する場合にあっては

出火階、その直上階及びその他の地

階

階段室 ① 出火階段室等（開放型階段を除

く。）

② ①に主たる出入口が面する住戸

等及び共用部分（エレベーター 降

路を除く。）

① 出火階段室等（開放型階段を除

く。）

② 共用部分（エレベーターの昇の

昇降路を除く。）

エレベーター昇降路 ① 一の階段室等に主たる出入口が

面する住戸等

② 一の階段室等に主たる出入口が

面する共用部分

③ 階段室等（開放型階段を除く。）

のうち、６以上の階にわたらない

部分を一の警報区域としてエレベ

ーターが停止する最上階の警報区

域に存する階段室

④ ③の警報区域内の住戸等

⑤ ③の警報区域内の共用部分

① エレベーターが停止する最上階

に存する住戸等及び共用部分
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⑻ 警報回路の構成 

住戸、共用室又は管理人室に共同住宅用スプリンクラー設備及び共同住宅用自動火災報知設備の

感知器が併設される場合の警報回路の構成は、第９－16 図の例による構成とすることができる。

８ 配線

配線は、18 号告示第３第４号の規定において準用する省令第 24 条第１号（チを除く。）及び第５

号の２ハの規定によるほか、次によること。

⑴ 電線の種類

電線の種類及び太さは、第４章第 10 自動火災報知設備 10⑴を準用すること。 

⑵ 共同住宅用受信機から住棟受信機、戸外表示器、音声警報装置（共同住宅用受信機の音声警報装

置を除く。）及び補助音響装置までの配線及び非常電源から共同住宅用受信機までの配線は、次に

よること。（第９－17 図参照）

ア 共同住宅用受信機から住棟受信機、戸外表示器、音声警報装置（共同住宅用受信機の音声警報

装置を除く。）及び補助音響装置までの配線耐熱配線を使用すること。

イ 非常電源から共同住宅用受信機までの配線耐火配線を使用すること。

ただし、次のいずれかに該当する部分に設置する配線は、18 号告示第３第４号⑵に規定する

「火災により直接影響を受けるおそれのない部分」として、耐熱配線とすることができるもので

あること。

(ｱ) 準不燃材料の床、壁又は天井により隠蔽された部分

(ｲ) メーターボックス

(ｳ) パイプシャフト等

ウ 非常電源から住棟受信機

耐火配線を使用すること。

第９－16 図

共同住宅用スプリンクラー設備

制御弁

Ω

自動警報装置

流水検知装置又は
圧力検知装置

警報信号

共同住宅用受信機

住棟用受信機

終端器

火災信号

スプリンクラーヘッド

開放信号
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備考：火災により直接影響を受けるおそれのない部分に設ける配線（※）は、

耐熱配線とすることができる。

第９－17 図

⑶ 工事方法

18 号告示第３第４号の規定において準用する省令第 24 条第１号（チを除く。）に規定する「電

気工作物に係る法令の規定」とは、「電気設備に関する技術基準を定める省令」（平成９年３月通商

産業省令第 52 号）等をいうものであること。

⑷ 住戸、共用室及び管理人室に設ける感知器及び音声警報装置の信号回路の配線

住戸、共用室及び管理人室に設ける感知器及び音声警報装置の信号回路の配線（戸外表示器と共

用する配線を除く。）は、18 号告示第３第４号⑶の規定によるほか、「外部から容易に導通を確認

することができるように措置が講じられていること」は、中継器又は戸外表示器に外部試験器を接

続することにより導通試験ができるよう措置されているものであること。

ただし、住戸等のうち、管理室及び共用室その他これらに類する室で、容易に導通を確認するこ

とができる場合を除く。
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９ 戸外表示器

戸外表示器は、18 号告示第３第 10 号及び 20 号告示の規定によるほか、次によること。

⑴ 設置場所 

ア 18 号告示第３第 10 号⑴ロに規定する「点検に便利な場所」とは、自動試験機能を有する中継

器のうち、中継器規格省令第３条の３第３項第２号に規定する外部試験器を接続するものにあっ

ては、検査、点検時等に容易に外部試験器を接続できる場所をいうものであること。

イ 18 号告示第３第 10 号⑴ハに規定する「雨水のかかるおそれの少ない場所」とは、雨線内（軒

や庇の先端から、鉛直に対して建物側に 45°で引いた線の軒下側又は庇下側部分をいう。）をい

うものであること。

ウ 開放廊下に設置する場合は、必要な防水措置等を講ずること。

エ 操作上支障となる障害物がないこと。

⑵ 機器 

機器は、自動試験機能又は遠隔試験機能を有するものを設置すること。▲

ただし、住戸等のうち、管理室及び共用室その他これらに類する室で、感知器の作動試験等が容

易にできる部分である場合を除く。

10 総合操作盤

18 号告示第３第 11 号の規定において準用する省令第 24 条第９号の規定によるほか、第４章第 24

総合操作盤によること。

11 社会福祉施設等

省令 40 号第２条の規定により、特定共同住宅等に社会福祉施設等が入居する場合は、次によるこ

と。

⑴ 省令 40 号第３条第３項第３号に規定する「当該福祉施設等の関係者（所有者又は管理者をい

う。）又は当該関係者に雇用されている者（当該福祉施設等で勤務している者に限る。）（以下この

号において「関係者等」という。）に、自動的に、かつ、有効に報知できる装置」とは、次のア及

びイの措置がされていることをいう。

ア 当該社会福祉施設等において火災が発生した際、関係者等が存する階の音声警報装置等が鳴動

するよう、鳴動範囲の設定が行われている場合

イ 当該社会福祉施設等の感知器の作動と連動して起動する火災通報装置等（消防機関へ通報後に、

他の場所へ通報する機能を有する火災通報装置又は同等のものをいう。）の第２次連絡先として、

関係者等の常駐する場所が登録されている場合
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第 10 住戸用自動火災報知設備及び共同

住宅用非常警報設備
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１ 主な構成（第 10－１図参照）

第 10－１図
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２ 住戸用自動火災報知設備

住戸用自動火災報知設備は、省令 40 号第３条第３項第４号及び 19 号告示第３の規定によるほか、

次によること。

⑴ 警戒区域 

警戒区域は、省令 40 号第３条第３項第４号イ及びロ並びに 19 号告示第３第１号の規定によるほ

か、次によること。

ア 警戒区域の面積の算出

警戒区域の面積の算出は、第９共同住宅用自動火災報知設備２⑴を準用すること。 

イ 警戒区域の設定

警戒区域の設定は、第９共同住宅用自動火災報知設備２⑵ウを準用すること。 

⑵ 住戸用受信機 

住戸用受信機は、19 号告示第３第５号の規定によるほか、次によること。

ア 主な構成例（第 10－２図参照）

（住戸等に設ける場合）○中継器を内蔵した戸外表示器の場合

凡例

備考：補助音響装置は、音声警報を補完する等、居住者又は在館者に対して有効に火災の発

生を報知するため、必要に応じて設ける。

第 10－２図

（共用部分に設ける場合）

常用電源
（中継器内蔵）

※

常用電源

※

戸外表示器

中継器住戸用受信機

補助音響装置
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イ 設置場所

設置場所は、19 号告示第３第５号⑴の規定によるほか、次によること。 

(ｱ) 19 号告示第３第５号⑴において準用する省令第 24 条の２第１号イに規定する「受信機の付

近に当該受信機の操作上支障となる障害物がないこと」は、第４章第 10 自動火災報知設備４

⑴エ（自立型を除く。）を準用すること。 

(ｲ) 19 号告示第３第５号⑵の規定により「住戸等及び共用部分で床面積が 150 ㎡を超えるもの

に設けないこと」とされているが、床面積 150 ㎡を超える住戸等及び共用部分に補助音響装置

（住戸、共用室又は管理人室にいる者に対し、有効に音声警報を伝達するために、住戸用受信

機から発せられた火災信号を受信し、補助的に音声警報を発する装置をいう。以下この項にお

いて同じ。）を設置し、音声警報を補完する等、居住者又は在館者に対して有効に火災の発生

を報知することができるよう措置を講じた場合は、住戸用受信機を設けることができる。

（第 10－３図参照）

ウ 機器

機器は、19 号告示第３第５号において準用する省令第 24 条第２号イ及びロの規定によるほ

か、第９共同住宅用自動火災報知設備３⑵を準用すること。 

エ 常用電源

常用電源は、19 号告示第３第６号の規定によるほか、第９共同住宅用自動火災報知設備３⑷ 

（イを除く。）を準用すること。

⑶ 感知器

感知器は、省令 40 号第３条第３項第４号ハ及び 19 号告示第３第２号の規定によるほか、第９共

同住宅用自動火災報知設備５（⑵を除く。）を準用すること。 

⑷ 中継器

 中継器は、第９共同住宅用自動火災報知設備６（⑷及び⑸を除く。）を準用すること。 

住戸用受信機
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⑸ 音声警報装置

音声警報装置（補助音響装置の音声警報を含む。）は、19 号告示第３第７号の規定によるほか、

次によること。

ア 住戸用受信機の主音響装置が、19 号告示第３第７号⑶に適合するものである場合、当該住戸

等及び共用部分に設ける音声警報装置に該当するものであること。

イ 音声警報装置は、音圧の音響効果を妨げる障害物のない位置に設けること。

ウ 19 号告示第３第７号⑵の規定する「有効に音声警報又は音響警報が伝わらないおそれのある

部分」とは、メゾネット型住戸等や床面積が 150 ㎡を超える住戸等及び共用部分をいう。

したがって、当該部分に補助音響装置を設置する必要があること。●

エ 音声警報音のメッセージは、次の例又はこれに準ずるものとすること。●

「火事です。火事です。火災が発生しました。安全を確認のうえ避難してください。」（男声）

オ 音声警報装置の機能は、第 10－４図の例によること。

カ 19 号告示第３第７号⑷に規定する音声警報を発する区域は、第 10－１表の区分によること。 

第 10－１表

火災発生場所 音声警報を発する区域 音声警報装置

住 戸 等

当該住戸等に設置された感知器から

発せられた火災信号を受信した住戸

用受信機の警戒区域及び当該住戸等

に面する共用部分

住戸用受信機 補助音響装置（設置

のある場合） 戸外表示器

共 用 部 分

当該共用部分に設置された感知器か

ら発せられた火災信号を受信した住

戸用受信機の警戒区域

住戸用受信機 補助音響装置（設置

のある場合）

第 10－４図

（手動起動）

感 知 器 が 作 動 し た 旨 の 信 号  

（自動起動）

火   災   警   報 戸 外 表 示 器 点 滅

警   報   停   止 

火災が発生した住戸等の戸外表示器
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⑹ 音響警報装置 

音響警報装置は、19 号告示第３第８号の規定によるほか、次によること。

ア 音響警報装置は、音圧の音響効果を妨げる障害物のない位置に設けること。

イ 音響警報装置は、19 号告示第３第８号の規定において前第７号に規定する「有効に音声警報

又は音響警報が伝わらないおそれのある部分」は、前⑸ウを準用すること。 

ウ 音響警報音のシグナルは、非常警報設備告示第４第３号⑵の規定によるほか、次の例又はこれ

に準ずるものとすること。

第１シグナル（ピンポン、ピンポン、ピンポン）

＋

第２シグナル（ビューッ、ビューッ、ビューッ（スイープ音））

（以降繰り返し。ただし、住戸用受信機に予備電源を設置した場合は、10 分間以上の繰り返

し。）

⑺ 配線 

配線は、19 号告示第３第４号の規定において準用する省令第 24 条第１号（チを除く。）及び第

５号の２ハの規定によるほか、次によること。

ア 電線の種類及び太さは、第４章第 10 自動火災報知設備 10⑴を準用すること。 

イ 電源から住戸用受信機までの配線並びに住戸用受信機から戸外表示器及び補助音響装置までの

配線は、次によること。（第 10－５図参照）

(ｱ) 電源から住戸用受信機までは、耐火配線を使用すること。▲

(ｲ) 住戸用受信機から戸外表示器及び補助音響装置までは、耐熱配線を使用すること。

第 10－５図

⑻ 戸外表示器 

戸外表示器は、19 号告示第３第９号及び 20 号告示の規定によるほか、第９共同住宅用自動火災

報知設備９を準用すること。
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３ 共同住宅用非常警報設備

共同住宅用非常警報設備は、省令 40 号第３条第３項第４号ホ及びヘ並びに 19 号告示第４の規定に

よるほか、次によること。

⑴ 主な構成（第 10－６図）

凡例

起動装置

音響装置

表示灯

操作部

⑵ 設置場所

省令 40 号第３条第３項第４号ホに規定する「直接外気に開放されていない共用部分」は、常時

外気に開放されている部分から５ｍ以上離れた部分が該当するものであること。

⑶ 機器

ア 共同住宅用非常警報設備は、非常警報告示に適合するもの又は認定品のものとすること。●

イ 次に掲げる場所に起動装置を設ける場合は、防爆型、防食型、防雨型又は適当な防護措置を施

すこと。

(ｱ) 腐食性ガス等の発生するおそれのある場所

(ｲ) 可燃性ガス、粉じん等が滞留するおそれのある場所

(ｳ) 開放型の廊下等で雨水等が浸入するおそれのある場所

⑷ 起動装置

起動装置は、19 号告示第４第２号によるほか、次によること。

ア 操作上支障となる障害物がない箇所に設けること。

イ 19 号告示第４第２号に規定する「各階ごとに、階段付近に設けること」とは、階段から５ｍ

以内の廊下又は踊場の位置をいうものであること。

第 10－６図

常用電源

（非常電源内蔵）
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ウ 階段室型特定共同住宅等が傾斜地に存すること等の理由により、地階が避難階となり、当該階

に住戸等が存する場合は、当該階及び当該階から上方に数えた階数３以内ごとに設けること。

（第 10－７図参照）

⑸ 音響装置 

音響装置は、19 号告示第４第１号によるほか、次によること。

ア 音響効果を妨げる障害物がある場所には設けないこと。

イ 障害を受けるおそれのある場所には設けないこと。

ウ 19 号告示第４第１号⑶に「廊下の各部分から一の音響装置までの水平距離 25ｍ以下となるよ

うに設けること」と規定されていることから、住戸等の部分は含まれないものであること。

（第 10－８図参照）

第 10－７図

地下１階

１階

２階

３階

４階

５階

６階 Ｆ：起動装置Ｆ

Ｆ

Ｆ
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エ 階段室型特定共同住宅等にあっては、19 号告示第４第１号⑷の規定によるほか、階段室型特

定共同住宅等が傾斜地に存すること等の理由により、地階が避難階となり、当該階に住戸等が存

する場合は、当該階及び当該階から上方に数えた階数３以内ごとに設けること。

⑹ 表示灯

表示灯は、19 号告示第４第２号において準用する省令第 25 条の２第２項第２号の２ニの規定に

よるほか、第４章第 14 非常警報設備１⑹を準用すること。 

⑺ 操作部

操作部は、19 号告示第４第３号の規定によるほか、次によること。

ア 第４章第 14 非常警報設備１⑺（ア(ｱ)を除く。）を準用すること。

イ 19 号告示第４第３号⑴に規定する「点検に便利で、かつ、雨水等のかかるおそれの少ない場

所に設けること」は、第９共同住宅用自動火災報知設備９⑴を準用すること。 

⑻ 非常電源、配線等 

非常電源及び配線等は、19 号告示第４第４号及び第５号において準用する省令第 25 条の２第２

項第４号及び第５号の規定によるほか、第４章第 14 非常警報設備１⑼を準用すること。 

４ 政令第 21 条に規定する自動火災報知設備による代替設置

政令第 21 条に規定する自動火災報知設備を次に適合するように設けた場合、共用部分及び住戸以

外の住戸等の住戸用受信機並びに共同住宅用非常警報設備を設けないことができる。

⑴ 住戸用自動火災報知設備の感知器は、住戸用受信機に接続することとされているが、直接外気に

開放されていない共用部分及び住戸以外の住戸等に設ける感知器について、防災センター等に政令

第 21 条に規定する自動火災報知設備の受信機を設置し、当該感知器を接続した場合

⑵ 直接外気に開放されていない共用部分以外の共用部分に、政令第 21 条に規定する自動火災報知

設備の発信機、地区音響装置及び表示灯を 19 号告示第４の規定に準じて設置した場合

５ 社会福祉施設等

省令 40 号第２条の規定により、特定共同住宅等に社会福祉施設等が入居する場合は、次によるこ

と。

⑴ 省令 40 号第３条第３項第４号ニに規定する「当該福祉施設等の関係者等に、自動的に、かつ、

有効に報知できる装置」とは、第９共同住宅用自動火災報知設備 11⑴を準用すること。 
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